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特集・指曲がり症認定闘争の成果と展望
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特集/指曲がり症認定闘争の成果と展望
「指曲がり症」公災.障害認定 闘争が切り拓いた地平 
過労性疾患の補償•予防に問題提起

片岡明彦
関西労働者安全センター事務局次長

指曲がり症認定闘争の重要な局面
自治労が取り組みはじめた、給食調理員の変形 

性手指関節症(通称•指曲がり症)公務災害認定闘 
争は、重要な局面を迎えていると思う。
要素は3つあり、第1に、公務上外を争った裁判 

闘争で3つの裁判が勝訴確定したことである。とり 
わけ重要なのは、堺市の3名の給食調理員を原告 
とする裁判での大阪高裁判決(今年2月27日)で、 
被告•地公災基金側の控訴が棄却され、地公災基 
金が上告しなかったことである(この堺市裁判は、自 
治労ではなく自治労連傘下の堺市職が取り組んで 
いた)。これで、地公災基金が内部的に採用してき 
た「認定基準」は、司法上は無効となった。
第2は、審査会段階で公務外認定が取り消され 

るケースが出てきたことことである。指曲がり症に 
ついては、すべて「地公災基金本部協議」事案とさ 
れ、公務上外を一括して本部が決定しているのが 
実態で、本部事務局と本部嘱託医師群(氏名不詳) 
によって、公務上外が判断されている。厚生労働 

省管轄の労災保険ではあまり考えられないことであ 
る。こうして公務外認定を受けた事案が、行政認定 
手続の第二審にあたる支部審査会で、判断が覆 
されるケースが出てきた。川崎市支部審査会、奈 
良県支部審査会による逆転裁決である。いずれ 
も、原処分段階では「指曲がり症ではない」として病 
気の存在を否定されて、「門前払い」された事案で 
ある。基本診断の部分で誤りを指摘されたわけで、 
「本部協議」の意義の根幹を揺るがす内容と言わ 
ざるを得ない。
第3は、障害補償に関して、障害8級の認定者が 

出現したこどUある。川崎市職調理員の不服審査請 
求に対する審査会裁決によるものだが、これによっ 
て、地公災基金の指曲がり症障害認定に関する、 
非常に狭く、不当な障害認定基準を突き崩す突破 
ロができた。また、第2の点とあわせ、地公災基金 
本部事務局と嘱託医師群が形成してきた「指曲がり 
症に関わる医学的見解」が、全体としてもはや通用 
しなぐなってきていることを示す現象と理解できる。
地公災基金本部が作り上げてきた指曲がり症 

認定制度(公務上外認定基準、障害認定基準を柱
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表1指曲がり症公務災害認定に関する主な経過

1988年5月 岡山県美f下町の給食調理員がH~ 曲がり症(変形性下 H~関節症)で地公災基金岡山県支部に公

務災百認定市首(全凶初)
lり88年秋以降 自治労が全国一斉中請運動はじめる

1989年"'-' 1991年地公災基金からの委託で「学校等給食施設における給食調理員の勤務実態に閲する労働衛

lり92年3月
生学的調査J(中央労働災' c ! i防止協会)実施。 (中災防幸町Ij_)

中災防報害公表

1993年3月～
1997年

「ー芹認定申請lに対する公務上外 括認定通知
安米市調理員1名が捉訴(被告 地公災荒金品恨県支部長、松江地裁)

lり98年 11月
事中 di調.-E'H員 2名が提訴(被(If 地公災長金大阪府文部長、大阪地裁)
障害補償中請音 26名に対して障害認定一斉通知(地公災基金) - 9名(12級 I名、 14級8名)認
定、 17名等級タさ非訟当

1999年R月お日堺di調剤員 3名が提訴(被 (11
タ認定処分

地公災某金大阪府文部長、大阪地裁)※ 1997年 II月27日公務

2001年4)j 25円些巾市裁判j大阪地裁判決(平成 9年(行ウ)第63叶公務外認定処分取消請求事件松本哲弘

2001年5月2 3 U
裁判長) 、原(If勝訴(僻定)
堺市裁判)(阪地裁判決(平成 11年(行ウ)第61号公務外認定処分取消請求事件松木材拡裁
判長)、原告勝訴(被告円訴)

2001年 7月 川崎i [j調flll員l名0 )公務外認定処分取消裁決(地公災基金川崎 di支部審査会)、審査請求で

2001年 12)j
2002年

は初めての取消裁決
上記に加え川崎市調理員 2名の公務外認定処分取消裁決
宝塚i [j調flll員II名が捉訴(被山地公災某金兵悼県支部長)

2002年12月27日梶原市調叫員6名中5名の公務外認定処分取消裁決(J也公災基金奈良県支部審査会)

2003年2月 1011 安来市裁判松江地裁判決(平成り年(行ウ)第 5時公務外認定処分取消請求事件横山光推裁 
刊長)、原告勝訴(確定) 

主)03年2月 19日川崎市調刈員 2名の陣宮認定非完全叶処分取消裁決(r非該叶」だったものが 8級、 14級に)
2003年2月2 7 U 堺市裁判)(阪高裁判決(平成 13年(行コ)第55号公務外認定処分取消請求控訴事件吉原耕

平裁判長)、控訴棄却(確定)

とする)の科学的、合理的根拠はもはや瓦解したと

いえるのである。

このような成果を|げた指山がり府認定闘争は、

そのものとしても優れた運動であるといえるが、この

運動は、より普遍的な彦ぷをもつものとなってきた。

作業関連'VI疾患の労災認定問題として、また、地公

災基金の改善問題として、今後につながる成県を

上げてきていると思う。

今なおあらためで指出がり府認定中請に取り組

む価｛置がある。これは同時に、 斉認定闘争開始

から15年経った「今JO:給食調理職場を見直すきっ

かけにモなる。新たな中請の動きが広まれば、動き

庄はない地公災基金に新たな判断を強く迫ること

となり、指閣がり症問題だけではなく、ひいては地公

災基金制度のウミを一気に切闘できる可能刊があ

ξ。R治労が提哨L推進したこの運動は、様々な人々

の力で当初Jの予想を超える成県を勝ち取っており、

さらなるロJ能性を秘めるに主ったといえるだろう。

また、闘争闘始カらこれまでの|自lには、密岐に関

連するかたちで新たな「学校給食事業におJる安全

衛生管理要綱J(1994年 4月労働省)が刑され、同

じ原因と考えられる手帳管痕候群の多発が学会で

指摘され、給食調理職場におけξ様々な調査研究、

改善活動が前進したなど、様々な,'1",来事があったこ

とも押さえておかなければならない。

認定闘争をはじめとするこれまでの運動や謝金

仙究の成果を踏まえ、認定制度の大幅改善を地公

災基金・当局に迫るとともに、認定闘争開始から 15

年、大きく変化した学校給食調理職場に字ゴける安全

衛生・作業関連疾忠に関する調査、制|究、改書プ

ロジェケ卜が、自治労を中心として取り組まれるべき

時期に;kているのではないだろうか。
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特集/指曲がり症認定闘争の成果と展望 目

現在までの認定数は114件

指曲がり症認定状況の詳細について、地公災基

金が明らかにしていないために、正確な数字はつ

かめないのだが、「安来市裁判判決より前までの認

定件数累計は110件J(地公災基金担当者談)との

ことなので、これに勝訴確定した安来市原告 1名、

そのあとの堺市原告3名をあわせると114件という

ことになる。

まず、指曲がり症の公務上外、障害補償認定状

況の経過を若干振り返ってみる。

(1)一斉申請運動開始(1988年)から公務上

外認定一斉通知(1993年)まで

自治労によると、この期間の認定結果は全体と

しては表2のとおりで、この第一次申請者173名の

うち、公務上は73名、公務外は100名だ、った(認定

率42%)。

なお都道府県別の数字は(数字が若干異同する

が)、表3のような状況だ、ったということである(Wブ、ソ

クレット白治体労働と安全衛生①新版学校給

食一調理員の安全と健康H02頁)。

(2)一斉通知(1993年)以降、豊中市・堺市大

阪地裁判決(2001年5月)まで

一斉通知以降、自治労本部は各当該単組と都

道府県本部に取り組みを委ねた。一斉通知で公務

外とされた100名のうち、地公災基金各支部審査

会に対して、公務外認定処分取消を求め審査請

求したのは40名程度だ、ったとされ、その結果はす

べて棄却だ、った。そして、地公災基金本部審査会に

再審査請求したのは、さらに少ない人数だ、ったが、

これらもすべて棄却された。 1997年、再審査請求で

棄却された安来市1名、豊中市2名が提訴した。

1999年には自治労連堺市職に所属する堺市3

名が提訴した。堺市3名は1996年に認定申請し、

1997年に公務外認定を受け、再審査請求中に提

訴したものだ、った。

この時期以降、自治労本部が先頭に立つ体制

が解除されたこともあって新規の申請の規模は縮

4 安全センター情報2003年5月号

表2一斉認定の結果(全体)('"'-' 1993年)

表3指曲がり症の公務外認定状況

(1993年11月現在、自治体安全衛生研究8号を一部改変)

その他

小したものの、裁判、審査請求とともにそれなりの

件数が取り組まれた。

自治労奈良県本部に属する橿原市職では、一

斉申請時の4名に加えて、 12名が認定された(公務

外は3名)。

.1996年9月20日に5名申請、 1997年3月7日に



5名全員公務|認定。

1998年2月2円に10名申請、 1999年 11刀 12円
に21',公務上、 81',公務外0

・公務外8名のうち6名が審査請求し、乱立年 12

月 25F1に 5名公務上、 l名棄却裁決(表1。)

口治労兵庫県本部では、 1997年3月に約 40,'1
の一斉中請を行い、 1998 年2月|時点でにそのうち

約3分のlについて処分が決定し、うち9名が公務

上となっていた。そして、とれも含めて 2001年5月時

点までに、

-神戸市 申請 25名に対して、公務上 13名、公務

外4名、未定8,'1
-尼崎市 中訪日名に対して、公務 I A名、公務

外9名
-明石市 巾話21 ' ,に対して、公務外2,'1
-雫塚市 中訪2名に対して、公務外2名

との車占県むなり、申請4 2名に対して公務上17名、公

務外17 1',だったとされる。公務外とされた事案のう

ち、尼崎市で審査請求、雫塚市で者否、再審杏請

求、そして裁判(表1)が取り組まれてきている。

白治労川崎市職労では、 61 ' ,が申請し、 61',が認

定されている。

.1 997年3月に6名が申請、 1999年 12月に3名公

務上、 31',公務外。

-こ江公務外3名が、 2000年2月審杏請求し、京J01
年7月にl名、 2001年 12けに2名が公務上と裁

決された(去1。)

・一斉中請|噂の3名の認定者について陣需認定中

請がfTわれ、引101年3月にすべて r)ド該当」とさ

れたが、そのうち21 ' ,が審査請求し、 2003 年2月

19 tI取消裁決 (8級、 14級), (表1)
[ ' : j治労下長巾職労では、 1¥均7年 111iに l名が認

定されている。

以|入一斉中詰よりあとの奈良県恒原市、兵庫

県、川崎巾、下長市の公務上認定件数を合計する

と合計 36 1'"
前述のように、地公災基金は安来市、堺市の4名

を除いて、これまでの公務上認定件数は 110名とし

ており、一斧巾詰・ー折通知時の公務上認定件数

73名を蒸しづ|くと3 7 名となり、|記 36 名¢他にあと

l名が公務上認定を受けていると考えられる。

「障害補償決定上の考え方」

この期 IUJは、指曲がり府についての陣需認定も

fTわれているが、これが問題であった。

1993年のー折通知以後、認定者の退職に伴い

障害認定中請がl順次行われたが、これに対して、

地公災基金本部は、通常の障自認定基準を適用

せず、独白に内部民準を策定、市詰斉を長期間待

たせたあげく、 1998 年 11月に非常にひどい内容を

決定し、通知した(表1)。以降の障百申請に対して

も、すべてとの尾市を泊用しており、川崎市の事実

も同様である。その「独自の内部基準」とは、 Jく江も

のである。

× × ×

指曲がり症に係る障害補償決定上の考え方

指閣がり起が公務上の災害として取り扱われる

場合であっても、その噌JILに閲して公務との相当囚

米関係が認められるものであり、当該疾病[':j休は

あくまで私病であることか示ヨ該疾病によって障害

が残存したとしても、当校残存陣需が早晩中じるも

のである以上、当該残存障告と公務との問には、相

～凶果関係は原則として認められない。

しかしながら、通常認められる科度を超える降下守

が残存すると医学的に認められる場合については、

公務の一定の関与があったものと推認するととが

相当であることかう、公務との相当因果関係が認め

られる余地があξと判断し、以下の場合については、

障害補償を行うとととする。

(1)痔州について

A痛、叩 1J痛、運動時痛が残存しても「市時

終痛を残すもの」とは認められない。

しかしながら、以下の場合には、終捕として|湾

当補償を行うこととする。

①両手指にローレンス分類の厄度3度及び4度

の指節目l関節が広範に存在すること。

②治ゆ時に同部位のいずれかに運動時痛が発

生しているとと。

公治ゆ|時において|司部｛、Iの IP、PIP 悶節又は

MP関節jのいずれかの運動可動域が在常運動
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可動域の 50%以|制限されていること。

のいずれをも満たす場合、障出等級第 14級(準

用)と決定する。

なお、「広範」とは、両手指の DIP 悶節の他に

F、PIP関節J又は MP関節Jを必ず含んで8閣制J以

上とする。

(2) 機能障需について

①ローレンス分類の症j支 31空及び 4反の DIP 閣

節が強直ムくはとれに近い状態にあるモのは、「手

指の末関節を屈伸することができなくなった毛の」

を適用する。

(:Dローレンス分類の症度 3皮及び4度の IP、P IP

悶節又は MP関節の可動域が正常運動可動域

の 5 0 %を超えて著しく制限されている場合は、「子

指の用を廃した宅の」とする。

なお、著しく制限されている場合とは、治ゆ|守、

鑑別時において 7 5 %以上制限されている場合と

する。 (不ロIii:'性を評価)

③ローレンス分績の痕度 3度及び4度の IP、PIP

閣舗J又は MP関節の可動域が治ゆ時において

止常運動ロJ動),;.の 5 0 %程度を上回る制限があ

り、鑑別診断|噂においても正常運動可動域の 50
%程度を上回る制限が主る場合は重症例である

ので、運動痛カザよくても経痛と詐イ曲して障害等級

を決定する。

(3) 欠損障告について

欠損障害については、補償法別友において、

「手指を失ったもの」、「指骨の一部を失ったもの」

とされており、尖ったものとは、切断したもの、離

附したものをいい、一部を失ったものとは、指骨

の一部を失っていることがエッケス線写真におい

て明らかであるもの又は遊離廿片が認められる

ものをいうととから、指内り症の障害は、欠損障

需に該当しない。

x x x
との文占は、①指耐がり Jn'は本来私病であって

l曽JEiだけが公務|疾病であり、銭存降下守は原則

公務上としては認めないとする考え )j ②通市の

千指の障害認定法準とは異なる技術的判定某準

の採JIJ 、という2つの特徴をもっ。しかし、このように

あまりに問題なものは、注に、「とても脆Lりという性

格をあわせ持つものである。

基礎疾患としての高 1111.圧症をもった )jが、過労に

よって脳 f十!血を起とし、業務上認定されたとしよう。

半身小随の陣需が残存した場合に、その後遺障需

を、業務上部分とそうでない部分に分けて、前者だ

けを障害認定の対象としようとするのは不吋能な

のである。慢刊有機水銀中毒である水俣病で問題

になったように、症状としてのポ梢神経障告を、イl

機本銀中毒による末梢仲経障害とそうでない末梢

神経陣需に判別することも小可能なのである。こ

のようなことを指曲がり症について地公災基金はや

ろうとしている。

ほとんどの疾病は多法囚である。ある弘!囚をもっ

集同とその要閃を持たない対照集悶との聞でその

疾病に関する発症頻度に差があるととに着 Uし、

躍患率比、オッズ比などで相対危険度を算出して

原閃を定量的・定性的に評価し、その分析に基づ

いてその要凶を制御することで、問題となっている

疾病の発桁を低減させξ ことができる。ある位囚が

作業(職業)に関連する要閃であるとき、その咲病

は作業関連疾忠というととができる。

「職業'1" 1疾病」という言葉を使おうと中身は|可じこ

とである。そうした考え)jで職場の労働者に発生して

いる健康障害を見直すととは、予防刊で大きなプラ

スになる。作業関連疾患の概念ゐL 予防にとって有

用な概念であるとはそういうことである。指曲がり

症は、二子指をよく使う職業に従事する人の作業関

連疾患である。調理員はその典型例であるに過ぎ

ない。そして、こうした岡県閣係の考え )jは、補償に

際しての認定而にも適用できるととはヨ然である。

「本来私病」むの見解自体が、地公災基金当局

の妄想というほかないし、「増悪だけが公務上」など

本来あり得ない。そうしたととを開由に、通常の障害

認定基準よりも基準を厳しくして、等級を値切ξこと

など許されないし、でさることでもないのである。

医学的根拠を持たず、しかも従来の労災補償制

度における陣需認定基準を無視した指出がり布陣

主認定基準には、地公災基金本部と嘱託医師群

の指耐がり症に対するl;!;ノド的考え方と姿勢がよく

表現されている。

1998年 11月に、この障主認定基準によって地公
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災基金が 括処理した以降、公務|外認定に手ヨい

ても、同根と考えられる山米$が起こっている。
公良県橿原市調用品については、それまで申請

者全員が認定されていたをのが、 1998年2月 2t1中 
請分の 10名については、問題の 括障告認定(19

98年 11月)よりょをとの1999年 II月処分決定時には、
実lこ8名が公務外とされてしまった。理山は、「変形

性子持閣師j症とは考えられなLりということだったo

2002年 12月25日には、うち5,'1についてはその判

断が覆ったが、未だ 1名については、再度「変形 fl
子指関節症ではない、年齢相応の退行性変化であ

る」とされた。日じ「定形性千指関節出」という出状

をみて、年のせいなのか、作業によるものかが判

断できる」、「そもそ主私病だ」といった基本認識に基
づく「判断」がされているととがわかる。

尼崎市調理員で審杏請求中の事案は、「甲状

腺機能障告によるもの」として公務外とされたもの

である。川崎市調理 Hで障害等級について不服

者査請求し、 2003年 2月 19 tIの収消裁決によって

r8級」と判断された事案は、「全身性の閣師j症の
部であってそもそも公務外。よって障害も非該出」と

判断されていたものだった。

尼崎市、川崎巾の事案については、要するに、

1998年 11月のー折障害認定頃から以降、科学的

に|自l違った、しかも、際学的に低レベルの判断が

本部サイドで行われ続けてきている、という実態が
ある。

恒原市、川崎市の取消裁決はあったが、恒原市

で l件はまた棄却されていること、川崎市で 8級に
認定され直したものの、認定にあたっての考え方
は、 1998年 11 月の「考え方」がiE川されてLミるこ

とをみるならば、たとえ審全会で修了Eされたとしても、
その裁決は、地公災民金のメンツに配慮した政治

的なものに止まっており、恨本的には何も変わって

はいないと認識すべきである。

前述したように、「考え方」は非常に脆弱であるに

もかかわらず、基本的に出存されたままである。 19
98年 11Hの 括障主認定結米が不当なものにも

かかわらず、審査話求はまったく取り組まれていな

いが、そのことが地公災基金を安心させ、まとのほ

り組みに尼を引いたことは明らかだろう。筆者は当

事者でなかったので理山はわからないが、到氏信

じ難いことである。
次に述べるように、裁判l闘争はほぼ完全勝手I jで、

給食調理員の指出がり府に閃する公務|外判断
のベースはロI法上確立したo それは、 r"Jえ )jJの基

本認識とは相容れないものである。実際、法廷に

おける地公災基金側の展開は、「考え方」そのモの
であり、その医学的 '1'身は、きわめてレベルの低い

ものであった。

「公務上外認定基準」完全崩壊

裁判I闘争の結果、地公災基金が内部的に採川

してきた認定基準は完全崩壊した。どの判決も、そ
の認定法準臼体を「違法」とは認定していない、と

いう意味では、「ほぽ」完全勝利である。しかし、地

公災基金の上告がなかったため、堺巾裁半Ij大阪高

裁判決が確定した現存、「誤診に長づ守占求」とLり
た場合でないかぎり、半Ij例に基づけば指出がり府

の公務外認定取消訴訟は必ず原告が勝利すると
断胃できよう。

最近、堺市事案を地公災基金恒Ijで担当していた

地公災基金大阪府文音「注目l件で訪ねた際、「大阪

而裁判決が倖I正したが、とれ以ドキの請求にはどう
対処するのか」、と事務局の一人に尋ねたことがあ

る。「今後の認定作業についての本部からの指示
は今のとごろない。ただ、今後は堺市レベルの労働

実績がある場合は、認定すると考えるのが自然だ

と思う」と古っていた。それはもちろん個人的見解に
過ぎないが、まったく彼の青うとおりである。

地公災基金の認定基準はわかりやすいもので

ある。ただ、時と場所で、その内零が少し変遷して
いる。

表 4は、一括通知|持(1993年)に筆者が地公災
基金大阪府文部カら人子したメモ¢内宥(これは 199ヨ

年 2月に白治労大阪附本部の要請に凡、じて、同支

部が担当事案江公務外理山を説明したときに使川
した毛の)と、同支部が被告となった事 '1'市訴訟で切

被汗準備占而の記載を対比した宅のである。

また、堺市訴訟、安来市訴訟における地公災基

金の説明は、表 5のとおりであった。
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表 4 豊中市裁判等での地公災基金説明の指曲がり症の公務上外に関する認定基準

公務外l:f l'由耐明時の地公災某金大阪府支部のメモ(1 9 9 3 年2月) 被 iIl準備書耐 (199R 年G月 17日付)

いわゆる「指曲がリ症」の公務上認定の考え方

(前提)
I 医学的に明らかに下脂の変形性TH:j関節症であると認められること。

(単独校)

2 単独校にあコては、採州から僻定診断までの調 l:f l'業侍従事年数(以 l'r経 

験年数と¥,う。)が10 年を、各年度の1人1日、河たり調則食数(以卜 V均調

理食数」という。)の合計(以下「総調理食数」とL命。 )が2,。 0 0食をそれぞれ

超え、かつ、総調理食数を経験年数で除して得た数1'。 (以下「総平均調理

食数」とし可。 )が2 0 0を超えることc ただし、調理業務に従事した摘設と同 

程度の規慣の施設に比べて平均調理食数がφない場台を除く。

3 前頃にかかわらず、市独校について経験年数が 10 年を超え、総調 fll［食 

数が2,。 0 0食を超える場合において、総平均調則食数が、 200以卜で/f;る青

については、採用から確定診断までに次の要件のいずれかを満たすこと。

(1)調理業務に従事した再年度において、平均調理食数が 2 0 0を超える年度

が相当数あること。ただし、調理業務に従事した胞設と阿程度の規模の胞

設に比べて平均調理食数が少ない場台を除く。
(2) 調 ;111業筏に従事した施設と|可程度ω規棋の施設に比べ、平均調:f111食数

が著しく多い年度が相、円数あること。

(3) 作業施設作業環境等について、著しい公務過重の状況が認められる

年度が相当数あること今

(給食センヲー)

4 給食センターにあっては、経験年数が 1 0年を超え、総調理食数が2ヲ。 0 0
食を超えるとともに、次の要件のいずれかを満たすこと。

(1 )調: flll業筏に従事した施設と|可程度ω規棋の施設に比べ、平均調:f111食数

が著しく多い年度が相、円数あること。

(2) 作業施設作業環境等について、著しい公務過重の状況が認められる

年度が相当数あること今

(1) 給食調理買としての経験年数が

1 0年を超えていること今

(2) 給食調理業務に従事した摘設に

ついて、同人の経験年数の各年ご

とに、 l給食日の給食調叫員l人あ

たりの中均給食調理食数を算出し、

これを全経験午数分合計して得ら

れた数1M総調理食数)が 2.000食
を超えていること。

(3) 当技職員が給食調理業務に従

事した施設における中均調刈食数

が、全凶における|可程度の規模の

施設における平均調理食数を超え

る年度数が当技職員の半数以上に

及んでいるかそれに準じる昔しい

公務j且量的状 ;71であるといえる特

段の事情があると拝観的に認めら

オ1ること。

(4) 当誌職員が所同した再学校給食

調理施設において、当設地設にお

ける給食調理員の平均を下回らな

い程度の業務量・業務引間数、給

食調理業務に従事していたと認め

られること。

表 5 堺市、安来市裁判での地公災基金説明の指曲がり症の公務上外に関する認定基準

堺市裁判における地公災基金の説明 安来市裁判における地公災基金の説明

(大阪地裁判決以 2001 年5片 23 日十J) (松江地裁判決メ 2003年2月 10 日付)

(1 )、i'該職員の給食調叫員としての粁験 (1 )叶該職員の給食調叫員としての経験年数が 10 年を超えていそこと

午数が 10 年を超えていること (2) 当誌職員の総調理食数(持年度における調理。 1人1U当たりの

(2) 当該職員の総調理食数が2,。 0 0 食を超 平均調理食数を経験年数分合計した数帥)が2,U O O食!かつ総平均

えといること 調理食数(総調理食数を経験年数 c除して得た数値)が 2旧食を超え

(3) 当該職員の平均調理食数が、全国の 亡し、ること

|可等規検施設に; f )ける、 II: J司調f'll食数を超 (3) 当該職員的、λ|均調:f111食数が! 4 2 凶の|ロl等規模施設における、'l均
える年度数が、昨全職員。コ経験年数の半数 調叫食数を超える年度数が叶該職員の経験年数の半数以上に比ん

以上に及んでいるか、それに準じる著し でいるとかそれに準じる著しい公務過重の状況であるといえる特段

い公務過申の状況であるといえる特段の の事情があると客観的に認められること

事情があると客観的に認められること (4) 当該職員が所属した給食調理施設において,当該施設における

(4) 当政職員が所属した給食調理施設に 給食調理員の平均を下回らない程度の業務量,業務時間数,給食調

おいて、当該施設における給食調刈員の fll［作業に従事していたと認められること

、'l均を卜同らない程度の業務量も業務時 もっとも、 (3、) (4 )の要件は,小規模給食調則施設における全凶V
間数、給食調理業務に従事していたと認 均給食調理食数が、総じて 100 食を下 Inlることそ宇にかんがみて,弾力的

めらオLること に運用する今
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表6 豊中市裁判原告の平均調理食数等一覧表 量」を軸とする認定基準は、表1にあ

(判決文および同別紙より作成) る「中災防報告Jがベースになってい

る。中災防報告は、指曲がり症と調

理労働の関連性調査であり、「経験

年数が10年を超え、かつ、総調理食

数(各年度の1日平均調理食数を年

数分合計したもの)が2，000食をこえ

ると発症しやすくなる」としたことから、

この記述をベースとして認定基準が

作成された。

西田さん 宮崎さん

年度 平均調理総調理食数中 平均調理総調理食数中
食数(食) 間合計(食) 食数(食) 間合計(食)

1970 186 

1971 389 

1972 369 

1973 364 

1974 346 346 

1975 316 316 

1976 324 312 

1977 324 326 

1978 321 318 

1979 331 3，270 325 

1980 318 323 

1981 319 313 

1982 308 314 

1983 289 308 

1984 281 285 3，486 

1985 304 308 

1986 293 308 

1987 29斗 295 

1988 288 5，964 279 4，676 

1989 284 278 

1990 282 286 

女1979年(手指の異常 女1984年(手指の異常
自覚する前年)まで 自覚する前年)まで
勤続年数 10年6か月 勤続年数 11年
総調理食数 3，270食 総調理食数:3，486食
事k本件疾病診断時 安本件疾病診断時

(1988年12月) (1988年12月)
勤続年数 17年超 勤続年数 13年超
総調理食数:約6，000食総調理食数:4，500食超

豊中市、安来市がほぼ同一である。同じ時期、

つまり、 1993年一括通知の時に公務上外が決定さ

れたからだろう。

堺市については、「総平均調理食数200食以上」

という要件が削除され、単独校と給食センターの区

別がなくなっており、堺市事案判定時には、当初の

認定基準を変更していたものと思われる。豊中市に

ついての中にある「…多い年度が相当数ある」とい

う表現における「相当数」とは、堺市、安来市に閲す

る内容から、「半数以上jを想定していると思われる。

ところで、こうした「調理食数と経験年数」という「数

全国平均
(食)

381 

450 

358 

389 

273 

345 

387 

OI全国
平均jの空

欄はデー

タなし

地公災基金の基本的考え方は、「指

曲がり症は調理労働に特異的に起

こる疾病ではない(多要因である)。

したがって、よほど過重な調理労働を

した人に発症した指曲がり症だけしか

認定できないj、というものである。こ

れは、他の疾病についても一貫した

考え方である。前半分は真実だが、

後半部分が問題なのである。

中災防報告を含めて指曲がり症

に閲する疫学調査はすべて、調理

員集団において対照集団よりも指曲

がり症が多発していることを示してお

り、「過重」というなら、調理労働その

ものが、「過重」な手指作業だという

のが論理的帰結である。

この調理員集団における指曲が

り症の多発という事実を前にして、で

は、認定に際してどうするのか、つ

まり、これが認定基準であるが、地

公災基金は、頚肩腕障害や腰痛の認定基準にも

貫かれている上記の考え方を適用して(地公災基

金はこれを過重性基準と表現している)、中災防報

告の「経験年数10年超かつ総調理食数2，剛食超」

に加え、「同規模施設の平均食数を上回る年度が

半数以上あるj、などの「過重性基準」を設定した。

各判決は、この認定基準を、認定当局である地

公災基金の裁量権の逸脱であり、すなわち違法で

あるとまでは断じていない。一般的に言って、行政

当局の認定基準については、「それは行政の内部

基準である。迅速に認定作業をするためのもので

安全センタ情報2003年5月号 9 



特集/指曲がり症認定闘争の成果と展望 目

あって、基準を満たさない

場合でも認定されるもの

は当然あり得る」として、

司法判断の際の参考基

準として重視はするが、司

法の場における判断はま

た別物である、というのが

裁判所の現在のスタンス

である(不満ではあるがこ

れが現実)。

指曲がり症の場合も同

様だ、った。ただし、地公災

基金の設定した上記認定

基準に対する見解は明

快だ、った。

豊中市・堺市裁判大阪

地裁判決文では、

「他方、被告は、中災防

報告のいう目安を参考と

して、それらを満たしたう

え、なお、当該職員の平均

調理食数が、全国の同等

規模施設における平均

調理食数を超える年度数

が当該職員の経験年数

の半数以上に及ぶことな

どを公務上認定の運用基

準にしているなどというの

であるが、これは、詰まる

ところ、全国の平均的な水

準以下の給食調理業務に

従事している限りでは、変

形性手指関節症発症の危

表7 堺市裁判原告の平均調理食数等一覧表

年度

1973 

1974 

1975 

1976 

1977 

1978 

1979 

1980 

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1987 

1988 

1989 

1990 

1991 

1992 

1993 

1994 

1995 

(判決文および同別紙より作成)

Aさん Bさん Cさん

平均調理 全国平均 平均調理 全国平均 平均調理 全国平均

食数(食) (食) 食数(食) (食) 食数(食) (食)

180 221 155 185 

182 223 155 184 

159 153 *198 

157 216 195 177 *222 284 

157 191 *225 

164 219 190 172 *224 265 

157 222 199 172 *217 286 

172 222 168 172 *22日 295 

181 191 180 206 189 171 

181 184 178 206 183 184 

145 172 171 205 165 186 

162 169 185 208 175 183 

187 168 172 181 183 181 

163 137 171 178 188 198 

148 137 155 179 190 198 

156 182 150 167 171 196 

174 165 150 165 71 88 

125 137 147 163 69 85 

162 113 142 164 159 113 

152 111 138 165 122 111 

137 110 137 135 120 110 

9斗 81 170 134 153 110 

9斗 84 159 108 

女手指の変形を自覚 女手指の変形を自覚 女最初の1t旨曲がり症j

1978年:経験6年 勤続年数:11年 診断時(1982年)

総調理食数:3，270食 1978年:経験5年 総調理食数:3，486食

事k本件疾病診断時 安本件疾病診断時 安本件疾病診断時

(1995年12月) (1994年10月) (1996年2月)

勤続年数:22年6月余 勤続年数:21年6月余 勤続年数:21年

総調理食数:約3，540食総調理食数:約3，560食総調理食数:約3，600食

*給食センターに在職。

OI全国平均jの空欄はデータなし。 これ以外は単独調理場。

険につながるような公務過重には至っていないと

いう前提に立つものというべきである。しかるに、

被告からは全国の平均水準以下の給食調理業

務では変形性手指関節症の危険を内在しないと

いう科学的な根拠は主張されていないし、これを認

めるに足る証拠もない。

させるに至るかについて、一定の数値等をもって

これを示すことは未だ困難というほかないが、前述

の上野らの報告(甲4)は、勤務年数10年以上の

者の指由症有所見者の比率が多いとしており、中

災防報告の、食数を500食ごとに区切って有所見の

割合を比較した別紙表F9によると、 1，501食ないし

2，000食における有所見割合が16，7パーセントであ

りへ累積割合が2，3パーセントから7，5パーセントに

給食調理員の公務が、いかなる程度に達した段

階で変形性手指関節症を発症させる危険を内在

10 安全センタ情報2003年5月号



表8 安来市裁判原告の平均調理食数等一覧表 ときは、相当の危険を内在させるに至っ

調理員1人当たりの担当給食数
ていると認めることができるものというべ

きである。ただし、中災防報告は、右各表

から明らかなとおり、調査対象の母数が

多くないこと、 1，501食から2，000食、6年

から 10年の各過程において有所見割

合が増加していることからすれば、 2，001

食、 11年としりた数値は単なる目安であっ

て勤務期間中の公務の内容を勘案して

判断することを要するのは当然である。 j

(※上野とは上野満雄氏(現・自治労顧

問医、当時岡山大衛生)のことである)

勤務
年度 勤務先名

給食対象 請求人
全国平均 比 較

年数 者数 勤務先

C d c/d 
1 1962 A小学校 1，609 322 × × 
2 1963 " 1，508 3但 × × 
3 1964 " 1，4<xJ 298 × × 
4 1965 " 1，423 285 × × 
5 1966 " 1，409 282 × × 
6 1967 " 1，437 287 × × 
7 1968 " 1，433 287 268 1.071 

8 1969 " 1，502 3∞ 2<xJ 1.034 

9 1970 B小学校 332 111 141 0.787 安来市裁判判決文では、
10 1971 " 332 111 141 0.787 

11 1972 " 344 115 × × 
12 1973 " 335 112 139 0.806 

13 1974 " 355 118 138 0.855 

14 1975 " 362 121 × × 
15 1976 " 373 124 139 0.892 

16 1977 " 395 132 × × 
17 1978 C小学校 592 148 148 1.0∞ 
18 1979 " 666 167 148 1.128 

19 1980 " 7∞ 175 146 1.199 

20 1981 " 718 180 × × 
21 1982 D小学校 821 253 170 1.488 

22 1983 " 811 163 × × 

23 1984 " 7<xJ 158 169 0.935 

24 1985 " 739 148 168 0.881 

25 1986 E小学校 233 117 × × 

26 1987 " 222 111 91 1.220 

27 1988 " 207 104 × × 

経験年数 総調理食数 総平均調理食数

「上記中災防判断基準は、一定量、一

定期間の給食調理作業が変形性手指関

節症発症の要因たり得るとの前提に立

ちながら、平均水準以下の給食調理作

業に従事している限りでは変形性手指関

節症の発症につながるような公務過重

には至っていないとの前提に立つもの

であるといえる。しかし、本件証拠をみて

も、そもそも、平均水準以下の給食調理

作業では変形性手指関節症発症に至る

危険が内在化しないとの事情はない。ま

た、同様に総平均調理食数ないし平均

調理食数が200食以下の場合には、変

形性手指関節症発症に至る危険が内在

化しないことを裏付けるに足る的確な証

拠もない。そうすると、平均調理食数が

全国平均のそれを上回る年数が少ない

ことや総平均調理食数が200食を下

回っていることをもって、当該疾患の公

1962年度~1988年度 27 5，031 186 

1970年度~1988年度 19 2，668 140 

増加しており、また、同報告の勤務年数を5年ごと

に区切って有所見の割合を比較した別紙表Fllに

よると、 6ないし10年において有所見割合が12.5

パーセントであり、累積割合が0パーセントから6.8

パーセントに増加しているのであるが、これらによ

れば、 2，000食、 10年を越えた点をもって目安とし

た中災防報告は合理牲を持つものといえ、少なく

とも中災防報告に示された目安にまで達している

務起因性を直ちに否定することは早計

であるというべきである。

よって、以下では、当該職員の公務内容、性質、

作業環境、公務に従事した期間等の労働状況、疾

病発症の経緯、発症した症状の推移、公務以外の

他疾患、他の危険要因の有無等、諸般の事情を

総合的に判断して、当該公務と手指先端部の屈曲

との聞に相当因果関係が認められるか、具体的

には、本件において、原告のなした給食調理作業

安全センタ情報2003年5月号 11 



特集/指曲がり症認定闘争の成果と展望 目

に内在又は随伴する危険が現実化して当該

疾病を発症又は増悪させたといえるか否かを

検討することとする。」

堺市のケースでは、「経験年数10年、総調

理食数2，000食」に達していない段階で、指

曲がり症を自覚したり、診断を受けていた。こ

の点について判決は、「原告が最初に手指関

節の変形に気付いたのは昭和53年であり、

給食調理員としての経験が5年程度の時期

であって、発症時期が早いということはいえ

るが、当初の症状は右中指だ、けで軽微であっ

たものが給食調理員を継続している中で徐々

に他の手指にも及び廃痛等も増悪したことが

認められ、原告に右発症の原因となる要因が

認められないことからすれば、経験則上、そ

の問の因果関係を肯定するのが相当と~)うべ

きである。」としており、先の引用中にある「単

なる目安jという表現の意味は、機械的線引

きはできない、ということを意味しているわけ

である。

成果を制度改善の契機に

地公災基金の指由がり症認定基準を、裁判所

は認めなかった。疫学的証拠が明らかなこと、力

学的負荷が指曲がり症の原因になると認められる

こと、給食調理労働には発症原因となる力学的負

荷が具体的に多数存在し、被災者がそうした労働

に従事していたこと、を原告の主張どおり認めたわ

けである。先に紹介した「指由がり症に係る障害補

償決定上の考え方」のところで述べたように、「考

え方Jにいう「本来私病」とする「見解Jと、判決の考

え方とは相容れないことは明らかである。したがっ

て、「考え方jによる不当な障害認定制限について、

司法上の争いを行えば、少なくとも、「非該当」とし

て等級づけさえ拒否された多くの事案が救済され

る可能性は非常に高かったと言わさやるを得ない。川

崎市、橿原市の裁決内容もそのことを強く示唆して

いる。

繰り返しになるが、「考え方Jは地公災基金の最

大の弱点であって、各裁判が勝利確定した今となっ

12 安全センタ情報2003年5月号

表9 単独校+センター総調理食数と総合所見分布

単独校+センター総調理食 総合所見ありの割合

数 % 累積% (例数/全数)

1 ~ 500 。 。 (0/17) 

501 ~ 1，0∞ 。 。 (0/15) 

1ω1 ~ 1，5∞ 9 2 (1/ll) 

1501 ~ 2，0ω 17 8 (4/24) 

2∞1 ~ 2，5∞ 7 7 (2/27) 

2501 ~ 3，0∞ 17 9 (4/24) 

3ω1~ 25 16 (20/81) 

(中災防報告表F-9による)

表 10 単独校+センター経験年数と総合所見分布

総合所見ありの割合
単独校+センター経験年数

% 累積% (例数/全数)

1~5 。 。 (0/27) 

6 ~ 10 13 7 (4β2) 

11 ~ 15 8 8 (4/48) 

16 ~ 20 18 11 (9/50) 

21 ~ 25 35 15 (10/29) 

26 ~ 31 16 (4/13) 

(中災防報告表F-llによる)

ては、即刻撤回、改善されるべきものである。ただし、

おそらく地公災基金が自ら改めることはないので、

やはり、指曲がり症の認定申請、障害認定申請を

新たに起こして件数を増やしながら、改善を迫って

いくことが必要だろう。 1993年の一括通知のとき、あ

るいは1998年の一括障害認定のときとは、状況は

全く変化したので、自信を持って各申請に取り組む

ことができるのである。

各個別闘争が成果を積み上げてきたの受けて、

自治労本部レベルの取り組みを強化する絶好の

機会であることは論を待たないだろう。安全センター

は、そうした運動展開を積極的にサポートすべき

であろう。

指曲がり症問題に止まらぬ展望

指曲がり症は上肢作業障害のひとつである。し

たがって、もし労災保険において労基署に労災請

求するということになった場合、上肢障害認定基準

が適用されることになる。ところが、この認定基準



は、地公災基金の指曲がり症認定基準と同様に、 
本質的に「過重性基準」である。申請数の約4割を 
認定した地公災基金によるよりも、もっと狭き門とな 
るかもしれない。
指曲がり症裁判が示した論理の最大のポイント 

は、「ある職業集団において疫学的証拠が明らか 
な作業関連疾患については、過重性基準で労災認 
定を行うことは不適切、不公正である」ということで 
ある。この批判は、上肢作業障害や腰痛などにも 
当てはまる。これら疾患の労災認定基準は、「労働 
負荷に関する同僚に対する比較過重性」を主たる 
認定要件としており、指曲がり症同様な、不適切、不 
公正な認定結果が多数を生じていることは、よく知 
られた事実である。
実際、腰痛、頸肩腕障害、過労死などをめぐる裁 

判では、同様な論理構成による被災労働者側勝訴 
の判決が、近年、最高裁判決を含め無視できない 
数だけ積み重ねられている。指曲がり症裁判の判 
決も、そうした業務外認定取消裁判における成果か 
ら好影響を受けたと考えられ(加えて、被告：地公 
災基金側が委託実施した中災防報告が、原告の 
主張を支持していたことが、ある意味決定的であっ 
たといえよう。)、また結果として、作業関連性疾患の 
業務上外が争われた裁半IJにおける、非常に質の高 
い、大きな意義を持つ先例判例となった。

したがって、今後の取り組みによって、指曲がり症 

裁判、審査会の成果を認定基準改定に結びつけ 
られれば、これはまた、他の作業関連疾患の労災 
認定のあり方を見直す大きな契機となる可能性を秘 
めているのである。

また、指曲がり症の公務上外認定、障害認定が 
本部協議で行われていると述べたが、これは、い 
わゆる非災害性腰痛、上肢作業障害といった(非 
災害性の)職業性疾病のほとんどでやられている 
ようである。そして、いずれも「本来は私病」という 
考え方で、公務上外認定、障害認定が行われてい 
ると思われ、たとえば、災害性に発症した椎間板へ 
ルニアを公務上と認めたとしても、「ヘルニアは本来 
は私病であるから」、急性症状だけを公務上、慢 
性症状は公務外とする、といった不合理な取り扱 
いが平然と行われている。こうした取り扱いや判断 
の中心にいるのが、地公災基金本部事務局と嘱 
託医師群であり、指曲がり症できわめて不適切な 
取り扱いをしてきた張本人であることは、この際、重 
要な点である。
指曲がり症認定闘争を、さらにつきつめて追求し 

ていくこどC、作業関連疾患全体の認定問題に風穴 
を開け、同時に、硬直した非科学的な地公災基金 
制度を大いに揺さぶることができるのである。

せっかくのチャンスを大いに活用したいものであ

全国労働安全衞生センター連絡会議(略称:全国安全センター)は、 
各地の地域安全(労災職業病)センターを母体とした、働く者の安全と 
健康のための全国ネットワークとして、1990年5月12日に設立されま
した。

①最新情報満載の月刊誌「安全センター情報」 
を発行しているほか、②労災認定•補償問題等々 
での相談、③「労働安全衛生学校」の開催や講 
師の派遣など学習会•トレーニングへの協力、④ 
働く者の立場で調査•研究•政策提言、⑤世界の 
労働安全衛生団体との交流などさまざまな取り組

セン
みを行っています。

「安全センター情報」は、運動•行政•研究等各分野の最新情報の提 
供、動向の解説、問題提起や全国各地•世界各国の状況など、他で 
は得られない情報を満載しています。

安全 ター 
情報
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石綿の代替化等検討委員会報告書

ほとんどの石締製品が 技術的に代替化珥能 
安衛令改正提案の内容に注目を

昨年12月16日に参集された「石綿の代替化等検討委員会(1• 2月号80頁参照)Jの報告書が、 
4月4日に公表された。本誌がお手元に届く頃には、日本におけるアスベスト(石綿)の禁止の範囲• 
時期等を提案する、労働安全衛生法施行令の改正案要綱が示され、パブリック•コメント等の手続 
が行われているものと思われる。この内容に大いに注目して、多くの皆さんに意見を提出していた 
だきたいと願っている。「列挙した製品のみの部分禁止」なのか、「限定された例外付きの全面禁止」 
なのか、施行令の規定の仕方で、今回の報告書の評価も変わってくるのではなかろうか。EU指令 
では、例外は「既存の電解設備用のダイアフラム」のみ、しかも、2008年までに行われる見直しに 
よって、この例外も解消することが想定されている。日本でだけ代替化できないものがあるとしたら、 
納得のいく説明と例外措置を解消していく方策とが明示されなければならないだろう。

厚生労働省発表
平成15年4月4日

(担当：厚生労働省労働基準局
安全衛生部化学物質調査課)

石綿の代替化等検討 
委員会報告書について

厚生労働省は、石綿を取り扱う労働者の健康障 
害防止の観点から、石綿の製造•使用等の禁止措 
置について検討を行っています。平成14年8月、石 
綿製品のメーカー、ユーザー団体等を対象に「石綿 
及び同含有製品の代替化等の調査」を行うとどbに、 
平成14年12月から、学識経験者による「石綿の代 
替化等検討委員会」(委員長：平野敏右独立行政
14安全センター情報2003年5月号

法人消防研究所理事長)を開催し、「石綿及び同含 
有製品の代替化等の調査」の結果をも踏まえ、石綿 
製品のメーカー、ユーザー団体等から詳細なヒアリ 
ングを行い、代替化の困難な石綿製品の範囲の絞 
り込み等を行ってきました。
今般、本委員会の報告書が取りまとめられました。
本報告書では、押出成形セメント板、住宅屋根用 

化粧スレート、繊維強化セメント板、窯業系サイディ 
ング、石綿セメント円筒、断熱材用接着剤、摩擦材 
(ブレーキ及びクラッチ)については、国民の安全確 
保等の観点から石綿の使用が不可欠なものではな 
く、かつ、技術的に代替化が可能であると考えられ 
るとされました。
厚生労働省においては、本報告書を踏まえ、こ 

れらの製品の製造、使用等を禁止する方向で、今 
後、パブリックコメントやWTO通報等の手続を夏頃 
までに終了し、速やかに労働安全衛生法施行令の



改正を進めてl l < 予定です。 -代替が凶難な｛J綿製品(建材)の範同等の検討

l日1ごとでなく製lf1 rの種別

ごとに判断する。

(2) 石綿代啓品の範囲については、石綿以外の

代替繊維を用いた製l日1のみならず、金属等の非

繊維製品についても対象として考慮する。

(3) 次の製品については、代苔が困難と判断する。

①石綿代替l日の使用により安全の倖~が閣難

となるおそれがまる右綿製品

②石綿代苔品がないか又はその性能等が石綿

製l1frに比較して著しく劣り、~該石綿製l'ITrを使用

しないこととした場合に社会的に許容しがたい問

題となるおそれがある有綿製品

〔報告書概要〕

代替可能な石綿製品の範囲

｛i綿製品の代替可能刊の判断に当たっての留意

菅原進

長谷見雄

。平野敏1,

2 委員(五十音順)

森崎 毎ォ SーZミ

池田浩治東京農工大学工学部機械シ

ステム上J、デ科助教授

伎広英俊芝浦一仁うた大学下今学部佳築学

科助教授

大野 ELJ 日本原子力研究所社会技術

研究システム研究員(化学一仁

学会安全部会副部会長)

菊池雅史明治大宇開上学部建築学科

教段

東京大学工学部建築学科教

授

早稲刊大学理下今学部佳築学

科教授

独立行政法人消防研究所理

事長

(社)産業安全技術協会会長

3 開催経過

第l回平成14年 12月 16円(月)

・代替が閃難な石綿製l'IT rの範凶等の検討

'｛J綿製品の代替化の事例ヒアリング

第2回平成14年 12月 25円(水)

-石綿製l'IT r(建材)のメーカー団体、ユーザー団体

からのヒアリング

-代替が困難な石綿製品(建材)の範囲等の検討

第3回平成15年l月9口(木)

・｛J綿製品(建材)のメーカー団体、ユーザー凶体

からのヒアリング

2 建材の代替可能性

(1)押出成形セメント板

-既に商 1]'1イじされている非石綿製I1Jl Iがあり、技術

的に非｛i綿製品への代替化は可能である

-メーカー及びユーザーは石綿製品の使用が不可

欠であると認識していない

・安全確保の観点ぬも心綿製品の製造、使川等が

必要という只体的理向は特にない

等から、代替化は可能と考えられる。

(2)住宅屋根用化粧スレート

〔石綿の代替化等検討委員会の概要〕

1 目的

現存、製造・使用等が行われている石綿製l日1に

ついて、非｛J綿製品への代替化の状況、代替製品

の性能、国内外の代詩化技術等を踏まえ、専I"J技
術的観点等から、代替が閃難な石綿製l'IT rの範凶を

絞り込み、今後の非｛i綿製品への代替可能'VI等を

明らかにすること。

第4回平成15年1H 17円(金)
・石綿製1f1 1(建材)のメーカー団体、ユーザー団体

からのヒアリング

-代苔が困難な石綿製品(建材)の範囲等の検討

第5回平成15年1月 23日(木)

-代替が凶難なィコ綿製品の範開等の検討

第凸回 平成15年2月 19円(水)

-検討委民会切符占の三誌の検討

第 71nl 平成 15年3月4tH火)

.検討委員会報白書の案の検討

片t
 

(1
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-既に商品化されている非｛J綿製品があり、技術

的に非石綿製品への代詩化は可能である
-メーカ一皮びユーザーは石綿製 1]'1 ( 0使用が不可

欠でまると認識していない
-安全確保￠観｝.~カら石綿製品の製造、使用等が

必要という具体的な理由は特にない

等から、代替化は可能と考えられる。

(3 )繊維強化セメント板
メーカーにおいて製造設備、原材料、製造方法

の変更等の必要がある場合があるものの、

-既に尚1';;1 1イヒされている非石綿の繊維強化セメン
卜収があること、金属等の非繊維製品への代替

化も可能であると考えられること等から、技術的
には非石綿製l日lへの代替化は可能である

-関連の JIS等の改止により、非｛J綿製品への代
梓化が促進されやすい状況になっている

-ユーザーは安全体保の観点から石縮製品の｛吏
肘が不可欠とは認識していない

-安全確保¢組点から石綿製品の製造・使用等が
必要とLウ具休的な理FIlは特にない

等から、代替化は円J能と考えられる。

(4)窯業系サイディング
-既に商l日1化されている非石綿製l日があること等

から、技術的に非｛J綿製品への代替化は可能

である
-ユーザーは石綿製l日1の使用が不ロJ欠とは認識

していない
-安全確保￠観｝.~カら石綿製品の製造・使用等が

必要という具体的な理由は特にない

等から、代替化は可能と考えられる。

(5 )石綿セメント円筒
・金属、ほうろう等の製品が普及しつつあり、非心

綿製品への代将は可能である
-ユーザーは有綿製l日lの使用が不可欠とは認識

していない

-安全確保¢組点から石綿製品の製造・使用等が
必要とLウ具休的な理FIlは特にない

等から、代替化は円J能と考えられる。

3 非建材の代替可能性

(1)断熱材用接着剤
.g正 に尚It;;' rイヒされている非石綿製1';;1 1があり、技術

的に非μ綿製品への代替化は可能である

-メーカー及びユーザーは石綿製品の使用がイ、可

欠であると認識していない
等から代替化は可能と考えられる。

(2)耐熱電気絶縁板
セラミ、ソク等の非石綿製l日1への代替イヒがロJ能な

ものがあると考えられるが、一郊のものについては、

安全確保の観点から石綿の使用が必要とされてお

り、現時点で代替可能な宅のと代替閃難なものを温

度等の使川限界や使JIJされξ機器の種煩等かう明

確に特定することは困難である。

(3)ジョイン卜シート・シール材

黒鉛等の非石綿製品への代将化が可能なもの

があると考えられるが、 部のものについては、安
全確保の観点から心綿の使用が必些とされて.te灯、

現時点で代梓可能なモのと代将困難なtのを温度
等の使用限界や使用されξ機 :mの種類等由、ら明確

に特定することは川難である。これ巴の代替化には、

非石綿製品の開発、非石綿製品の耐久性等の廷

証や当該製品が使用されている機械・設備等の設
計の見直し・改造等に11寺問を生長するものがまξと考

えらオ1る。

(4)その他石綿製品

①摩擦材(ブレーキ、クラッチ)

-メーカーは石綿製l日lの使用が不可欠でi l ' :ると認
識していない

-自動卓、鉄道卓両、クレーン、エレベータ、エスカ
レータ等のブレーキ、クラッチについては、既に

代替化されているか、今後代替化が予定されて

おり、技術的には代将化が可能である

等から、代替化は可能と考えられる。

②石綿布、石綿糸等
これらの製品はシ ル材等として使用されるか、

一次的にシール材等に加上されるととから、シー

ル材等の代替可能ド|に連動すると考えら町内
れる。 品以

16 安全センタ情報2Cコ3年5月号



平成15年4月4日 厚生労働省発表

石綿の代替化等検討委員会報告書
平成1R庄？日

石綿の代替化等検討委員会

部 
石綿の代替化等検討委員会について

1. 経緯
石綿は、吸入することにより人に石綿肺、肺がん、中皮 

腫を発生させることが明らかになっている。
職場で取り扱われる石綿については、労働者の健康障 

害防止の観点から、労働安全衛生法に基づき、1995年 
に、代替化が進んだアモサイト及びクロシドライトについて、 
その製造、輸入、使用等が禁止された。

アモサイト及びクロシドライトを除く石綿については、発 
がん性はあるが、優れた耐熱性、耐腐食性等の性能を有 
し、他の物質への代替が困難であったため、これまで使 
用等の禁止までは行われず、局所排気装置の設置、呼吸 
用保護具の使用等のばく露防止対策等が義務付けられ 
てきた。

しかしながら、近年これらの石綿についても代替品の 
開発が進んできていることを踏まえ、厚生労働省では、国 
民の安全等にとって石綿製品の使用がやむを得ないもの 
を除き、原則として、使用等を禁止する方向で、検討を進 
めることとした。

2002年8月、厚生労働省は、石綿製品のメーカー、ユー 
ザー団体等を対象に「石綿及び同含有製品の代替化等 
の調査」を行い、その調査結果をも踏まえ専門技術的観 
点から代替化の困難な石綿製品の範囲等を絞り込むた 
め、同年12月、学識経験者による「石綿の代替化等検討 
委員会」を設置した。
本報告書は、石綿の代替化等検討委員会における石 

綿製品の代替可能性等についての検討結果をとりまとめ 
たものである。
2. 検討委員会委員名簿

［省略一15頁左段「2委員(五十音順)」と同じ］
3.開催経過

［省略一15頁左段「3開催経過」と同じ］
_____________M2部 ___________

石綿について
1.石綿及び石綿製品の状況
(1) 石綿の種類
石綿とは、天然に産出する繊維状の含水珪酸鉱物の 

総称であり、蛇紋石系のクリソタイル(白石綿)と角閃石系 
のクロシドライト(青石綿)、アモサイト(茶石綿)、アンソフィ 
ライト、トレモライト、アクチノライトの6種類がある。
日本では、クロシドライト、アモサイトについては1995年 

に労働安全衛生法に基づき製造•輸入•譲渡•使用等が 
禁止されており,現在も使用されているのはクリソタイル 
である。アンソフィライト、トレモライト,アクチノライトについ 
てはまれにしか産出せず、他の石綿鉱床に不純物として 
含まれることがあるが、石綿原料として国内の産業界では 
使用されていない。
(2) 石綿の輸入量の推移
日本で使用される石綿原綿はほぼ輸入に頼っている。 

年間の輸入量は、1960年代に急激に増加し、1974年の 
35万トンを最高に、1970年代及び1980年代は25万トン 
から35万トンの高水準で推移してきたが、1990年代に入 
り年々減少し、2001年は7万9千トン、2002年は4万3千 
トンであり前年の45%減、ピーク時の88?。減と大幅に減 
少している。
日本への主な輸入元は、カナダ56.4%、ジンバブエ 

25.8%、ブラジル6.9?〇である(2002年)。
(3) 石綿製品の種類と用途
石綿はその9割以上が建材製品に使用されており、押

安全センター情報2003年5月号 17
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I中l成形セメント板、作宅屋根用化粧スLート、繊維強化セ

メント板、窯業系サイディンゲ、｛J綿セメント円筒に加_Lさ

れ建築物の壁材、屋桜材外装材、内装材守に使用さ

オ1ている。

建材製品以外では、ジョイントシートやシール材に加_L
され、化学プラント守干の配特や機出のガスケット、漏洩防

止用のグランドパ、ソキン等に広範に使用されているほか、

耐熱電気絶縁板やエスカLータのブレーキ等の産業同

摩擦材学に使用されてし喝。

2 職場における石綿による健康障害防止対策

1971年

労働安全衛止法に基v ゴく特定化学物質件障害予防規

則が制定さオL石料10)取扱作業に関して石車lの発散防止

設備の設樹、作業環境調11"との実他、特i i : :イ七T物質等作

業主任者の選任予が義務付けられた。

1975年
特止化学物質等障害予防規則の改止により、｛J綿の

吹千Iけ作業の原則禁止、石綿ぞ宇の湿潤イ七による'it散の

防止等が義務付けられた。また、他国語管叫対策として、労

働苗の隈入れ時、 ｛_j綿の取J託業務への配世換え時及び

そ正是 6)) 以内ごとの特殊健康診断の実施が義務付け

られた(それ以前はじん肺法により健康診断が義務付け

られていた。 ) 。

1995イ|

労働安全衛生法施行令の改正により、アモサイト及び

ケロシドライトの製造・輸入等が禁止されたD

また、労働安全衛止規則の改了Fにより耐火建築物守

における吹付け石市I1除去作業の計画を事前に労働ぷ準

監督署に同け出ることが義務付けられた。

特定化学物質守障害予防規則の改王により石綿予

の切断作業等におする湿潤化、呼吸用保護貝保護火の

使用、｛J綿除去作業場の隔離等が義務付けられた。

3 石綿の代替繊維の種類と有害性

(1)石綿の代替繊維

｛_j綿の宅な代替繊維口土、人造鉱物繊維、天然鉱物繊

維、合成繊維芳がある。

人造鉱物繊維はガラス、刀石等を溶融し鰍維状に力日一仁

したものであり、全に、グラスウ-)"、口、ソケウール、スラ

グウール、ガラス長繊維学が、断熱材、建材、摩擦材、シー

ルイイ等に便用されている。

天然鉱物繊維は天然に］雫山する繊維状¢鉱物であり、

ごとに、セビオライト、ワラストナイト守が、建材、段着剤l守
に使用されている。

その他、化学的に合成した繊維や天然の有機繊維が

あり、主に、アラミド繊維、ビニロン繊維、パルプ、炭素繊

維等が、建材、摩擦材、シー)"材等に使用されている。

(2)石綿の代替繊維の有害性の評価

国際が/し研究機関 (IARC)において、従来、石綿の主

種類がグループ1(ヒ Nこ対して発がん性がある物質)に

分類されるとともに、その他の人造鉱物繊維についてグ

Yいーブ2 B (ヒN士対して)6がん干上の可能性がまる物質)又

はグループ3(ヒNこ対する発がん世については分類でき

ない物質)に分類されていたが、 2001年 10月、グラスウー

ル、口yクウル、スラゲウルについてグループ2 Bか

らクループ3に内評価された。

4 石綿の使用等に関する国際動向

(1 )ヨーロッパ

欧州辿台 (EU)では、 1999年に、加盟|川が2 ω 5年1月 

H Jまでに全稲類の｛_j綿の売買・使同を禁止する所要の

法令守を施行することを定めた欧州委民会指令を公布し

た。

指令では、既存の電解設備同のダイアブラム、各国で

の禁止措置の実施以前に日正に設置使用されている有綿

製品の使用、各|川川での禁止措置の実施以前に市場に庁

同1"ロ叶|わつていた七fj綿繊維. ｛ J綿ft有製品(有庫品)の売買、研

究分析目的での使用等は禁止抽置の適用を除外されて

いる。

なお、ドイツは 19りヨ年、フランスは1996年、英国は 19

99イ|に、 部例外を除き全種顎の石綿の使用等を原則

禁止する法令を既に整備している。

(2)アメリカ

アメリカでは、環境保護庁 (EPA)において、 1993イ|に 

製造・使用等が μJ能な製品 18種頻が指定されるとと対二、 

波形紙、ロルボード、商業同紙、特殊同紙、フローリン

ゲフェルト、新たな用途への使用が禁止された。

5 石綿及び石綿製品の代替化等の調査結果の概要

200ユ年8月、厚牛労働省化J判有質長滑杏課において、心

綿の代替化学の状況をJE握するため、アンケート方式の

制査を実施した。制査対象は、石綿製品の製造企業26社、

心綿製品の製造企業の凶休10凶休、心綿・心綿製品の

輸人事業者81'十、有綿製品のユザーの同体 19同体で

あった。

(1) 石綿製品の製造企業の回答の集計結果

197種の石綿含有商品について回拝があり、そのうな

「石綿を使用しなければ安全確保等が岡駅か」との設問

に対し、む綿江使同が必要でないと|ロ|答があったモのが

140商品(711%) 、必要であると回拝があったものが 57

尚I¥T I(28.9%)であった。さらに、その 57尚l日のうち、安全

確保のため必要と|ロ|各があったものが 25商品、安全確

保以外の理山で必要と回答があったものが 32商品であっ

18 安全センタ情報2Cコ3年5月号



た。石品:i1 O)使用が必要との回答がなかった製ITf Iは、打'l市
成形セメント板、住宅開根同化粧スレート、断熱材用技着

剤、耐熱・電気絶縁板、その他石綿製品であった。

197種の尚l日lのうち、建材は 107尚早であり、そのうち

心綿の使用が必要でないと|ロ|答があったものが6 4商品、

必要と回停があったものが 43商品、うち、安全確保のた

め必要と回答があった宅仰が 11尚品、安全確保以外の

理由で必要と|ロ|答があったものカ'32商品であった。 )j、
引〕種の非建材商品のうち、石綿の使用が必夏でないと回

答があったものが 76尚品、必要と回答があったものの

14商品はすべてが安全確保のため必要と|ロ|答があった。

(2)石綿製晶のユザ団体の回答の集計結果

建材については、「安全保保等の観点から石料 1)使用

がやむを得なL功、」との設四に対し、繊維強化セメント板

(平板)、繊維強化セメント版(波版)、窯業系サイディンゲ

のそれぞれについて1団体から石制, 1の使用が必要と回

答があり、それらを除き、すべての凶体カミら安全確保等

のためには有綿の使用が必要でないと回拝があコたo

非建材については、ジョイントシート、シール材、その他

心綿製品について多くの凶休かう心綿間使崩が必要と|ロ|

拝があった。また、断熱材用接着剤についてはすべての

団体から石綿の使用が必要でないと回答があり、耐熱・

電気絶縁板についてはZ凶休カらむ綿の使崩が必要と

回答があったo

(3)石綿の代替化についての全般的な意見の概要

む綿の代替化について、

-建材の有綿製品江代替化は可能である

-石制11製ITf Iは、耐久性、耐熱性等の性能,価格,維持管

理のコスト面で総合的に011心綿製品より優れており、代

替化は困難である

・化学プラント、発電所等で使用するシール材で、特に、

高瓶、高正、危険な化J芋物質の按触下等で使崩するも

江を非石綿製品に代替化した場合のリスクがイベH月であ

り代首イヒは阿難である

等の, E:見があったn

第3部

代替可能な石綿製品の範囲について

石市11製品の代借り能性の判断に当たっては、:失の点

に留志することとした。

1 原田!として、個別の商品ごとでなく製品の種別ごとに

判断する。

2 . {J綿代替品の範阿については、{J綿以外の人造鉱

物繊維、天然虫よ物繊維、合成繊維咋く刀代替繊維を用い

た製品のみならず、金属等の非繊維製ITf Iについても対

象としてヰ慮する。

3 次の製ITf Iについては、代討が阿難と判断する。

(1)心綿代替品の使用により安全の確保が困難となるお

それがある石綿製品

(2)石市11代主主ITf Iがないか又はそ州生能等が石制11製ITf Iに

比較して著しく劣吋、当該{J綿製品を使用しないことと

した場合に社会的に許符しがたい問題となるおそれ泊3

ある石制, 1製ITf I
な私心綿代替品が心綿製品と比較して強度、耐久

性守の性能が低い場合であコて弘 JIS守干の水準を満
足している場台には代首ははJ能と判断する。

第4部

石綿含有建材の代替可能性について

1 押出成形セメント板

厚生労働肯iiJ l実施したアンケート制査結果において、

山綿製品メーカー均もは、 r{j綿を使用しなければ安全確

保守宇が困難か」との殺聞に対し、 4種類の商品すべてに

ついて石料の使用を必要とする開由はないと回答があっ

た。また、これらの商品について、代替見込み時期は
2003 イ1:～2005 イ1.'買と回停があった。

一方、石料製I'IT Iのユーザーからは、「安全権保等の観

点からむ綿の使崩がやむを得ないか」との設問に対し、

安全確保の槻点から石綿製品の使用を必要とする理由

はないと回答があった。

押山成形セメン卜板の規格については、 H木一正業規格

「押出成形セメント仮 (ECP) Jの原案が指定されていると

とろである。既に製造されている非石料製品で便用さオ1て

いる代替繊維には、ワラストナイト、パルプ、有機繊維、七

ビオライト守がある。

打IlfH成形セメン卜較については、次に示す理由により

011 {j綿製品への代替化が可能と与えられる。

-既に商品化されている非石綿製品があり、技術的に非

石料製品への代位化は可能であると考えられること。

厚牛労働也が実肱したアンケート調査結果において、

石綿製品のメカー、メーカー同体及びユザー同体

力'!?J石綿製品の使用が不可欠でJ阪、との回答がなかっ

たこと。

-安全確保の槻点カヨ:有綿製品の製造、使用舎が必要

という貝体的な理由は特にないと考えられる三と。

2 住宅屋根用化粧スレート

厚生労働省が実施したアンケート調査結果において、

石制製品メーカーからは、「石市1i - 2 : :使用しなけオリ立去全確

保等が困難か」とのJ世間に対し、 7種類の商品すべてに

ついて石綿江主用を必要とする理山はないと回拝があっ
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た。また、これらの商品について、代替見込み時期は20

03年後半と回答があった。

一方、石綿製品のユーザーからは、「安全確保等の観

点から石綿の使用がやむを得ないか」との設問に対し、

安全確保の観点から石綿製品の使用を必要とする理由

はないと回答があった。

住宅屋根用化粧スレートについては、日本工業規格

iJIS A5423住宅屋根用化粧スレートjで性能等が規定

されている。既に製造されている非石綿製品に使用され

ている代替繊維には、パルプ、ワラストナイト、ビニロン、

セビオライト等がある。

住宅屋根用化粧スレートについては、次に示す理由に

より非石綿製品への代替化が可能と考えられる。

-既に商品化されている非石綿製品があり、技術的に非

石綿製品への代替化は可能であると考えられること0

.厚生労働省が実施したアンケート調査結果において、

石綿製品のメーカー、メーカー団体及びユーザー団体

から石綿製品の使用が不可欠であるとの回答がなかっ

たこと。

-安全確保の観点カら石綿製品の製造、使用等が必要

という具体的な理由は特にないと考えられること。

3. 繊維強化セメント板

( 1 )繊維強化セメント板(平板)の調査結果等

厚生労働省が実施したアンケート調査結果において、

石綿製品メーカーからは、「石綿を使用しなければ安全確

保等が困難かjとの設問に対し、 40種類の商品中30種

類の商品については安全確保の観点から石綿の使用を

必要とする理由はないと回答、 10種類の商品については

石綿の使用が必要と回答、うち、3種類の商品については

安全確保のために、 7種類の商品については安全確保以

外の理由で必要と回答があった。

石綿の使用が必要な理由としては、防火対策、非石綿

製品は経年変化についての信頼性や強度が欠ける、非

石綿製品に代替化するための製造法の転換が困難等の

回答があった。

また、これらの商品の非石綿製品への代替見込時期に

ついては、 2005年頃とする商品がある他、 2008年、2007

~2012年頃とする商品があり、さらに時期未定又は代替

不可能とする商品があるとの回答があった。

一方、石綿製品のユーザー団体からは、「安全確保等

の観点から石綿の使用がやむを得ないか」との設問に対

し、 1団体から防火対策上石綿の使用が必要と回答が

あった。

(2)繊維強化セメント板(波板)の調査結果等

厚生労働省が実施したアンケート調査結果において、

石綿製品メーカーからは、「石綿を使用しなければ安全確
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保等が困難か」との設問に対し、 52種類の商品のうち

23種類の商品については安全確保の観点から石綿の使

用を必要とする理由はなし池田答、 29種類の商品につい

ては石綿の使用が必要と回答、うち、8種類の商品につい

ては安全確保のために、 21種類の商品については安全

確保以外の理由で必要と回答があった。

石綿の使用が必要な理由としては、防火対策、非石綿

製品の耐久性や強度の不足、危険物倉庫・高温高圧機器

設置工場の火災・爆発時の被害軽減、化学工場・沿岸地

域の工場の建屋の腐食防止、高電圧取扱建屋の感電事

故防止、代替化する場合の成形上の問題・設備投資が必

要・コストアップ、葺き替え補修等の回答があった。

また、これらの商品の非石綿製品への代替見込時期に

ついては、 2004~2005年頃とする商品がある他、時期

未定又は代替不可能とする商品があるとの回答があった。

一方、石綿製品のユーザー団体からは、「安全確保等

の観点から石綿の使用がやむを得ないか」との設問に対

し、 1団体から防火対策上石綿の使用が必要と回答が

あったo

(3)繊維強化セメント板(平板及び波板)のヒアリング

結果

委員会においてメーカー及びメーカー団体からヒアリン

グを行ったところ、主に次のような意見があった。

.繊維強化セメント板(平板)に比べ繊維強化セメント板

(波板)の代替化は遅れているが、一部の非石綿製品

については商品化されている。

.繊維強化セメント板(波板)については iJIS A 

5430繊維強化セメント板」の性能基準(本体の性能基

準及び附属書1で示された性能基準等)を満足する試

作品が開発されている。

.代替市断住を用いた製品は、石綿製品と比較して収縮

率が大きく、製造当初の強度は技術的に確保できるが

耐久性が低い。

.繊維強化セメント板(波板)については業界全体で非

石綿化の取組みを行ってきているが、特に大波板につ

いては非石綿製品の強度、長期の耐久性等を考慮に

入れた慎重な検討が必要である。

.非石綿製品についてはプロレスで密度を高め強度を上

げることとなるため、大型のフ。レス機が必要である。

・山むね、波のきさき等の役物スレートは非石綿繊維

製品への代替が不可能なため金属製品に代替するこ

とになるが、その場合には、耐防火性能に係る国土交

通大臣の認定を取得する必要があると考えられる。

.非石綿化を図るためには技術の革新や製造設備の

投資のための支援措置が必要である。

一方、ユーザー団体からヒアリングを行ったところ、ア

ンケート調査の結果と異なり、平板及び波板のいずれも



石市lj製品を便用しなければな正ない叫由はないとの意見

があった。
(4)関連規格等
繊維強化セメシ卜放については、日本て業別格 rJIS 

A'l 43U繊維強化セメユ卜板」でヰ板、波板ともに陀能等が

規定されている。出に製造されている非石綿製品で使用

されている代位繊維は、パ)vプ、ビニロン紺維が中心であ

る。

(5)繊維強化セメント板の代替可能性について

厚生労働宵が実施したアンケート剖査及び本委員会が

実施したヒアリングにおいて、 {_j綿製品メーカーカ治、一

部の製品を除き非石綿製品への代替化は困難掠るとの

意見が附されたが、間圧プレス法置の導入等の製造設備

正変更、混和材料の添加等の原材料の変更、製造h法

の変更守干の必要が去る場合が去るものの、次に小す理由

により非石制i1製品への代首化が可能と考えられる。

• tが h的な可能性

(予断に商品化されている非石綿の繊維強化セメント板

カミあるとと

② rJl S A'l 43U繊維強化セメント板」で規記されたス 

レート叫生能基準(曲げ岐壊荷重、吸水卒、透水性、難

燃性、耐衝撃性)に適台する非石料製品がil0るとと

③建築基準広切不燃材料として圏-t父通大臣に~t(止

されている非有綿の繊維強化セメント阪があること

④欧州に才iいて昼根付、外装材ω非石純化が進んで

おり、代替品として、 {_j綿以外の繊維を使用した製品

のほか、金属が使用されている例もあり、金属守の非

繊維製品へ0:バt皆化もはJ能であると考えられる三と

等fJ治、技術的には1"七綿製品への代替化は可能で

あると考えられること
.関辿t!~格等の状況

半成12年 6月他行の改正建築基準法において不燃

材料の基準が性能規定化されたこと、繊維強化セメン 

ト較の日本一仁業別格については、平成 13年3月の改正

により七綿を 7すまない製品江常能基準がISO規格の内

科を附属書として取り込むことにより規格化されたこと

(r附属書l制維強化セメシト松 長尺波紋」で性能ぷ

準Lとして破壊荷輩、た才一み、透血性、耐凍結融解件、見

掛け密度、耐温水援せき性、耐)Jui訊散水性、難燃性を

対 l 定。「附属書2 繊維強化セメント平松」で性能},l~準と 

して由げ強度、透dく十午、向付凍結融解性、見掛け附度、

耐温水浸せき性、耐加熱散水位、難燃性を規定)学か

ら非石料製品への代位化が促進されやすいiR況になっ

ていること

.ユーザーの認識 

厚生労極的ノ角7うま実施したアンケート日l査及び本委員会

が実施したヒアリングの結果から判断して、建材製品

のユーザーは安全権保の観点から石綿製旧!の使用が

不可欠とは必u龍していないと者えらオほこと

.安全確保上の必要性

非石料繊維を用いた代首品は石綿製品に比べて耐

久性が低下するとのデータがil"るものの、同根材とし

て使用する場合の踏み抜き守による作業者の墜落の危

険性は石綿製品も司様にJ刷、通常の使用に才3いては、

jl {_j綿製品に代替イじすることにより新たに安全よの問

題が先止することはないと考えられること、化学工場守干

の建屋に防火性能上の観点ーから石市lj製旧Iが不"1欠で

正るという理由は特にないと者えられること等、安全確

保の槻点力向石綿製品の製造・使用腎が必要という具

体部Jな叫由は特にないと考えられる三と

4目窯業系サイディンゲ

厚生労働省i;? 'I実施したアンケト調査結果において、

石制製ITf Iメーカーかコは、 「石市1i - 2 : :使用しなければ安全確 

保等が困難か」との J世間に対し、ユ稲類の商品のいずれ

も安全確保以外の理山で石紳の使用が必要と回答カfあっ

た。

む綿の使用が必要な理由としては、防火対策、 "I' {_j綿
製品の耐久性のイ、足、非石綿製品へ代替化する場合の

コストアソフ。等の回答があった。

また、これらの商品のjl心綿製品へ江代替見込時期は、

2005イ|の商品と 2007イ|の商品が aると目算があった。

一方、石綿製1]1 1のユーザー団体からは、「安全保保等

の観点Jらむ綿の使同がやむを得ないか」との設問に対

し、 1同体力ら防火対前上有綿σ使用が必要と回拝があコ

た。

空業系サイデ fンゲの規格については、 H木一正業規格 

rJIS A 5422窯業系サイディンゲ」で性能腎が規定され

ている。既に製造されている非石綿製品で使用されてい

る代替繊維には、パルプ、ガラス長繊維、アクリル繊維等

がある。

委員会においてメーカー、メーカー団体からヒアリング

を行コたところ、次のような忍見があったn

.非有綿製品を既に販売しているが、製造コストの問

題かう改良の附先を続けている。

.開発中のjl {_j綿製品については性能上の問題は無

く、土産性と原料のコストア yfが問題で去る。

.特に高い耐凍苦性をイーする製l日lについては、代首化

は凶難である。

方、ユーザ 同体からヒアリンゲ行ーコたところ、アン

ケート制査の結果と異なり、安全確保の観点から石制,1製

品の使用を必要とする理由はないとの忌見があったD

窯業系サイディンゲについては、次にノl、す理由により

非石料製品への代替化がり能と考えられる。

安全センタ情報 2003年 5月号 2 1



|宿舗の代替化軍事検討委員会報告書 E

.既にI尚ITf I{［ニされている非石綿製ITf Iがある三と。

・建築基準法の不燃材料として圏-t交通大臣に認定
されている非有綿製品がa ること。

.厚生労働肯叩Y実施したアンケート日l査及び本委員会

が実施したヒアリングの粘果から判断して、建材製品
のユザーは有綿製品の使用がイ、可欠とは認識して

いないと考えられるとと。
.安全確保の観点Jも心綿製品の製造使用等が必

要という具体的な理山は特にないと考えられること。

5 石綿セメント円筒

厚牛労働省が実施したアンケート調査結果において、

石綿製品のメーカーカらは、「石綿を使用しなければ安主
確保等が同期か」との設問に対し、 2種類の両吊のいず

れも安全確保以外の理由で七綿江使用が必要と|ロ|答が

あったo

石料10)使用が必要な開由としては、開突、 ik台排気筒

として高淵で使崩されるため代替品がないこと等の|ロ|答

があった。
一方、石綿製品のユーザーからは、「安全確保等の観

点、カ ¥I':) {.i綿の使同がやむを得ないか」との;空間に対し、

安全確保の槻点力沿石綿製品の使用を必要とする理山

はないと回答があったo

{_j綿セメント円筒の規格については、 H木L業規格

rns A5405 石綿セメント円筒」で原料、品質舎が規定さ
れている。

委員会においてメーカ か3ヒアリンクを行ったところ、
次のような意見があった。

• rJIS A5405 石料セメント円筒」で別定されている耐

熱陀能等を満足する代替繊維はない。

.金属、ほうろう舎の製品が普及しつつあり非繊維製
日lへの代替ははJ能。

.牛J雫量は年々減ノ台しており、代替化のためにコスト

をかけることは困難。
石刺liセメント円筒については、次に示す叫由により非石

綿製品への代替化が可能と与えられるロ

.金属、ほうろうそ宇の製品が普及しつつあり、非繊維製
ITf Iへの代替ははJ能であるとと。

.厚牛労働省が実胞したアンケ卜調杏結果かう判断

して建材製品のユーザーは石綿製品正堅用がィ、可欠
とは認識していないと考えられるとと。

.安全確保の観点沖、ら {_j綿製品の製造、使用等が必

要という具体的な理山は特にないと考えられること。

6 石綿含有建材の代替可能性について

む綿を斤有する建材製品については、代替繊維を用い

た製品三 JIS等の規格に適合又は国土交通省により不

燃村としての認定を支けたものが一部製造され、既に尚
品化されていξこと等がう、ヰ液製品に必要な性能を有

する非石綿製品の製造は概ね段術的に可能と考えられ

る。平成 1 2年6月に施行された改正建築Jr(準法におい
て不燃材料の基準が性能規正化されたことや、関連する

JIS規格においても性能規定化されてきて IIることからも、

非石綿製ITf Iへの代首化が促進されやすくなってし唱と考

えられる0011山綿繊維製品へ江代替化は困難と与えられ
るものが 部あるをののそれらについては金属腎の非

繊維製ITf Iへの代位化が可能と考えられる。また、代主主l日l
の使用により防火、耐火、耐腐食、耐久性等の観d山、から

の安全の確保が困難となるおそれがあるとは考えらオ1な

い。さ引こ、建材製品のユーザーは、安全確保 h石制I1含
有製品広史用が不可欠とはU出能していないと与え己れる。

これらのことから、石綿を含有する建材製品の使用は

安全確保等0:観点から不 μJ欠なものではなく、かっ、技i1百
的に剥 {_j綿製品への代替化が可能でiJ6ると与えられる。

第5部

石綿含有非建材の代替可能性について

1 断熱材用接着剤

厚牛労働台が実胞したアンケート調杏において、 r{_j綿
を使用しなけ才Uま安主確保守宇が困難か」守の設聞に対し、
石料製ITf Iのメーカー、ユーザーともに安全権保等ω観点

か引ま{_j綿製品の使崩を必要とする理由はないと|ロ|答が

あコたo

また、ヒアリング等の結果、電動機ωローターとシャフ
卜の接着に {_j綿を fT有する技着剤が用llられているもの

があコたが、段着剤メーカーカめは数ケ JJ以内に代替す
る子定であるとω回答があった。

接着剤の規格としては、 H本L業規格 rJISA5537 木
れuが用佳着剤」、 rnsA5538 壁・大井ボード用接着剤」 、 
rJIS A5547 発泡フコラスチ、ノケ保温板用接着剤」の各々

の本文において充てん材としてじ綿を fT有してiおFよらない

と規定されている。 「聞fJf丸材用段着材」に係る円本工業規
格はない。既に製造されている非石綿製品に使用されて

いる代替繊維には、セビオライト、二際化けい素、樹脂等

がある。
断熱材用接着剤については、次に示す叫由により、非

{_j綿製品への代替化は可能と与えられる。

. #止に商品化されている非有綿製品が庇〕、技術的に
は非石料製旧Iへの代首化ははJ能であ之と考えEれる三

と。

.厚止労働省が実施したアンケート調企において、有
料製品のメーカー、メーカー団体力も既に製造を中止
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していると回答があったこと、またユーザー団体からは

｛_j綿製品の使同が不可欠であるとの|ロ|各かなかったこ

と。

.ヒアリング等の結果石綿製旧約使用が判明した、電

動機において使用されている宅のについては、代替が

確実であると考えられること。

2 耐熱・電気絶縁板

(1 ) 調査結果等

厚生労働省が実施したアンケート調企結果において、

石綿製品のメーカーか司立、「石料を使用しなければ長全

確保等が困難か」との設問に対し、安全確保等江観点か

らは石綿製品の使用を必要とする理由はないと回答があコ

た。

一点、山綿製品のユーザー凶休カちは、「安全確保等

の槻点から有綿の使用がやむを得ないか」との設闘によJ

し、 2団体から石制I1製品の使用が必要と回答があった。

代替がk困難な宅のは、高ilil.高 IJ:ガスカ吃果護するため

の断然ゴム/～卜、変再開のヒータ ・餓気遮断出の電気

絶縁板等の回答があった。

(2)ヒアリング結果

委員会においてユザ 同体からヒアリングを行った

ところ、次のような意見があったo

• 2000'' Cを超える側めて高L、il i l .度で使用される断熱材

は代替困難である。

.電)j用機器内のヒーターの取付けに用いられる耐

熱・電気絶縁板は、機器沼山、検時に七ラミッケ系¢もの

に代替する予定である。

.検知 6~O)取付け部に用 L もれている絶紙シートは、

現有代替品を検討中で且込みはil"る。

U特に巻き付ける耐持シートについては代替晶を

選定済みである。

.ジョイン1,/ートを断熱材や高!上縮力を受ける部分の

絶縁阪として用いている例があり代替可能性はノト明

である。

(3)規格・関係法令等

海上に主メナる人命の安全のための国際条約 (SOLAS

条約)汝ひ船舶安全訟に思づく船舶設備別恒等において

は心綿をfTむ材料の使用が禁止されているが、 1000'Cを

超える高温下で使用される軟性及て弾力性の必要な断熱

材、ロータ 1)一式圧縮機J立びロータリーポシ 7'1二おいて使

用される羽根車は旭用を除外されている。

英国の石綿禁止法??においては、乾燥時に 1900

k g l m 1以上の密度で50rtc以卜O)I且j児に使用する紋1ょの

宅のは胞行時期を猶予された。

フランスの石綿禁止法令においては、 10仁J'Cを越える

温l立に対比、するため一仁業的環J見で用い ?A'lる柔軟ブレ

キシフソLな断熱装置は施行時期を猶子された。

H本上業規格には、「耐熱・電気絶縁板」を規λAにする規

格はない。

(4)耐熱田電気絶縁板の代替可能性について

耐熱・電気絶縁板については、厚牛労働省が実施した

アンケート調査においてメーカーは有綿製品の使用がィ、

"I欠とは回答しておらず、既にセラミ、ソケ等の非石制i1製品

に代替されているも¢や代替が予止されているものがあ

り、非有綿製品への代替化が可能なものがあると考えら

れる。しかしながら、極品温の環撹トで使用される守"j(])等

一部σモのについては、安全確保の観点、から｛_j綿の使用

が必要とされており、現時点で代替可能なものと代替困

難なものを温山等の使用限界や便用されミ議器の種類等

カら明確に特止することは凶難である。

3 ジョイントシートシール材

(1) 調査結果等

厚牛労働也が実肱したアンケート調査結果において、

石綿製品のメーカーカWふ「石綿を使用しなければ安全

確保等が阿難か」との設問に対し、 89種類の尚11JI r巾751陸
類の商品についてはむ綿の使用を必要とする理由はない

と目下午、 14種顎の商品については安全確保のために有

料の使用が必要と回答があった。

代替イ七がk困難なものは、高禍用のパルプパッキン、高

温の酸化性取に係る機掃に使用するtの、タイヤ加硫材

のフ'1/スのラムノ～,ソキン、 3αrc 以卜の発電用、蒸気ライ

ン同に使用する｛_j綿製品等と|ロ|答があった。

方、石綿製品のユザ同体からは、「安主確保守干

の観点かF石制11の使用が吋つむを得ないか」との設問に対

し、 17凶休のうち9凶休カも ｛_j綿の使用が必要と|ロ|答が

あった。また、それらの同体に属する多くの企業から石綿

の使用が必要と回答があった。

代替イじが凶難なものは、特に、高洞、同｛町晶、高 IJ:、同
低A、酸・アルカリ・恥類・有椛溶汗 IJ. )～期党・可燃性中質・腐

食性物質そU白右当性物質等のある条件卜で使用され

るむ綿製品、ポイラ、 IJ:力容器、焼却炉、発電所、航空機、

船舶守に使用される有綿製品と回停があった。

それらの製rTf Iの非石料製r'IT rへの代主主見込時期は、 20
03年～2005年頃との|ロ|答が多いが、時期末定>くは代替

不可能との回惇も多くあった。

また、化学プランN二使用する石綿製 rTTIについては、代

替化を図る場合には耐タ性を十分評も  111したうえで慎責に

実施することが必夏、非有綿製品は有綿製品と比べ使用

温J見や使用流体の範凶に限界があり、耐周年数に関し

でも珂題が付号されていることから、代替化の可能併を 仰

に判断できず、代替化に当たコては安全確保の槻点よ

り慎亘に実績を積み亘ねて対似すべき等の意見カぜった。
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(2)規格・関係法令等

0 日本工業規格 IIISR3453ジョイントシート」

非石綿ジョイントシートへの移行を図る等のため、従来

の石綿ジョイントシートの規格が平成13年1月に改正され、

性能規定化等が図られている。

0 日本工業規格IIISF7102船舶機関部管系用ガス

ケット及びパッキン使用基準」

石綿シール材が船舶用シール材としてほとんど使用さ

れなくなったため、平成9年4月に改正され、石綿シール

材の使用基準については本規格から削除されている。

ガスケットの種類 jパッキンの種類

.膨張黒金仕渦巻き形ガスケット j・膨張黒鉛網組パッキン

.非石綿渦巻き形ガスケット jン

.メタルインサート膨張黒鉛ガスケットj・アスミニウムはく組み合

.非石綿ジョイントシ トガスケット jわせパッキン

.金属線補強クロスガスケット j・炭素繊維網組パッキン

.ガラスクロスガスケット j・フッ素樹脂繊維網組

.布入りゴムシートガスケット等 j等

液体の種類(蒸気、燃焼排ガス、空気、給水・ポイラ水等、燃料油・

潤滑油等、熱媒泊)、圧力、温度に応じ使用するガスケット及びパッ

キンの種類カ規定されている。

0 日本工業規格 IJIS F0602船舶貨物管系用非石

綿系ガスケット選定基準」

平成7年6月に非石綿系のものの基準が制定されてい

る。

0 石油学会規格「配管用ガスケ、ソトの基準 lPI-7S

81-96J 

配管用のガスケットは、使用流体、圧力、温度、フラン

ジのガスケット座等を考慮して選定することとされており、

石綿製品と非石綿製品では下表のとおり使用温度、圧力、

厚さが異なる。

0 石油学会規格「石油工業用石綿ジョイントシート

JPI-7S-4-1998J 

石綿ジョイントシートの寸法、性能、試験方法等を規定

している。

0 石油学会規格「自己管用渦巻き形ガスケット JPI

7S-41-1998J 
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渦巻き形ガスケットの寸法、性能、試験方法等を規定

している。

O 石油学会規格「配管用PTFE被覆ガスケット及び、

PTFEソ1)、ソドガスケット lPI-7S-75-1998J

非石綿製品であるPTFE(四フッ化エチレン樹脂)被覆

ガスケット及び:PTFE、ノリッドガスケットの寸法、性能、試

験方法等を規定している。

O 石油学会規格「配管用膨張黒鉛シートガスケット

lPI -7S-79-1998 J 

非石綿製品である膨張黒鉛シートガスケットの寸法、性

能、試験方法等を規定している。本規格の適用範囲の解

説では、一部の流体(酸化性酸、酸化性塩、ハロゲン化合

物等)については、流体の濃度、温度、圧力によっては黒

鉛が酸化し、長期的にはシール性に影響を与える場合が

あるとして使用しない方がょいとされている。

o SOLAS条約及び船舶安全法に基づく船舶設備規

程においては石綿を含む材料の使用が禁止されてい

るが、「摂氏350'Cを超える高温下又は7MPaを超える

圧力下で火災若しくは腐食の危険性又は毒d生がある液

体の循環に使用される水密継手及び内張」については

その適用が除外されている。

0 英国の石綿禁止法令においては、次のものは施行

時期を猶予されている。

.危険性、侵食性、毒性、可燃性、高可燃性の範障に

入るものに使用される圧縮石綿繊維ガスケット、

.航空機・ヘリコプターの部品で安全運転に必要なも

の

.石綿とフェノール・ホルムアルデ、ヒド混合樹脂又はク

レオソートとの樹脂製品で、

口回転式真空ポンプ用ベーン

口回転式コンブ?レッサー用ベーン

ロベアリング・ハウジング

口最低直径150mmのスフ。リットフェースシールで水力

発電タービン、化石燃料、原子力発電所の冷却用ポ

ンフ。からの漏水を防止するもの

.蒸気ボイラのドアを密閉する成形ジョイントで、石綿を

含む布で作られたものでゴム又はエラストマーポリマー

を透過防止加工したもの

0 フランスの石綿禁止法令においては、次のものは施

行時期を猶予されている。

・工業プロセスにおいて高温又は高圧下で火災・腐食・

毒性のうち2つのリスクが組み合わさっている場合に流

体循環に用いられる密閉パ、ソキン・ジョイント

.航空機用品

・羽根式真空ポンプ、コンブ。V'Yサー用品

(3)ヒアリング結果

委員会等において石綿製品のメーカー、ユーザーから



ヒアリシゲを行ったところ、次のような意見があったo

.陀能の問題

温度がlOO'C以上の場合には石綿ジョイントシートガス

ケットの代佳品として膨張黒鉛テ_ 7 'の渦巻き形ガス

ケット、膨張黒鉛シートガスケiノトが正るが、取般い性、

シール性、厚さ守干の同題がある。代替見込時期は 1~

3年後で庇る。

・タイヤ加硫材のフoレスの七綿布入りコ守ムパ、ソキンにつ

いては代替材料がない。

-非石市11製l'IT rは、石綿製品に比べて耐久性に劣る。

本、蒸気等を対象とし、調度が 100~200"C 程度の場

合にも非石綿製品への代替化は困難でaる。

・膨張黒鉛テー7'の酸化防止を|刈った渦巻き形ガスケ、ソ

トも開発されており、 011心綿の渦巻き形ガスケ、ソトの使

用可能な範囲は広がってきてIIる状祝に庇る。

.膨張黒鉛の使用の限界に官、る問題

椴イ七十全階(濃硫階、硝際、クロム際、重クロム階等)、般

化住胤(1M素酸カルシウム次亜胤素酸ナトリウム、次

亜塩素酸カルシウム等)等の腐食性流体の場台に、膨

張黒鉛シートガスケット、膨張黒鉛テー 7'の渦巻き形力守

スケ、ソトは使用できない。

・一部のハロゲン及びその化台物(臭素、フソ素、ヨウ菜、

二階化塩素等)のガス系流休の場台に、膨張黒鉛テー

プの渦巻き11'手ガスケットは使用できない。

., lR、鉛を使用するパソキシは硝酸ナトリウム等と反出し

て爆発する危険性がiISるため、 iliil度が430'Cカも4 5 0

"C吋梢酸ナトリウム舎の酸化性胤に使用するグランド

ノ十ソキンの代位化は岡舗でかつ代主主時期は未定であ

る。

.実証試験の必要性の問題

・ジョイントシート汝びガスケット等めシール村については、

ほとんど江毛のが代替可能と者えるが、代替品の｛史同

実績、実証試験がノト|分なため代替に時間を要する。

.代首ITf Iについてユーザーf実機で性能(安全性、耐久

性等)が検un :されてLない製占biJ 1eY)');ちの検Ji Eは個別

に行う必要がある。

-膨張黒鉛を使用するジョイシトシ-Hごついては、実証

試験でそ江生能がE在日記できてL治宅のは 部しかな比

・パ、ソキンシール材については用途が広く代替の統

一的民準を決められない。

化守プラント等に使同するシール材については気持!性

について高L吋言頼性を必夏とすることカら代替化の検

討に時閣を要する。

.仕様上の問題

・温度が450'C以上の水系流体の場合l士、フランジのガ

スケ、ソト凶が全市煙、平商座等の配管プランジに使用

できるjI心綿のガスケソ卜がない。

(膨張黒～8シートガスヶ、ノト、膨張黒鉛テープの渦巻き

形ガスケットは椴化消耗するため使同できない。リンク

ジョイントガスケソトは性能的には使用可能であるが、

ガスケ、ノト凶の形状が異なるためそのままでは使用で

きない。)

-ガラスライニンゲフランジは歪みやうねりがあるため

テフロン包みガスケ、ソ卜(石制11ジョイシトシート色広川とし

てテフ口ンで被覆した宅の)しか使用できず、その代替化
は困難で ;)i;, J代替見込時則は1イ|後である。

・石制11製ITf Iと代位l日lでl刻字さが異なるため、既設の配管

のガスケット等の代替化に斗たって珂題が牛じる可能

性がある。

-膨張黒鉛ジョイシトシートは、石綿乙ョ fントシ- Hこ比べ

1枚のサイズが小さいため、配管の 11係等が大きい場

合には何枚カ吃つないで使う必夏が庇コ信頼性が低下

する。

.設備・装i置の改造に係る問題

・石綿ンョイント~~トガスケットを非石綿ゆ渦巻きJF5ガス

ケッH :変更する場台、尾小締付け圧 )jの用加により、

求められるフランジの強度が大きくなることカも、 32J十の

見直し、設備・装置の改造守干の必要性がある場合があ

る。

パルプの駆動市をシールするたtのシール材(グラン

ドパ、ソキン)については黒鉛系への代替化により抱動

抵抗が用加するため、電気駅開IjU)~嘉子守、 ml~動音防〕改造

等が必要になる場合がある。

(4)ジョイントシ卜、シル材の代替可能性について

①ジョイシト乙ート・シール材に使用されている石綿製11JI r
については、次に示すこと等から代替イじが可能なもの

があると考えられる。

-厚生労働肯iiJ l実施したアンケート制査において、石綿

製品のメーカーは、 8 9種類のうち14種類の商品につい

て¢み安全確保のために石綿製品の使用が必要と回

答しているとと

' 100 'C以上の流体の場合に｛j綿を使ったガスケ、ソトが

広範に使われてし唱と考えられるが、それに替えて膨

張黒鉛シートガスケットや膨張黒鉛テーフcの渦巻き型

ガスケ、ソ卜の使用が可能であると与えられること

膨張黒鉛テ-7'の渦巻きJ将ガスケYHてついて、テフ口

:等を用いて酸化を防止するための改良を行ったガス

ケットが開発される等、ガスケットに係る技術閣発・改

上主が進展していること

-船舶に使用されるガスケ、ソト、パソキシについて、非石

綿製品への代替化が進展していること

・円本工業規格の閣連規格におII亡、性能規定化や非

石制11製品のj出準が示されてL沼三と等から代主主化が足

進されやすくなっていること
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-外|川、特に欧米において代替化が進行していること

②特に、今後新たに製造されξ機械・装世や新たに建

設される化学フラント守の設備守においては非石綿

製品の使用を前提とした設計とそオUこJ r (づく製造・建

設等を行うことができる可能性が高いため、心綿製品

の代替化は既存¢椛械・設備学に比較して符易である

と考えられる。

③しかしなが弘次のように、現時点で011七綿製品への

代替化が困難なをのが主ると考えられる。

-主要な代主主物で怠る膨張男、鉛を使用したガスケソN立、

450"C以上の流体や、階化性階、椴イじ件塩等の腐食性

流体、 吉日のハロゲン化合物等のガス系流体、耐酸ナ

トリウム等の炭素と反此、して爆発するおそれが庇る物

質等がある環境下においては使崩できない場合が主る

こと
-テフロシガスヶ、ノl斗立、晶温使用ではクリープを発生しや

すいこと

大口径の配粁舎に使用するガスケソNてついては、膨

張黒鉛シートガスケットを便用する場台、 1枚のサイズ

が小さいため、何枚かをつないで使う必要があり、気子治

性学についての信頼性が低下する場合があること

・吋燃性物質、引火性物質、右百性物質等を取り扱う化

学プラントや放射性物質を般うJ京f力発電所等で、内市

江物質が漏洩し火災・爆充、健康障害守の )6止の危険

性がある等の箇所については、内部の物質の漏れ等

について厳しく管理する必要があり、特にそのような筒

所で使用される非石綿製品の耐久性学;ご)¥,て、実際

0)1幾械・設備によξ検証が済んでいない場台や、同種

の設備での検証データがない場台等があること

④さらに、既に製造又は建設され、使用されている機

械・装置や化学プラント等の設備等については、次のよ

うな問題がある。

代替晶の使用により、フランジの締付け圧力や座面の

形状、摺動抵抗、!字さ等が定化し、設備・ ;K置の設計

の見直し・改造等の必要件がある場合があること

③これらのことカ泊、ジョイントシート・シール材として使

用されている石市lj製ITfIについては、非石綿製品へO)jc

替化が可能なものがあると者えられるロしかしながら、

高温の流体、腐食性の流体、ハロゲン化合物等のガス

系流体か存在する壊 J兄卜で使用される宅以>や内部ゴ;物

質が漏洩し、火災・爆発・健康障害等の発牛の危険陀

が庇る守干の箇所に使用されるをの守については、安全

確保の観 ～ÍJ も石制 ilの便用が必要とされておコ、現時 

点でo I H_,綿製品へ代替可能な毛にと代替困難な毛正を

温度守干の使用限界苛と' ｛ i l !用される機掃の種顎守カら明 

確に特定することは阿新でまる。とれらを代首化するに

斗たっては、 "1 - 0綿製品の開発、 011七綿製品の耐久性

等の実証や当該製品が使用さilている機械・設備等の

;;tJ十の見直し・改造等に時間を要するものがあると占

えられる。

4 その他の石綿製品

(1) 摩擦材
CD 調企結果等

厚生労働省が実施したアンケート調査に才3l ':1て、石

綿製品のメカか3は、 r-0綿を使同しなければ安全

確保守年が困難か」との設聞に対し、有綿製品江聖用を

必要とする開由はないと回答があった。

-h、｛j綿製品のユザからは、「安全確保等の

槻点から石綿の使用がやむを得ないか」との設聞に対

し、石料製品の使用が必要と回答があった。

代替がk困難な宅のは、クラ、ソチ、ブLーキライニング

材との回答があコたoこれらの製品の非有綿製品への

代位見込時期は、 2003 年頃との回答がある他、時期

A:,ととの|ロ|各があコたn

(言)ヒアリング結果

委員会等において、石制製品のメーカー、ユーザー

かうヒアリングを行ったところ、次のような, g見があコたD

.エレベータのブレーキについては既に非石綿化され

ている。エスカレー夕、特に白骨」運転式のエスカレータ

のブレキについては、停止頻度が高く空耗量が多い

ために石綿製品が使用されているが、 2肌 13イ|中に非

石綿製ITf Iへ U )代討が可能である。

7.
.ケレンの主行部分やコンベアの制動用に使同され

ているブレーキについては有綿製品が使用されてし渇

が、非石市lj製品への代首化は可能である。

オ ケリフトのフレキは011七綿化が進んでおり、

石綿が使用されている機種についても、部品の交換の

際に非石綿製品への代主主化を子定している。

.自動車のフレーキについては、業界の011七綿化への

同主的取組みにより、平成7イ|以降の自動中のブレー

キは非石純化されている。

.鉄道車両のブレキについては、新造車両正宅のは

既にj二石綿化されており、旧来の申刊のものについて

も非石前川ヒが進んでいる。

.航雫機の滑宅用車輸のブレ キについては、七綿は

使われていない。

.原子)J発電所U制御格取動機構の摩擦材について

は｛j綿製品が｛史われているものがあり、｛j綿製品を使

わない機構の適用を倹討中である。

.代倍付としては、ブレーキライニシグ及びディスケパ、ノ

ドにアラミド繊維、ケラ、ノチフ工ーシンゲにガラス長繊維

が主として用いられている。また、焼結合金が自動時の

ブレーキに用いられている。
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@m格・闇係法令等

H本一正業規格においては、 IJlSR 3455 序業機械 

用石綿ブLーキライニング」 、 IJISD4311 同動刷用ケ

ラッチフヱーシシグ」、「川SD 4 4 1 1 白動車用ブレーキ 

ライニング及びパッド」で性能等が規定されている。

英国の石綿禁止法??において、市のブレーキライニ

ング、航空機又はへJJコフ。ターの部品で安全運転に必

要なものは胞行時期が猶予されている。

フランスの石綿禁止法令において、航 2機用品は施

行時期が猶子されている。

④｛J綿製品の代替可能性について

摩擦材については次にボす理山により、非石綿製

品への代首ははJ能と考えられる。

.厚牛労働省が実施したアンケート調査において、む

綿製品のλーカカらは石綿製品の使用がイ、可欠であ

るとの回答がなかったとと。

白動車、鉄道車両、フォークリフト、ケレーン・エレベー

タ・エスカレータ守産業機械のブレ キにv 二礼道ては、出

に非石純化されているカ、今後代首化が子定されてお

り、技術的には代替化が可能と者えられξこと。

石綿を含有するケラゲチ、ブV~キライニングは製造

の際U;みならず、当該製l刊の使用において摩耗すると

とにより、メユテナンス時一等に関係労働占が｛J綿に曝属

されるおそれが去ること均時も、代替化することが必要

である。

(2)石綿布、石綿糸等

厚生労働省が実施したアンケト調査において、石

料製ITf Iメーカ寸土、「石料を慣用しなけオリ工安全確保等

が困難か」との設問に対し、半製品であるためにユー

ザー、最終製品メカーでないと代替可能性学につい

て判断するととは岡難と回答があった。

また、ヒアリング等の結果、 ～)j 炎服には現有｛J綿は 

用いられていないとの回答があった。

日本一仁業別格においては、 IJ［S R3451石車111iJ及 

び IJlS R3452 ｛_j綿細みひも」で陀能等が規正されて

いたがこれらの規格は現在廃止されている。

石制i111J 、石綿糸等の代借り能性については、それら

製品がシ～)"材等として使用されるか、二次的にシー

ル村腎に加工されることか弘乙～)～材守の代替可能

性に辿到すると考えられる。

第 6部

代替化の促進について

石綿製品について、今後非有綿製品へ江代替化を促

進するた尚之は、石料製品メーカーやユーザー及びそれ

らの凶休祐びに国がそれぞれの役割を果たすことが期

f守される。

1 石綿製晶メーカー及びメーカー団体

石綿製品メーカーは、必夏に応じ有綿製品ユーザーの

協力を得つつ、非石綿製品へσJ代主主化を推進するための

J十画を策 λとする等により、 J十画的に、また速やカヰ二、 011心

綿製品の製造段術の開発改良、製造方法応変更守を促

進し、非石綿製 11JI 1の生並・供給体制lの整備に努めるとと

が重要である。

また、メーカー同体は、同体としての代替｛ヒを推進する

ための計画の策定、共司研究ω実施、非石料製品への

代替化の技術情報広提供等の構成合業に対する技術的

な支援学により、構成企業にヰ五する非有綿製品への代替

化の促進に努めることが卓要である。

2 石綿製品ユーザー及びユーザー団体

石綿製品ユザーは、石綿製品の使用状況を↓巴握す

るとともに、非石料製 ITf Iへの代替化を推進するための計

画を策定する等により、ぞれ bヌ>代替可能性を検討し、代

替が可能なtのについては、当該製品を使用する施設・

設備・機6~等の建設、製造、設置等の機会又は当該製I'ITI
の点検、交換等の機会を捉え、計画的に代替イじの促進に

努足ることが重要で主 ξ3 また、現時点で代替化が困難な

石綿製I'ITIについては、石制11製I'ITIメ~j］ーの非石綿製品の

開発等に必要に応じ協力するとともに、それらの製品が

使用されている施設・設前・ 1進出件江設言|施工方法正変

更等を検討すξととにより、代替化。:足逆に努 t!泊三とが

重要でiI';る。

また、ユザ同体は、構成企業における石綿製品の

代位化推進状討を把捉し、団体としての代替化を推進す

るための J十画の策定、 011心綿製品への代替化の技術情

報の提供舎により、構成企業における非石綿製品への代

主主化の促進に努めるととが卓要である。

なお、0I1 ｛ _ j綿製品は｛ _ j綿製品と特性等が異なる二とか

ら、非石綿製品の使用に当たコては、必要に応じその特

性等を考J嘉した施て方法の採用やメンテナンスの実施に

配慮する必要があるロ

3国

11'1においては、代告は［能な石綿製品につL江禁1［措置

のた止の関係法令等を整備ること、必要に応じ非也綿製

品の使用を念頭においた規格守の整備を図ること、有綿

製品を取り般う企業政びそれJoの業界団体に対し、円滑

な代替化推進に向けて、きめ細かな情報出供をはじめと

した相談援助・文援を行うことが必要である。

また、石料製品メーカー及びユーザーにおける代位化

推進状況をフォローアップするとともに、七綿及びtゴ綿製
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品の代替可能性を明らかにすること等により、 石綿製品

メーカー及びユーザーにおける代替化の促進を図ること

が重要である。

さらに、石綿製品メーカーやユーザー及びそれらの団

体等に対し、石綿に係る既存の法令の周知・徹底 町T甫
を一層図ることが重要である。 臥.1.I，，;.t

(資料1)

石綿について

1.石綿の種類

2.石綿の有害性

石綿粉じんを吸入することにより、主に;欠のような健康

障害を生じるおそれがある。

・石綿肺

肺が線維化してしまう肺線維症(じん肺)という病気の一

つである。肺の線維化を起こすものは他の鉱物性粉じん

等多くの原因があるが、石綿のばく露によって起きた肺線

維症を特に石綿肺として区別している。

.肺がん

肺胞内に取り込まれた石綿繊維の主に物理的刺激に

より肺がんが発生するとされている。発がん性の強さは、

石綿の種類により異なる他、石綿の太さ、長さにも関与す

。
る

-悪性中皮腫

肺を取り囲む胸膜や、肝臓や胃などの臓器を囲む腹膜

等にできる悪性の腫癌である。

(資料2)

石綿の使用状況

(1)輸入量

日本の石綿輸入量は 1960年代より増加し、 1974年

の35万トンを最高に年間約30万トン前後で推移してきた

が、 1990年代から年々減少傾向にあり、 2001年は7万

9千トンとなっている。 2002年の輸入量は4万3千トンで

あり、前年比 45%減、ピーク時の 88%減となっている。

[グラフ省略]

日本への主な輸入元は、力ナダ (56.4%)、ジンパブ工

(25.8%)、ブラジル (6.9%)である (2002年)。

(2)石綿品の用途

石綿の使用量のうち 9割以上が建材に使用されてお
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り、その他、化学プラント設備用のシール材、摩擦材等の

士業製品等に使用されている。

(資料3)

石綿の代替繊維の種類と有害性

(1)人造鉱物繊維

ガラス、岩石を溶融し、繊維状に加工したもの。

(2)天然鉱物繊維

天然に産出する繊維状の鉱物。

(3)その他

化学的に合成した繊維、天然の有機繊維等。

注 IARC(国際がん研究機関)の評価について
(1)についてはIARCモノグラフVol.81評価(2001年10月)
(2). (3)についてはVol.79までの評価

[評価カテゴリ]

グ)~ プ1:1ヒトに対して発がん性がある」
ゲルプ2A:Iヒ卜に対しておそらく発ガン性がある」
グループ28:1ヒ卜に対して発がん性の可能性がある」
ゲルブ3:1ヒ卜に対する発がん性については分類できな，¥J 

グルプ4:1ヒ卜に対しておそらく発がん性がな，¥J 

注2石綿は全ての種類についてグルプ 1



(
資
料

4)

海
外

の
石

綿
の

使
用

禁
止

措
置

の
比

較

時 山 附 け て は 可 萌 棚 田 N O O ω 抑 印 週 訓

禁
止
除
外
品
又
は
製
造
・
使
用
可
能
な
製
品
(
期
限
)

部
の

製
品

を
禁

①
波

形
紙

、
②

口
ル

①
石
綿
セ
メ
ン
ト
波
板
、
②
石
綿
セ
メ
ン
ト
平
板
、
③
石
綿
布
、
④
)
'
¥
イ
プ
ラ
イ
ン
ラ
ッ
プ
、
⑤
ル
フ
ィ
ン
グ
フ
工
ル
卜
、
⑤
ビ
二
ル

ボ
ド
、
③
商
業
紙
、
④

ア
メ
り
力

止
、

製
造

使
用

可
専
門
紙
、
⑤
フ
口
り
ン

石
綿
床
タ
イ
ル
、
⑦
石
綿
セ
メ
ン
ト
屋
根
板
、
⑧
ミ
ル
ボ

ド
、
⑨
石
綿
セ
メ
ン
ト
円
筒
、
⑩
自
動
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ヨ
ン
部
品
、
⑪
ク

指
定
な
し

能
な

製
品

を
指

定
ク
、
、
フ
工
)
~
卜
、
⑤
新
た
な

ラ
ッ
チ
フ
工
シ
ン
グ
、
⑫
摩
擦
材
、
⑬
デ
ィ
ス
ク
ブ
L
ー
キ
パ
ッ
ド
、
⑪
ド
ラ
ム
ブ
レ
キ
ラ
イ
ニ
ン
グ
、
⑮
ブ
レ
キ
ブ
口
ッ
ク
、
⑮
ガ
ス

(
1
9
9
3
年

11
月
*
)

用
途
へ
の
使
用

ケ
ッ
ト
、
⑫
ノ
ン
ル
フ
イ
ン
グ
コ
テ
イ
ン
グ
、
⑮
ル
フ
コ
テ
イ
ン
グ

-
危
険
性
、
侵
食
性
、
毒
性
、
可
燃
性
、
高
可
燃
性
の
範
時
に
入
る
も
の
に
使
用
さ
れ
る
圧
縮
石
綿
繊
維
ガ
ス
ケ
ッ
ト
(
塩
素
を
の
ぞ

く)
(2
00
1.
1.
1)
 

-
塩
素
に
使
用
さ
れ
る
圧
縮
石
綿
繊
維
ガ
ス
ケ
ッ
ト

(2
00
3.
1.
1)

-
乾
燥
時

lこ
1
9
0
0
k
g
/
m
3以

上
の

密
度

で
5
0
0

0

C
以
上
の
温
度
に
使
用
す
る
板
状
の
も
の

(2
00
3.
1.
1)

-
航
空
機
又
は
へ
り
コ
プ
タ
の
部
品
で
安
全
運
転
に
必
要
な
も
の

(2
00
4.
1.
1)

-
石
綿
と
フ
工
ノ
ル
・
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド
混
合
樹
脂
、
又
は
ク
レ
オ
ソ

卜
と
の
樹
脂
製
品
で
、
①
回
転
式
真
空
ポ
ン
プ
用
べ
一

ン、
②
回
転
式
コ
ン
ブ
レ
ッ
サ
用
べ
ー
ン
、
③
ベ
ア
り
ン
グ
又
は
そ
の
八
ウ
ジ
ン
グ
、
④
最
低
直
径

1
5
0
m
m
の
ス
プ

1)
ッ
ト

部
例
外
を
除
き

フ
工

ス
・

シ
ル

で
水

力
発

電
タ

ビ
ン

か
ら

や
、

化
石

燃
料

又
は

原
子

力
発

電
所

の
冷

却
用

ポ
ン

プ
か

ら
の

漏
水

を
防

止
す

る

イ
ギ
り
ス

禁
止

(
1
9
9
9
年

11
輸
入
、
供
給
、
使
用

も
の

(2
00
4.
1.
1)

ク
り
ソ
タ
イ
ル
の
み

月
)

-
蒸
気
ボ
イ
ラ
の
ド
ア
を
密
閉
す
る
成
型
ジ
ョ
イ
ン
卜
で
、
石
綿
を
含
む
布
で
作
ら
せ
た
も
の
で
、
ゴ
ム
又
は
工
ラ
ス
ト
マ

・
ポ
り

マ
を

透
過

防
止

加
工

し
た

も
の

(2
00
4.
1.
1)

-
個
別
使
用
防
護
服
で

5
0
0

0

C
以
上
の
温
度
の
物
質
の
取
扱
い
月
の
も
の

(2
00
5.
1.
1)

-
車
の
ブ
レ
キ
ラ
イ
ニ
ン
グ

(2
00
5.
1.
1
、
原
料
は
期
限
な
し
)

-
塩
素
ア
ル
力
り
製
造
用
の
既
存
の
電
気
分
解
工
場
の
電
気
隔
膜
槽
に
使
用
さ
れ
て
い
る
隔
膜
層

(2
00
5.
1.
1
、
原
料
は
期
限
な

し) -
加
圧
下
の
ア
セ
チ
レ
ン
・
ガ
ス
貯
蔵
用
容
器
(
供
給
・
使
用
は
期
限
な
し
、
輸
入
は

1
9
9
9
年

11
月

2
4
日
以
前
に
使
用
中
の
も
の

に
限
る
、
原
料
は
禁
止
)

-
原
子
力
潜
水
艦
内
で
の
酸
素
生
産
及
び
塩
素
生
産
に
用
い
ら
れ
る
ダ
イ
ア
フ
ラ
ム

(2
00
1.
1.
1)

製
造
、
加
工
、
販
売
、
輸

'3
.5
ト
ン
以
上
の
特
殊
軍
用
車
両
、
羽
根
式
真
空
ポ
ン
プ
お
よ
び
コ
ン
ブ
レ
ッ
サ
用
品

(1
99
9.
1.
1)

部
例
外
を
除
き

入
、
国
内
市
場
へ
の
導

-
航
空
機
用
品

(2
00
2.
1.
1)

フ
ラ
ン
ス

禁
止

(
1
9
9
7
年

1
月
)
入
、
輸
出
、
販
売
目
的
の

-
工
業
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
高
温
な
い
し
高
圧
下
で
火
災
、
腐
食
な
い
し
毒
性
の
う
ち

2
つ
の
り
ス
ク
が
組
み
合
わ
さ
っ
て
い
る
場
合

ク
り
ソ
タ
イ
ル
の
み

保
有
、
提
供
、
販
売
、
譲

に
、
流
体
循
環
に
用
い
ら
れ
る
密
閉
バ
ッ
キ
ン
及
び
シ
ヨ
イ
ン
卜

(2
00
2.
1.
1)

渡
.
1
0
0
0

0

C
を
超
え
る
温
度
に
対
応
す
る
た
め
工
業
的
環
境
で
用
い
ら
れ
る
柔
軟
な
い
し
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
な
断
熱
装
置

(2
00
2.
1.
1)

.
1
0
0
0

0

C
を
超
え
る
温
度
の
た
め
に
ミ
サ
イ
ル
で
用
い
ら
れ
る
剛
性
断
熱
装
置

(2
00
2.
1.
1)

E
U
 

用
ダ
イ
ア
フ
ラ
ム
(
耐
周
年
数
終
了
又
は
適
当
な
代
替
物
が
入
手
で
き
る
ま
で
)

イ
ル
の
み

月
)

-
口

タ
り

式
圧

縮
機

及
び

口
タ

り
ポ
ン
プ

に
お
い
て
使
用
さ
れ
る
羽
根
車

S
O
しl
¥
S

部
例
外
を
除
き

船
舶

へ
の

新
規

設
置

.
 

3
5
0

0

C
を
超
え
る
高
温
下
ま
た
は

7
M
P
a
を
超
え
る
圧
力
下
で
、
火
災
、
腐
食
ま
た
は
毒
性
の
危
険
性
が
あ
る
液
体
の
循
環
に
使

指
定
な
し

条
約

禁
止

(
2
0
0
2
年

7
月
)

用
さ

れ
る

水
密

継
手

及
び

内
張

.
1
0
0
0

o C
を
超
え
る
部
分
で
使
用
さ
れ
る
軟
性
及
び
弾
力
性
の
必
要
な
断
熱
材

N
 

(
Q

 
*
1
9
8
9
年

7
月
に
石
綿
含
有
製
品
の
大
幅
な
規
制
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、

1
9
9
1
年
に
米
国
連
邦
裁
判
所
が
こ
れ
を
無
効
と
し
た
た
め
、
そ
の
裁
定
を
受
け
て

1
9
9
3
年

11
月
に
定
め
ら
れ
た
措
置
内
容
。



塩沢美代子「語りつがねばならぬこと一日本•アジアの片隅から」21

年少女子保護の労基法改正を提言
塩沢美代子

1961(昭和36)年8月27日から9月4日ま 
で、労研の疲労度測定の検査が行われた。
私はそれまでに、何度も実施工場に行って、 

組合役員、婦人懇談会役員と話しあって、調 
査の目的や内容について説明し、被験者をき 
める作業をした。被験者には、始業時、休憩時、 
終業時に、さまざまな検査を受けてもらわなけ 
ればならないし、採血や労働時間中の尿をた 
めるなど、いやがる人もいるだろうから、労研 
の示した基準にあう女性たちに、調査の目的 
や、具体的な検査内容を話して協力を求めた。
女子組合員は、仕事のつらさを実感してい 

るので、予想より容易に、被験者になってくれ 
て、必要人員を得ることができた。調査チーム 
は労研から医師の森岡•小木両氏の他に別 
の部門担当の研究員も動員され、女性アルバ 
イト数名で構成された。調査は2工場あわせて 
9日間、工場に泊りこみで、行なわれた。
受け入れ側として、片倉の婦人懇談会の会 

長で本部専従であり、繊維労連の埼玉県支部 

の活動にも関っていたIさんと私が、労研チー 
ムと行動をともにした。

疲労度測定の内容
疲労度測定は次の方法で行われた。 A作業前後身体機能検査(作業開始直前及び終了直後に、次の検
査を行った。)
1フリッカー値測定
視覚機能を通して、大脳中枢の活動水 

準を知る検査で、食事休憩時にも測定
2 タッピングテンポ
指の屈伸運動速度を、カウンター叩打 

でしらべるもの
3 色名呼称検査
不規則な順序にはられた1センチ角の 

5色の色を、できるだけ早く読み上げる検 
査で、今回は200個の呼称を行った。こ 
れは精神疲労の程度を測定する方法と

30安全センター情報2003年5月号



して、よく用いられる。

4 下腿阿
柑子に座って、ふくらはぎの太さをは

かる。立ち作業による下腿腫脹の指標
とする。
5 体重

労働時間中の発汗量測定の基準とな
る。

6 f号下i品、脈数、血圧
B 作業時間'1'の発汗量測定及び血液、尿

の検有

1 発il'量
作業前後の体重百|剖Iと、その聞の飲水

量及び食事収収量をはかり、尿以外に体
から失われた水分量(腎外水分喪失量)
をもって、発汗量の大小を推定しうる。

2尿
作業中の尿について、ナトリウム・カリ

ウムを分析

3 IIIL液
A工場では交梓勤務時及びH勤時に

分け、 B工場では両日に分け、各1回ず
つ食事休憩前に採 1I1Iし、全IIIL及び111I清

比重、及びヘモグロビン量、 lI( L清蛋円等

を測定

C 質問紙による調査

1 作業後の疲労白覚症状調査
日木崖業衛生協会是正業被労委員会が

選定した質問用紙による。
2 睡眠時問調子モ

睡眠時刻、時間、睡眠良否等を1週間

にわたり各自記入

D 作業中のタイムスタディ

各職種について、実作業中の作業動作
頻度を 10秒毎にスナップリーディング法に

より記録し、労働得度、消費カロリーの推定
に資した。

E 職場内温熱条件
各勤務中3凶、職場の気温、混度を調g定

ハードだった9日間の調査

これだけの検宣を行うには、被験者は始業
の 3~40 分前に、検査の行われる場所にこな

くてはならないし、昼休みも終業後も検査を受

けにこなくてはならない。その上、作業巾に飲
んだ水を計量カップの日曜りで記録し、尿も白
分の容～～にため、作業後には披労自覚制奇

の～該項日をチェックするなど、負担が大きかっ

たが、実によく協力してくれた。

調査する側も、日勤者の場合は、朝6時頃

から準備し、 f主も8時頃には終れるからまだよ

かったが、一二交替勤務者の場合はたいへんだっ
た。

早番の検査は午前3時頃に起きて準備に

かかり、 4時過ぎからはじまる。お昼は後番の
作業開始前の検査から、早番の作業終了後

の検査へとつづく。夜は 10時 30分に終業とな
る後番の検査がはじまり、記録の整理などす

ると1 2時過ぎになる。それから汗を流し、床に

つけるのは午前1時頃になり、目覚まし時計を

3時に設定して眠りについた。
Iさんと私は、検査時の被験者が全員きて

いるかの確認と、何種類もの検査を漏れなく受

けているかのチェック、検査がスムーズにいく
ような場内整問などをやった。検査内容では、
ふくらはぎの太さを巻き尺ではかることしか予

伝えなかった。だから検奇時間以外は、休息
もできたが、労酬の研究員たちは、血液や尿

の分析や、 l場にはいって、作業中の被験者
の、スナップリーディンゲ調杏をやっていた。

これは作業者が一筒所での立ち作業なら、

その後ろに立って、歩行作業なら一緒に歩き
ながら、 10秒ごとに、どんな姿勢でどんな動作
をしているかを記録するもので、 30~90 分くら

い継続する。私は3時閥足らずの睡眠で、フ

ル廻転で働いている研究員の仕事ぶりを、感
心して眺めていた。私たちも、工場棋gと調査チー
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ムとのコーディネーターとして、何かと気をつ

かったり、被験者に脱落者が山ず、正確なデー

タがとれるように、緊張して過したが、被験者の
協力がとてもよくて、無 ')iに予定どおりの調査

が終った。
私にとってもハードな9日間だ、ったが、なぜ

か楽しい思い出になっているo食事のときや、
わずかな休憩時の談笑が而円かったからだ、ろ

う。アルバイトのひとりは、新婚ほやほやの小
木夫人で、何かと冷やかされていた。

分厚い報告書を要約

秋も深まった頃、労併の森|判・小木の両氏
がまとめた、調査報告芹がとどいた。グラフや

表を含めて10センチもありそうな分厚いもので、

詳細な専門的な内容だった。まずこれを私が
読みこなして、重要な部分を誰にでもわかるよ

うに、要約するのが仕事となった。その結果は

次のとおりだった。
1 疲労自覚症状の訴え頻度が非常に高

J。
(労研は同じ調査表で多くの職場で調

査しているが、今回の調宣ではJド常に高

いことが指摘された)

2 下腿囲ののびがいちじるしく両い

(ふくらはぎの太さが作業後にふえる)

3 血液比重、ヘモグロビン量が少ない
(かつて労酬の斉藤氏が行った紡績の

調子王結果より悪く、労働力の消耗を怠味

している。過半数が未成年女子のヘモグ
ロビンの低さは、その作業条件との関連

において注Hされるべき事実である。)

さらに疲労の要因の観察結果として、
1 労働需度がきわめて高いこと

10秒ごとの各瞬間の作業要系を読みとる
タイムスタディにより観察した結巣、各職種

とも、作業要素の転換がきわめて敏速に行

われている。

2 二交梓勤務者は早朝・深夜に及ぶ変則
的中活を強いられること

(1) 疲労皮の訴え率がH勤者より高い
(2) 睡眠障害が多い

(3) タッピング値にみられる、交代勤務者(と
くに後番目)の末梢運動機能低下

(4) フリッカー値の低下が、後番者の作業後

にいちじるしい
(5) 色名呼称検者の成績が後益者が悪かっ

た(粘神披労の科度が大きいことを示す)

(6) 尿のナトリウム、カリウム比が、早苔者に

低く、早朝労働の負担が示される
(7) 早岳者の作業前のフリッカー値、タッピン

グ値、体制等機能面の低水準は、早朝勤

務時に身体の活動水準が、昼間の普通の
レベルにないことを示す

3 作業環境(とくに温熱条件の ftいこと)
(1) 職種によっては発汗量が限界をこえてい

る
(2) 早朝より深夜にわたる気温の時刻孟が大

きいので、冬季は早朝・深夜の寒冷が問題

となるであろう
このような調宣結*を、きわめておおまかに

まとめると、
I 一交皆勤務者の疲労皮は日勤者より

高い

2 日勤者でも疲労皮は医"1'的に問題視
されるほど高い

ということだった。
女子労働者たちの、身体がきついという訴

えは、医学的にも立証されたわけである。

森|崎氏は、「労働生理学的調査結果を総合
して、 15 歳～20歳は基礎的な身体的機能が、

かなり高い水準にあるので、それが労働の遂
行に一面よく適応した状態を現山させているが、

その問に加えられる負担が、以後の健康に好
ましからぬ影響をもつことも再定できない。これ

は将)/(の母体保護の見地からも、社会的に欣

置しではならない問題である」と指摘された。
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労基法改正要望をつけて提出

私は労働協会への報告書には、労研の調

宣結*を、私の解説に誤りがないかチェックし
ていただいた卜で、なるべく詳細に紹介し、こ

ういう状況を改善するには、法的規制に頼ら

ざるをえないという立場で、婦人と年少者保護

条項を再検討し、改止すべき点として、次の点
を提示した。
I 実働8時間について

今同の調査のみならず、 1951 年に斉藤一

氏が紡績労働者について行った調杏におい

ても、繊維労働者の実作業率がたいへん高い
ことが判明している。

千元万別の作業形態のなかで、労働待度
を法的に規制することはできない。本来なら労
働組合法の権利によって、労使交渉によって

解決すべき問題だが、年少久子を主体とする
職場においては、それが小可能に近い。

こういう状況下では、 8時間の実労働時闘

が長すぎると、いわざるをえない。加えて 18歳
をこせば、 1Rに 2時間、 1週間に 6時間、 I年 

に150時間の残業が許されているのは不適当
である。 I手性を守るためにも、総労働時間の

規制をもっと強める必要がある。
2 休憩時間について

労働時聞が6時間をこえる場合は、 45 分、

8時間をこえる場合は、 1時間の休恕を労働時

間 1'"に与えねばならないという規'疋があるが、
立作業で併度のこい労働では、一連続労働時
間をもっと短縮する必虫がある。

3 深佼業について
工場労働では、年少者及びb:.-fの深佼~

は禁じられており、その時間帯は午後 10時か

ら午前 5時となっているが、これを延長すべき

である。
少なくとも1LO条約第89 号の“工業に使用

される婦人の夜業に|対する条約"に不される、

「午後10時より午前 5時までに至る 7時間を合

む 11時間を深夜として、その時間帯は、年齢

にかかわらず婦人労働者を使用してはならな
い」という線まで、ただちに引上げるべきであ

ること。
すでにイギリスにおいて、婦人労働者は、

「午後8時から午前 7時まで」 、ドイツにおいて、
「午後8 A苦から午前 6時まで」の夜業が禁じら

れている例にならうべきである。(ILO条約及
びイギリスとドイツの規定はすべて、 1962年現
杭である)

4 職場気rl r Jについて
女子と年少者の就労を禁じている「著しく暑

熱の場所における業務」の高出上限が民氏
40度となっているのを、 34～5度に引下げ、そ

の範岡内に作業場の温度を調節する設備の

設置を義務づけること。
その他にも、「休 Hの例外規定Jr休憩の例

外規定Jr変形8時間労働制Jr寄宿合の居室
面積Jr二交梓制実施の場合の寄宿設備条件」

についてとり上げたが、詳細は省略する。

そして、労働組合により労使の力関係を対

等に保つことのできない、年少女子主体の労
働現場では、労働基準法のみがよりどころで

あることを強調したのである。

夜、はこの調査報告書を、「繊維婦人労働者
の立場からみた、現行労働基準法の問題点」

というタイトルで、日本労働協会に提出した。
労基法の問題点を指摘し、具体的に改止の

袋望を述べたこの報告占は、協会内で問題と
なったようで、なかなか発行されなかった。

前年の報告占が、 3月 20 日に提出し、 4月

10 lJに発行されたのに、今凶も|司じ Hに提出
したのが、やっと 7月 15 l Jに発行された。 3か

月もめていたことになるが、おそらく制手理事
が、がんばって発行に至ったものと推測され
る。 I, t j ｛文のままH本労働協会調査研究資料

N O . 5 9としてHの目をみたのである。
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

ドキュメント

アスベスト禁比をめぐる 
世界の動き

EUの新たなアスベスト作業規制指令
Directive 2003/18/EC, 2003.3.27

職場におけるアスベスト曝露に関連したリスク 
からの労働者の防護に関する理事会指令 

83/477/EECを改正する欧州議会 
および理事会指令2003/18/EC

2003年3月27日

欧州議会および欧州連合理事会は、
欧州共同体設立条約、およびとりわけその第 

137条第2項を考慮し、
社会的パートナーおよび労働における安全、衛 

生および健康防護に関する諮問委員会との協議 
を踏まえた［欧州］委員会の提案［2002年1_2月号 
71頁参照］を考慮し、
欧州経済社会評議会の見解［2002年4月号46頁 

参照］を考慮し、
地域評議会と協議し、
同条約第251号に定められた手続に従って、

(1)理事会が、アスベスト曝露からの労働者の防 
護に関する1998年4月7日の結論において、現 
在最もリスクのある労働者、とくにアスベストを除 
去する労働者およびサービス•保守整備(メイン 
テナンス)業務において突発！^にアスベストに遭 

遇する労働者に再度焦点を当て、防護措置を適 
用させることのメリットをとりわけ考慮して、委員会 
に対して指令83/477/EECを改正する提案を提 
出するよう促したこと

⑵それらの結論において、クリソタイルへの曝露 
限界、および世界保健機関(WHO)が採用した 
手法に基づいて行われた大気中のアスベストの 
測定方法に関するより詳細な調査研究を考慮し 
て、指令83/477/EECを改正する提案を提出す 
るよう、委員会が求められたこと

(3)経済社会評議会が、その見解において委員会 
に対して、労働者に対するリスクを削減する新た 
な措置を求めたこと

⑷特定の有害化学物質および調剤の流通およ 
び使用の制限に関する加盟諸国の法令および 
行政規定の接近に関する［直近では委員会指令 
2001/91/ECにより改正されたかたちで〇］1976 
年7月27日の理事会指令76/769/EECによって 
導入された、2005年1月1日から発効するクリソタ 
イル•アスベストの流通および使用の禁止が、労 
働者のアスベスト曝露に重要な削減をもたらすで 
あろうこと
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(5) すべての労働者がアスベスト曝露に伴うリスケ

から防護されるべきであること、およびそれゆえ
海上および航空輸送に姐用される除外［規定］は

削除されるべきであること
(6) 各繊維の定義を明解にさせるために、それら
が、鉱物学的用語において、また該~する化J予

物質情報検索サービス (CAS) 醤号に団して、の

双 )jにおいて再定義されるべきであること

(7) アスベストの流通および使用に関する他の共

|可体の規定を伝言することなく、アスベスト曝露を
伴う活動を制限すξことが、かかる曝露に伴う疾

病の予防に重要な役割を果たすべきであるとと

(8) アスベスト曝露を伴う活動に対する脳出システ

ムが、新たな作業の状況に対して適合されるべき
であるとと

(9) アスベストの摘出またはアスベスト製品の製造

および加工あるいは惹圏的にアスベストを含イJ
させた製lf1 rの製造および加上中における、労働
者をアスベストに曝露させる活動を恨絶すること

が、それ巳の曝露レベルが高くかっ予測できない
ものであるという観長から、重要であるとと

(1 0)最新の技術的ノウハウを考慮して、大気中の

アスベスト・レベル測定に用 IIられる試料採集お

よび繊維測定方法を、より粘併に明示する必要

があること

(1 1)それ以下でaれはアスベストががんリスクを伴
わないという、 H暴露関伯を催定する三とがたとえい

まだ可能ではないとしても、アスベストに対する職
業曝露の限界値が引き下げられるべきで変るこ

と
(1 2)使川者は、何らかのアスベスト除ぷフoロンヱケ

卜を開始する前に、建築物または設備における
アスベストの存夜または推定される存存を記録し、

かつ、建築物の内部または建築物|でそれを使
用、保守整備、またはその他の活動をfTう j占県と

してアスベストに曝露するかもしれない他者にと

の情報を周知しなければならないこととすべきで

あること
(13)解体またはアスベスト除去作業は、労働者を防

護するためにとられるべきあらゆる JIJ心に精通
しているとLη 保証の毛とで実行されξということ

ことが碓保されるべきであること

(14)アスベスNご曝露しまたは曝露しそうな労働者
に対する特別なトレーニングが、~該H民総に伴

うリスケを大いに低減させるために、提供されるべ
きであること

(15 )指令 83/477/EEC において提供されるH暴露咲

保および医学的記録の内容を、職場における発

がん物質への曝露に伴うリスケからの労働者の
防護に関する用事会指令 90/394/EEC (［7,ー

ムワーケ］指令 89/391/EEC第 16条第1顧の趣
肖にヰ卦ナる6蕎自の個別指令)に規定される語録

に沿ったものに主らせるべきであるとと

(16)曝露労働者の臨床的サーヴェイランスに団す
る実践的な勧告が、アスベス H=:関連した病理の

早期発見の観点力、ら、 E主新の医 "t的知見に沿っ

たものに更新されるべきであること

(17)提案された行動の目的、すなわち職場におけ
るアスベストへの～践に伴うリスクからの労働者

の防護の改善は、 JJU悶諸国によっては十分にj土
成できず、それゆえ行動の規模および影響とい
う理由から、共同体レベルでより効果的に達成で

きξことかう、［同州共同体設す］条約第5条に規

定される補完性の原則に従って、措置を採用す

るとととなる。同条に規疋される均等性に従って、

本指令が当該R的を達成するために必山なこと

を超えるものではないこと
(18 )本指令に含まれる改止力えJ域内市場の社会的

広がりの創造に向けた具体的な貞献をなすこと
(19)これ巳の改疋が、 '1'小企業の育成と発民に係

る不必要な負荷を引き起こさないようにするため

に、最小限にかぎられたものであること

(ヨ1)指令83/477/EECがそれゆえ適宜に改王され
るべきであること

に鑑み、

本指令を採択した。

第1条
指令83/477/EECは、これによって、以下のよう

に改止される。

1) 第I条のうち、第2以は削除される。

2) 第2条は、以下によって置き換えられる。
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|アスベスト童書泌をめぐる世喜界の動き E

「第 2条

本指令において、「アスベスト」とは、以下の繊

維状正酸塩を志昧する。

Asbestos actinolite ,C AS No 77536-66-4ホ 

Asbesto s gruenerite (amosite) ,C AS No

1217 2-73-5 ホ

Asbestos anthophyllite ,C AS No 77536

67-5キ

Chrysotilc ,C AS No 12001-29-5* 

Crocidolite ,C AS No 12001-28-4*

Asbestos tremolite ,C AS No 77536-68-6*

*ケミカル・アブストラクト・サービス( C A S )の繋

鉱益号」

3) 第3条のうち、

(心第 3 J頁は、以ドによって置き換えられる。

r3 労働背の曝露が散発的か三｛氏強度である

ことを条件とし、かつ、第2項に規定するリスク

アセスメントの結果かう、作業区域の大気中に

おいてアスベストに係る曝露限界を超えないこ

とが明らかである場合、 $4、15および 16条は、

作業が以卜を伴う場台には適用されない。

ω 非飛散' 1 " 1物質のみを取り扱う、照時|山、非

述続的な保守整備作業

(b) アスベスト繊維が物質の思幣l何で強閣に結

合している、 J削嘉していない物質の、それを劣

化させることのない除去作業

(c) 良い状態のアスベスト含有物の封じ込めま

たは封印

(ct ) 大気モニタリング才うよび管理、および特定の

物質がアスベストを含有するかどうかを確認す

るための試料採集」

(b)以下の項が挿人される。

r3a 加盟同は、同 1-'1の法令および、慣行に従い

社会的パートナーと協議したうえで、第3叫に

規定する散発的かっ低強度の曝露を判定す

るための実際的なガイドラインを定めなければ

ならない。 」

4) 第4条は、以下のように修了Eされる。

(a) 第 2)号は、以下によって置き換えられる。

r2) 園内の法律、規則および行政規定に従い、

使用者により、加盟国の責任ある機関に対し

て、作業を開始する前に、脳出が提出されなけ

ればならない。

届,'1iには、少なくとも以卜に関する簡潔な記

述を台めなければならない。

(a) 作業場所の位置

(b) 使用されているかまたは取り扱うアスベスト

の樋煩および量

(c) 閣速する作業および子順

(d) 関与する労働斉の数

(e) 作業の同始Hおよび期 IUJ
(f) 労働者のアスベスト曝露を制限するために

とられる措置」

(b) 第 4 )号は、以下によって聞き換えられる。

r4) アスベストまたはアスベスト含イJ物からの

粉じんへのH暴露を著しく増加させる結果につな

がりそうな作業条f'1の変化が乍じるごとに、新

たな届山が提出されなければならない。」

5) 第5条に、以卜の項［段必］が追加される。

「アスベストの流通および使川に閃すξ也の共

同休の規定の適用を侵出することなしに、解休お

よびアスベスト除去の結果としての製1f1 1の処理お

よび廃棄を除き、アスベストの摘出またはアスベ

スト製品の製造および加工あるいは惹圏的に加

えたアスベストを含有する製l日の製造宇3よび加上

は、禁止される。 J
6) 第6条は、以下によって置き換えられる。

「第 6条

第3条第1J良に規定するすべての作業に閲し

て、作業場所におけるアスベストまたはアスベス

ト含有物から生ずる粉じんへの労働者O)H暴露は、

とりわけ以下の手段によって、最小限に伐減され

なければならず、かつ、いかなる場合にも、とりわ

け以下の措置によって、第日条で定める限界値

を下|門|らなければならない。

(1)アスベストまたはアスベスト含イl物カも生ず

る粉じんに曝露するか、または、 H暴露する可能

刊のある労働者の数は、可能な最低限の数に

制限しなければならない。

(2) 作業千順は、アスベスト粉じんを生じないよ

うに、それが寸、可能であることが明らかな場合

には、アスベスト粉じ/しの大気 '1'への飛散を避
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けるように、設計されなければならない。

(3)アスベストの取り扱いに関わるすべての設

備および機 ～iiは、定期的かつ効果的に、消Jitl

および保守整備が可能なものでなければなら

ない。

(4)アスベストまたは粉じん飛散性アスベスト含

有物は、適切に封印された制包のなかに、貯

蔵主よび運搬されなければならない。

(5) 廃棄物は、ロJ能な限り速やかに、適切に封

cpされたアスベストを台有していることを示すラ

ベル付きの梱包のなかに収集され、かつ、作

業場所から撤去されなければならない。との措

i肯は、採掘作業には適川されない。当該廃棄

物は、その後、 1991年12月12 F1の理事会指

令91/689/E E Cに従って、処瑚されなければな

らない。」

7 )第7条は、以下によって置き換えられる。

「第 7条

I 初|門|のリスケアセスメントの結果に応じ、およ

び、第日条で定める限界値の遵守を確保する

ために、定期的に、作業場所における大気中

のアスベスト繊維の測定が実施されなければ

ならない。

2 サン7'1)ングは、アスベストおよびアスベスト

含有物から十じる粉じんへの、労働者¢同人

曝露を代表するものでなければならない。

3 サンプリングは、事業場内の労働者および、/

またはその代表と協議したうえで実施されなけ

ればならない。

4 サンプリング、は、適切な資栴のある者によっ

て実施されなければきならない。採取されたサン

プルは、繊維計調JI機出を備えた研究室におい

て、第6 J買に従い、分析されなければならない。

5 サンプリングの|時|山は、測定または|持山JJU
量計算により、 8時間参照期間(1シフト)につ

いての代表的H暴露を催定できるようなものでな

けれはきならない。

6 繊維数の計測は、可能な場合は必ず、 1997

年のWHO(世界保健機関)の勧告する方法

*または|可等の結果が得られる何らかの方法

に従って、 PCM(位相差顕微鋭)により実施

されなければならない。

大気'1'のアスベスト測定の目的については、

長初の柿項でふれたように、長さが5マイクロ

メーターを超え、 l幅が3マイクロメーター未満、

かつ長さ/幅の比が3: 1より大きい繊維のみが

考慮される。

ネ大気中の繊維濃度の測定。勧告された｛,;

相日差光学胤微銑による)j法(メンブレイン・

71)レター法)、 WHOヲ Gcncva1997 (iS 

BN9 2 41 54496 1) 0 J
自) 第R条は、以下によって置き換えられる。

「第 8条

使川者は、いかなる労働者も、 81時|自I11寺山川

重平均( T W A )でl c m J当たり0.1繊維を超える

大気中のアスベスト濃度に、曝露するととがな

いないようにしなければならない。」

9) 第9条のうち、第l項は削除される。

10) 第 10 条は、以卜のように修止される。

(a) 第1 J良江うち、最初の補司自［段落］は、以下によっ

て置き換えられる。

「第 8条で定める限界値を超す場合には、限界

を超えた理山が確認されなければならず、かつ、

可能な限り速やかに、状況を改善するために適

切な措置がとられなければならない。」

(b) 第3羽は、以下によって肯き換えられる。

r3 他の子段では曝露を低減できない場合、

および、限界値を遵守するには個人呼吸用保

護具の着JIJが必'~とされる場合には、これ［個

人保護只の使用］が永続的であってはならず、

厳絡に個別労働斉にとっての必要段小限必要

な範阿にとどめなければならない。かかる器具

の使用を必要とする作業期間は、適切な場合

には、同内の法律および、慣行に従って、労働

者および/またはその代表と協議して、物理的

および気候的状況にふさわしい休憩のための

条頃が設けられなければならない。」

11)以下の条文が押入される。

「第lOa条

解体または保守整備作業を開始する前に、使

JIJ者は、適当な場合には設備の所有者から情報

を得ることにより、アスベストを含イJしていることが
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疑われる物を確認するために必l止なすべての手

順がとられなければならない。

物または建物のなかにアスベストの存存が何

かしら疑われる場合には、本指令の適 JIJできる

規定が遵守されなければならない。

12) 第 11条のうち、第l項は、以下によって置き換

えられる。

［1 大気'1'のアスベスト濃度を制限するため

のi守的予防措置にもかかわらず、第日条で

設定される限界値を超えることが予測される、

解体、除去、改修および保守整備などの一定

の作業の場台には、使用斉は、労働者が～該

作業に従事するIUJに労働者の防護を確保す

るための、とりわけ以下の措置を、決定しなけ

ればならない。

(心労働者は、着川しなければならない、呼吸器

および他の個人保護機器を支給されなければ

ならず、かっ

(b) 第8条に定足る限界値を超えることが予測

されξことを指摘する、警告表示が掲げられな

ければならず、かつ

(c) アスベストまヨよひマスベスト台有物から恒じ

る粉じんの当該設備または作業場所。コ外部へ

の 1く散が防止されなければならない。」

13) 第 12条第2羽のうち、最初の2つの補r~ ［段

落］は、以下によって置き換えられる。

［2 第1頃に規定する古|固には、作業場所に

おける労働者の安全と健康を確保するために

必要な措置が記載されなければならない。

百|画には、とりわけ以卜のととを明記しなけ

ればならない。

アスベAト主よび/またはアスベスト含イl製品

は、アスベストおよび/またはアスベスト含有

製品がその場に残された場合よりも労働者

により大きなリスクを引き起こすことになる均

台を除いて、解体手法が適用されるがIに除

ぶされるべきである。

必要な場合には、第 11条第l項 (a)弓に規

定する倒人保護機～～が与えられなければな

らない。

アスベスト解体または除去作業か完了した場

合には、作業場所にアスベスト曝露のリス

ケが存在していないことが、国内の法令お

よび慣行に従って実証されなければならな
L 、A。

14) 以下の条文が挿入される。

「第 12a条

1 使 JIJ者は、アスベスト台有粉じんに曝露す 

るか、または曝露しそうなすべての労働者に対

して、適切なトレーニングを提供しなければな

らない。かかるトレーニングは、定期的な|山隔

で、かつ、労働者の費用負担なlA士、提供され

なければならない。

2 トレーニングの内容は、労働者にとって理解

しやすいものでなければならない。それは、予

防および安全、とりわけ以下に関する必要な

知識および技能を、労働者が宵得できるように

するものでなければならない。

(心アスベストの特性、および、喫停の相乗的効

果を台めた、その健康に対する影響

(b)アスベストを含イlしていそうな製品または物

の種類

(c) アスベスト曝露につながる可能刊のある作

業、および、曝露を最小化するための予防的

管聞の重要性

(d)安全な作業慣行、管理および防護機器

(e) 呼吸器の適切な役初、選択、限界および適

切な使用

ω緊急|時の手順

(0汚染除去子順
(h) 廃棄物処理
(i)健康診断のl止求事項

3 アスベスト除去作業者向けの卜レ ニングの

実際的ガイドラインが、共同体レベルで開発さ

れなければならない。

第 12b条

アスベスト解体または除去作業を実施する前

に、企業は、この分野における能力［を有してい

ること］の証拠を提供しなければかろない。証拠は、

玉| 11人jの法律および/または慣行に従って策疋され

なければならない。」

15) 第 14条第2項のう弘 (b)片は、以下によって
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聞き換えられる。
r(b) 結以が第8条で定訟る限界｛置を起した場
台は、~該事業または企業に才j灯る関係労働

者およびその代表は、その事実才うよびその理
向を可能な限り速やかに知らされなければな

らず、かつ、出該事業または企業の労働者お

よび/またはその代表は、とられるべき品商に

ついて協議さオ1なければならず、ないし緊急時

においては、すでにとられた措置について知
らされなけれはきならない。

16) 第 15条江うち、第3月は、以下によって置き挟

えられる。

r3曝露終f後に受けるかもしれない何らか
の健康アセスメントに閣する情報および助百

が、労働者に与えられなければならない。

pi( !lliまたは労働者の医学的サーヴヱイラン
スに責任をイlする機関は、曝露終了後、関係

労働者rJ:健康を守るために必要と彼らが考え
る限り、医学的サーヴェイランスを継続しなけ
ればならないと指示するかもしれない。

かかる継続的医J字的サーヴェイランスは、

何々のJJU閣諸国の法律および慣行に従って、
実施さオなければならない。」

17) 第 16条のうち、第2号は、以卜によって置き換

えられる。

r2 第l弓に規定する登録、および、第 15条 
第1号に規定する医守的記録は、同内の法律

および/または慣行に従って、曝露終(1:去、少

なくとも4 0年間保存されなければならない。」
18) 第 16 条に、以下の号が挿入される。

r3第2号に規定する諸文書は、当該企業が

事業を '1'止する場合には、国内の法律およ
びソまたは慣行に従って、責任ある機関が入手

できるようにされなければならない。」

19) 以下の条文が押人される。

「第 16a条

川県国は、本指令に従って採択される国内の

法令に泣以した場合に適用すξことのできる、適
～な罰則を提供しなければならない。」

20) 別添Iは、削除される。
21) 日JI添 IIのうち、第3月は、以下によって置き換

えられる。

r3労働者の健康診断は、労働医学の原則l
および慣行に従って実施さオなければならな

い。それには、少なくとも以下の Hli簡を含めな

ければならない。
労働斉の医'7'的および職業的履席の記録

の保存

個人間診
一般的な、とりオ:対胸部に青皮した、臨床検

査

11市機能検査(呼吸流量および卒)

医H市および、/または健康サーヴエイランス

に責任ある機関は、不IjJIJできる最新の労働

衛生の知見に照らして、同寺疾細胞診または胸
部エックス線»真あるいは濃度断層撮影

Ctomo densi tome try)などの、｝口)別検杏を決
定しなければならない。」

第2条
1 JJII盟団は、遅くとも［本指令の発効カル3 3年

以内］までに、木指令に適合するために必要

な法律、規則および行政規定を実行しなけれ

ばならない。 JJII盟国は、それについて、ただち

に委員会に通知しなければならない。
加閣|玉|がこれら『措置を採用する場合には、

本指令への参照を合むか、または、公式発行
にあたってかかる参照をともなわなければなら
ない。かかる参照をする方法が、加問 1］;1によ

り定められなければならない。

2 加盟国は、木指令が適用される分野におい
て採肘する|玉|内法の条文を、委員会に伝達し

なければならない。

第3条

本指令は、欧州連合の広報にJt :哉されたHに

発効するものとする ［4月 15円付けの Official

Journalに掲載された］。

第4条
木指令は、加盟各国にあてたものである。

※J辰之は、 http:// europa. eu. in t /eur -lex/ en/ da t /
2003/1 097/1 0972∞ 30415en004R0052.pdf
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

事前の情報に基づく同意：アスベスト、農薬、鉛
Environmental News Service, 2003.3.11

ローマ、2003年3月11日一政府指名専門家 
の委員会が行った勧告がロッテルダム条約のもとで 
承認されれHf、貿易管理のための化学物質の国際 
リストが、すべての種類のアスベスト、3つの農薬［駆 
除剤］と2種類の鉛を含めるように拡張される。この 
国際条約は、一覧表に載った有害物質を輸出する 
国に、貿易手続を行う前に輸入国から事前のかつ 
情報に基づく同意を得ることを要求している。

この条約はまだ発効はしていないものの、暫定的 
に、各国政府が、ボランタリーベースで条約の事前 
のかつ情報に基づく同意(PIC)条項を適用するこ 
とに同意している。26の農薬と5つの工業用化学物 
質が、暫定PIC手続の対象になっている。今回専門 
委員会によってリスト掲載が勧告された化学物質は、 
この暫定PIC手続に新たに追加されるものである。
先週、ローマにおける1週間にわたる会議の最後 

になされた、これらの化学物質に関する専門家の 
勧告は、11月17-21日にジュネーブで、国際貿易の 
対象となる特定の有害な化学物質および駆除剤の 
事前のかつ情報に基づく同意(PIC)手続に関する 
ロッテルダム条約の政府間交渉委員会で議論され 
ることになる。
条約の当事者である各国政府によって承認され 

れば、これらの化学物質と農薬は、事前のかつ情 
報に基づく同意手続の対象となる。

PICリストに追加される新たな農薬は、殺虫剤、除 
草剤や殺菌剤として使われるのDNOC ［ジニトロ •才 
ルソ•クレゾール］である。これは、人間に対してき 
わめて有毒で、他の生物にもハイリスクをもたらす。 
ペルーおよび欧州連合における禁止によって、レ 
ビュー手続が開始された。

ある有害性の高い農薬の調剤は、セネガルによっ 
てはじめられた。この農薬の調剤には、殺菌性ベノ 
ミル•サイラムと有害性の高い殺虫斉!!カルボフラン

の混合物が含まれる。これは地元ではGranox 
TBC, Spinox Tの名前で売られている。
病気や死亡の報告がセネガル政府に、農業地帯 

における中毒事件の地図の作成を促した。種子の 
処理のためにピーナッツ農家で、Granox TBC、 
Spinox Tが粉末の形状で使われていることがわ 
かった。農民たちは、ナッツの一つひとつが種子を 
落とすよう、真剣に取り組んでいて、この農薬を手 
順に取り入れた。その結果が、数千件の発熱、胸や 
腹部の痛みなどの中毒と、多数の死亡であった。
開発途上国では、農民の化学物質との接触を防 

ぐために、しばしば種子を処理して、機械を使って種 
をまくこと;^ある。
委員会による農薬のパラチオンのレビューは、 

EUとオーストラリアにおける禁止が引き金になった。 
他の有機燐殺虫剤と同様に、「パラチオンは、とりわ 
け、保護衣や適切な用具の欠如が、人々の農薬と 
の直接接触を起こしやすくさせている開発途上国に 
おいて、何十万もの農業労働者に急性ハザードを 
引き起こしている」。

パラチオン中毒は、吐き気、下痢、眼のかすみや、 
重篤な場合には呼吸抑制、痙攣や死を引き起こす。 
パラチオンの特定のきわめて有害な調剤［メチル• 
パラチオン］はすでに条約のリストに載っているが、 
今回、それ以外のパラチオンの調剤も暫定PIC手 
続に追加するという勧告により手順が開始され、こ 
れは2004年後半に結論が出される予定である。

ガソリンや石油の添加剤として用いられる2種 
類の一四エチルと四メチル•一鉛も、規制が勧告され 
る有毒化学物質のリストにはすでに載っている。「石 
油やガソリン中の鉛が、とりわけ子供の、健康に対 
する深刻なリスクであることは、何年も前から知られ 
ていた。調査研究結果は、道路付近や有鉛石油が 
使用される農業地帯に住む子供たちが、知能指数
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の低下を含む永久的脳損傷を蒙る可能性があるこ 
とを論証してきた」と委員会は述べている。
専門家たちは、2005年までに、これらの鉛混合 

物を「迅速に地球規模での段階的禁止」するよう求 
めた。持続可能な開発のためのヨハネスブルグサ 
ミットの実施計画およびUNEP ［国連環境計画］理 
事会によって、同様の措置が示されてから12か月 
が経過している。
彼らは、暫定PIC手続の対象となっていない残る 

すべての種類のアスベスト［クロシドライトは掲載済 
み］に関して、一致した。政府間交渉委員会が、5種 
類のアスベストーアクチノライト、アンソフィライト、 
アモサイト、トレモライトおよびクリソタイルーを、こ 
の条約による事前のかつ情報に基づく同意が必要 
な貿易リストに載せるよう勧告した。

ロッテルダム条約は、有害化学物質の健康•環境 
リスクに対する関心の高まりに応えて、国連環境計 
画(UNEP)と国連食料農業機関(FAO)の提唱に 
より、1998年に採択された。
同条約は、輸入国に、潜在的有害化学物質を確 

認し、安全に管理できないものを締め出すために必 
要とする手段および情報を提供するものである。貿

易が認められた場合には、ラベル表示の要求事 
項および潜在的な健康•環境影響に関する情報 
［提供］の条項が、化学物質の安全な使用を促進 
する、とロッテルダム条約事務局長がそのウェブサ

% 原文は、http://ens-news.com/ens/mar2003/
2003-03-11-01.asp.UNEP/FAO/PIC/OCRC.
4/11暫定手続への化学物質の包含：決定手 
引書草案の検討ーアスベスト(http://www/
pic.int/incs/icrc4/ml 1)/English/ICRC4-
11e.pdf、61頁)等も入手できる。

※日本政府は、「国際貿易の対象となる特定の有 
害な化学物質及び駆除剤についての事前のか 
つ情報に基づく同意の手続に関するロッテルダ 
ム条約」(PIC条約)の締結についての承認を今 
国会に求めている(1999年に条約に署名済み)。 
本条約は50か国の締結より発効することとされ 
ているが、2003年2月7日現在で40か国が締結 
済み。ヨハネスブルグサミット実施計画において
2003年末までの発効をめざすことが目標とされた。
2002年4月号49頁も参照されたい。

豪•ヴfクトリア州の改正アスベスト規則が発効
Risk Review, Australia, 2003.2.1

2003年2月1日、改正された労働安全衛生(アス 
ベスト)規則が発効した。

これらの規則改正は、1992年に発行された前の 
規則の日没時に起こった。本改正は、職場におけ 
るアスベスト•リスク管理責任の様々な問題を扱って 
おり、すべての種類のアスベストに対して同一の曝 
露基準を適用し、また、免許をもたない業者による 
アスベスト除去の禁止措置を強化した。

アスベスト曝露が健康に対するリスクを引含起こ 
す可能性のあるあらゆる状況を対象とするために、 
占有者と使用者各々の責任を明らかにするために、 
個別の義務が規定された。

これらの義務は、本質的に、各々の関係者が効 
果的に管理することのできる建物または施設の様々 
なケースをカバーしている。
使用者はまた、その事業の実施によって生ずる 

その場のアスベスト曝露のリスクをアセスすることを 
義務づけられた。
以前からの青および茶アスベストの使用禁止に 

加えて、新たな製品に対する白アスベストの使用も、 
2003年12月31日から禁止される(その時点で据付 
または設置済みのアスベストを除く)。

アスベストの確認検査ではアスベストの存在がはっ 
きりしない、または、アスベストが含有されていそうで
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はあるが手をつけがたい灰域がある場合には、ア
スベストが存在している毛σと想定しなければならな

い(あるL斗立、示認された分析斉に分析してモらう)。

以前の規則のもとで実施されたすべてのリスケア

セスメン卜(監査)は、見直されなければならず、必要

な場台には、 2004 年2月1日以前に改訂さオ1なけれ

ばならない。

リスクアセスメントは、何らかの変化があった場合
には見直されなければならず、また、リスク(または

以前の監査報告中の勧告)に応じて、 5年を超えな
い期間ごとに見直されなければならない。

アスベストに関連した記録は、 J!l~期限に保存され

なければならない。

リスクアセスyントの写しは、 (占イl者については)
入肘昔、および、(使用者については)安全衛生代

表が、入手できるようにするか、および/または、提
供しなければならない。

アスベスト除去作業は、免許を受けた除去業者
によって実施されなければならない。

.アスベスト曝露から人々を守るために
要求されること

占有者 職場を管理するもの

而有者は、 i主主主物の所有者であったり、テナント

や建築業者であったりするにれは賃貸契' i ' )や契4 t ' - J
の内容による)。

而有者のよな義務は以下のとおり。

アスベストが存在するかどうかを確認し、アスベス

トが主る場台には、リスクアセスメント(航査)を実

施する。

.［ アスベスト含イJ ］物を除去すξことによって、また
それが現実的でない場台にはその物を凶い込
むことにより、それでもなおリスケが残る場合に

はその物を封じ込めることによって、リスケを管
聞する。

-変化があった場合には、リスクアセスメントの見

直しまたは改訂を行い、また、少なくとも5年ごと
に見直しを行う。

・リスケアセスメントの写しを、すべての入居者に提

供する。

-業者にアスベストの除去を依頼した場合には、作

業の依頼を受けた者は、作業の当該場所および
隣接した区域の従業はに通知しなければならな
しミ。

-作業江依頼を受けた者は、除去作業が屋内で実

施される場台、または屋外で作業が他者にリスケ

を及ぼす場合には、大気モニタリングを準備しな
ければならない。

・作業広依頼を受けた者は、作業現場に人々が反

す前に、第=者による清掃証明を得なければな

らない。

使用者職場で一人または複数の労働者を雇

用する者

主な義務は以卜のとおり。

・山有者から、アスベストの確認およびリスクアセ
スメン卜の写しを人子する。

・占有斉により修認されたアスベストとの関連で、使

JIJ者が行う活動によってやす、る追加的リスクを確

認し、占イJ者に届け出る。

-使用者が管問する施設にアスベストが存存ーする

かどうかを確認する。
-アスベストが、とりわけ使用者が直接管理する何
らかの施設および、建物の区画に、存有するI場台

には、リスケアセスメントを実施する。

.［ アスベスト含イJJ物を除去することによって、また
それが現実的でない場合にはその物を凶い込

むことにより、それでもなおリスクが伐る場合に
はその物を封じ込めることによって、リスクを管
瑚する。

-変化があった場合には、リスケアセスメントの見

直しまたは改訂を行い、また、少なくとも5年ごと
に見直しを行う。

・リスクアセスメントの写しを、安全衛乍代表に提供
する。

・使用者が業者にアスベストの除去を依頼する場

合には、 r ' i有者に対するものと|司じ民ボ 町T内

事項が適用される。［以下省略］ 祉岨

※ http://www.nocl-arnold.com.au/ri skr c vi cw

article.html?relevant id=168o http://羽市r仇7

workcover .nsw .gov .au/index .aspも参照。
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4月1日労災保険(料)率改訂
介護補償給付も引き下げ

どんどん上がる雇用保険料率
Q君：なんか大変ですね。雇用保険なんていう地味な感 

じに思っていた制度が、近ごろ新聞にしょっちゅう出て 
るじゃないですか。しかも、給付が増えて,財政が困るか 
ら保険料を上げるだとか。

A氏：そうだね。雇用保険料は去年、年度途中だってい 
うのに上がったね。ちょっと前まで事業主負担分と労働 
者負担分あわせて千分の11.5なんて額だったのに、そ 
れが15.5になって、去年の10月からは17.5だ。まあ失 
業率が今の状態だから、大変な状況というのははっき 
りしてるね。

Q：テレビを見てたらこんな状況だっていうのに、何百億 
円の保養施設とかやたらと立派なテクノ何とかセンター 
なんかが雇用保険のお金で建てられているなんて言っ 
てたけれど一体どうなってるんですか。

A：それは、事業主負担分のうちの3.5は雇用三事業分 
として徴収されて、そのうちの「雇用福祉事業」に含まれ 
ている事業なんだろうね。たしかにこのご時世で、なん 
であんなものが雇用対策で必要なのかなんて誰もが思 
う事業があるよね…。ま、それはともかく、雇用保険料 
はまだ上がるよ。

Q：えッ、いつですか。
A：去年上がったときに、今年の年度途中でもう一度上 

げるという話だったんだ。
Q：たしか保険料というのは、毎年3月末で締めて年度 

ごとに申告するんでしたよね。途中というのはややこし 
くないですか。

A：たしかにそうで、結局は年度途中は避けるということ 
と、この経済情勢でまた負担を増やすのはよろしくない 
と、結局は平成17年度に引き上げをするということで落 
ち着いたんだ。

本当にいいのか業種ごとの保険率
Q：雇用保険のことはそのぐらいにして、問題の労災保 
険の財政はどうなんですか。これほど不況で、仕事が減っ 
ているとなると、労災も減っているんだろうから結構豊か

7こったりして。
A：仕事が減っているということは、災害発生数にも影響 

があるけれど、その分賃金も減っているから集まる保険 
料も減るということになるよね。

Q：ああ、そうか。で、労災保険料っていうのはどういう決 
め方をしてるんでしたっけ。

A：簡単にいえば、一定期間の保険の給付額を業種ごと 
に合計し、そこから徴収する必要のある額をはじき出 
して、労災保険率というのを決めているんだ。だから労 
働災害が多く発生している業種は、保険率が高いとい 
うことになるね。

Q：支払った合計額をもとに計算するというと簡単なよう 
な気がするけど、そう単純でもないような。たとえば衰退 
している業種の保険料なんていうのはえらく高くなった 
りしませんか。

A：もちろんそういうことがあるから、たとえば鉱業なんか 
は、じん肺や振動病などの職業病や、死亡災害が多かっ 
たけれど、いまこの業種に就いている人の数が少ない。 
そういう場合には調整をすることになっている。それに、 
そもそも労災保険の給付には、年金給付というのがあ 
るよね。たとえば去年に亡くなった人の遺族は、去年に 
給付を受けるだけではなく、今年も来年も年金の給付 
を受け続けることになる。ということは、将来分の予測 
も保険率の計算のうちに入れておかなければならない 
ことになるよね。

Q：あんまり深く考えると、分からなくなりますね。しかし、 
災害の多い業種は負担が大きく、そうでない業種は小 
さいというのも変じゃないですか。

A：なんでそう思う？
Q：だれも、どの経営者も自分や自分の会社の社員が労 
災に遇って欲しいなんて思ってないでしょ。でも、労災の 
多い業種は、それだけ危険だけれども世の中が成り立 
つためには必要なんだから、みんなで分かち合うべき 
ということになりませんか。

A：とても素晴らしい意見だと思うね。しかし、現在の政 
府の考え方としては、業種ごとの災害防止努力というよ 
うな部分に力を割いているし、保険料は結局のところ価 
格に転嫁されて、回りまわって国民の負担になるとも考 
えられるよね。
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|労災探検f料JI著書の改訂 E

Q 分かったような分力もんような

A 実はいまのιu今年の保険率改正に少し関係主るよD

雇用保険の引き上げ負担を緩和

Q ええ、たしかこの問、改定されたば均、りだったでしょ。

A 一昨年の4月に改定されたばかり。 3年ごとに改定

するということになっているから木斗は今年改lとするは

ずないよね。ところが前倒しでこの 4J J l円カら変わるこ

とになったo理由は三う, ,っている。

「近年、労働災害が大中日に減少して l'ること等により、

労災保険事の引下げが可能な状祝にaるとともに、今

日の経消情勢の卜で相対的に負担感がi暫してL渇状

況にあること等から、速や均斗こ労災i仔7
をf行了い、干成白15引イ1'4J川Jに改定することとする。」

さっき, ,ってた雇用保険の値 hげとリシクしてるんだ。

下げられるところは下げてしまえということだ。

Q で、どれくらい下がってるんですか。

A 保険半表(仲良表参照)を見てご「札。軒並み卜がる

か据え置き。半均して千分の 下がってる。

「木材伐出業」消滅苦肉の策

Q ほお～ 。コリャなんですかね。表左の今番上、林業 

が一つになってるじゃないですか。「本 Jt同業」なんて

「ノ主力発電施設、寸九サ量等新設事業」と市んで、千分の

13 3なんてとんさもない保険率だコたのに、「そ正他の

林業」と一緒になってるじゃないですか。

A ああ、これはねちゃんと理由が書いである。

(1木材伐出業』及び『その他の林業』においては、作

業の実態、業界事情等を勘案し、事業の種類を統台し

『林業』とする。」

Q 最近の災害事例なんか調べても、木を伐り出すとき

の死亡災当なんか、後を絶たないか; 1 3 3もさキ必りな

λという感じがしてたんですけどね。

A 考えてみてこち/しよ。圏内の林業なんて l'うと、グロー 

パリズムに洗われる卜に業界白体の近代化も遅れ、税

争力がなくなり、おまけに建設技術の進展もあって木材

価格が下げ止まらない状況だよ。しかも事業者は小零

細が多いとなってくると負担はんさいよね。

Q でも冷たいようだけれど売業構造の転換ということで

は、石炭産業と同じように見れば、特別に手当てすると

いうのも変な気はしますね。も七とも台わせて平均した

率なんだろうけど。

A そう簡単じゃないよ。林業が衰退すれば山が荒れ、

地球温暖化の問題にもつながってくる。廃業してもらえ

ばそれで良いとはならない。それから、本力発電、ずい

道新設事業と比べてごらんoとちうは公共事業のような

宅の、保険料をf,lI i格に! f u - ;嫁するのはそう難しくない。と 

ころが林業はそうはL功、ないとくる。結局のところ、苫肉

の策というのが、「業界事情等」という, i葉に哀れてい

るんじゃないかな。

Q: I司王~、労災保険平均ら地球温H差化が出てきますか。

まあノドMflt同業として支払ってきた事業者は、 1 O (州ノコ

門賃金を払っていたらこれまで 133万円だったのIJ' ,今

イ|は59万円で済むんですね。をとの額が大きくて半分

以下だから、とれは画期的な定化というととになるか。

一拍遅れた特別加入保険料率改定

A aと、第 2積、第3種の特別加入昔の保険料率も下 

がってるよね。特に海外派遣者の第3種は、前回丁分

のらで H'iえ置きだったのがやっと5になった。第2種で

特止作業従事苫の労働組合等常勤役員も|円1じだ。

第2種特別加入者なんでよく分カ坦ないですね。「個

人タクシー」や「建設業の一人規方」というのはままよく

品しに聞くけ才lど、「指止農業機械従事占」に「仏I向、食

器のJJU工」それリゴよんですコて「労働組合等常勤役員」ワ

いちいち業種をあげてどうするんですか。人を雇わずに

一人でやコてる仕事なんて、いい山しゃl'くらで宅ある。

A 厚止労働省正存えはこうだ。要するに労働者でなく労

災保険の対象にするためには、まとめて保険料を徴収

することが可能かどうか、業務かどうかのl;o(jJIJをつける

ことができるカ光どうか、それに保護すべき災害が先止し

やすいかどうかというととで業種を特定して適用する。

一人むとりが私の労災保険と言って、届けていては011

効率というわけだoだヵ、ょう業種が対象職種が少しづっ

悶えて、長近では付き添い介護なんかをする介護作業

昔も特別加入の対象となっているんだ。

労働組合守干の専従役員 ～)TVlう江は、要するに誰も

他に守従者のいない寺従の委員長のととですよね。い

われてみると、そんな人まわりにいますよね。

A 第2種特別加入とL行のは、その職種の 人親方ば

か7で労災保険組台を作って集団的に加入するという

F続きがいるんだロいま言ったように保険料の集凶と

しての徴収のためにね。ところが、この労働組合守常

勤役員で労災保険組台がまζ叫立愛知県だけというの

が実状。実際には中小企業の労働組合委員長が職場

のため、地域の労働者のためにと献身的に労働組合

前動にいそしんでいるという宵がl, くらでもあるのに、

その補償休制はといえばお寒い限りロこのあたりを何

とかしないと労働組合運動の未来はないと言いたいね

え。

こんなこと、ほとんどの人が知らないんじゃないです
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か。何とかしないとね。

「非業務災害率」って？
A：ところでいま話してるのは「労働保険の保険料の徴収 
等に関する法律施行規則」の改定ということになるんだ 
けれど、あとひとつ、「非業務災害率」を、千分の1から 
千分の0.9にするというのがある。

Q：なんですか、その「非業務災害率」っていうのは。業務 
災害じゃないということは通勤災害？

A：そういうこと。わざわざ「非…」と言っているのは、業務 
災害のほうに深い意味があるというわけ。

Q：労災保険率のうちの千分の1はどの業種でも通勤災

害のための分でしたよね。それを0.9にしたところでお 
金を払う方は、「ああそうですか」だけでしょ。

A：いやいや、刈ット制があるではないか。労働災害を 
起こし保険給付があれば、一定規模の事業ならやがて 
保険料が少し上がったりする。その計算には、通勤災 
害は含まないよね。事業主の支配管理下にはないわけ 
だから。

Q：ああそうか。保険料にかかわりがあるわけですね。 
ただ、そのメリット制というのがまたよく分からないんで 
すよね。よく労災隠しをするときに、事業主が理由にす 
るやつ。次はこれをじっくり教えてくださいよ。

※「関西労災職業病」連載「労災保険Q君&A氏」
2003年3月号掲載分 E33

基発第0325008号 
平成15年3月25日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

労働保険の保険料の徴収等に 関する法律施行規則の一部を 改正する省令等の施行等 について
労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則の 

一部を改正する省令(平成15年厚生労働省令第47号。 
以下「改正省令」という。)が本日公布され、平成15年4月 
1日から施行されるとともに、昭和47年労働省告示第16 
号(労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則 
の規定に基づき労災保険率表の細目を定める件)の一部 
を改正する告示(平成15年厚生労働省告示第113号。以 
下「改正告示」という。)が本日公布され、平成15年4月 
1日力ゝら適用されることとなった。

ついては、下記の事項に留意の上、事務処理に遺漏な 
きを期されたい。

記
第1労災保険率等の改正について
1改正の概要
労災保険率、第2種特別加入保険料率及び第3種特別 

加入保険料率については、事業の種類ごとに過去3年間 
の災害率等を基礎として、最近では、3年ごとに見直しを 
行っているところであるが、近年、労働災害が大幅に減少 
していること等により、労災保険率の引下げが可能な状

況にあるとともに、今日の経済情勢の下で相対的に負担 
感が増している状況にあること等から、
(1) 林業に係る事業の種類の統合
(2) 林業、漁業、鉱業、建設事業、製造業、運輸業、電気、 

ガス、水道又は熱供給の事業及びその他の事業に係 
る労災保険率、労働者災害補償保険法施行規則(昭和 
30年労働省令第22号。以下「労災則」という。)第46条 
の17の事業及び第46条の18の作業のうち一部の作 
業についての特別加入者に係る第2種特別加入保険 
料率並びに海外派遣者である特別加入者に係る第3種 
特別加入保険料率

(3) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則 
(昭和47年労働省令第8号。以下「徴収則」という。)第 
16条第2項に規定する非業務災害率

について改正を行い、平成15年4月1日から施行するこ 
ととしたものである。
2事業の種類別等にみた改正の内容(1)林業に係る事業の種類の統合、労災保険率及び第 2種特別加入保険料率の改正ア事業の種類の統合

「木材伐出業」及び「その他の林業」においては、 
近年、事業の種類ごとの作業区分が明確でなくなっ 
てきているとともに、災害の種類も類似してきており、 
両業種の事業主団体が連帯して取り組む動きが見 
られまた、適用労働者数が減少していること等から、 
これらの事業の種類を統合し「林業」とすること。

[※以下、⑵〜⑻、保険率、第2種特別加入保険料 
率の改正内容については、别表を参照のこと。]

(9)海外派遣者である特別加入者に係る第3種特別加 
入保険料率(徴収則第23条の3関係)
海外派遣者である特別加入者に係る第3種特別加
入保険料率を「1000分の5」(現行1000分の6)とする
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労災保険率

事業の

種類
事業の種類

労災保険率

新旧

林 業

林業 1000分の59
(木材伐採業) 1000分の133
(その他の林業) 1000分の39

漁 業

海面漁業(定置網漁業又は海

面魚類養殖業を除く。)
1000分の52 1000分の56

定置網漁業又は海面魚類養

殖業
1000分の40 1000分の42

鉱 業

金属鉱業、非金属鉱業(石灰

石鉱業又はドロマイト鉱業を

除く。)又は石炭鉱業

1000分の87 1000分の89

石灰石鉱業又はドロマイト鉱

業
1000分の53 1000分の57

原油又は天然ガス鉱業 1000分の7 1000分の9
採石業 1000分の69 1000分の71
その他の鉱業 1000分の32 1000分の35

建設事

業

水力発電施設、ずい道等新設

事業
1000分の129 1000分の133

道路新設事業 1000分の29 1000分の31
舗装工事業 1000分の17 1000分の19
鉄道又は軌道新設事業 1000分の30 1000分の34
建築事業(既設建築物設備工

事業を除く。)
1000分の17 1000分の20

既設建築物設備工事業 1000分の14 1000分の15
機械装置の組立て又は据付け

の事業
1000分の16 1000分の19

その他の建設事業 1000分の23 1000分の26

製造業

食料品製造業(たばこ等製造

業を除く。)
1000分の7 1000分の9

たばこ等製造業 1000分の5.5 1000分の7
繊維工業又は繊維製品製造

業
1000分の5.5 1000分の6.5

木材又は木製品製造業 1000分の21 1000分の23
パルプ又は紙製造業 1000分の8.5 1000分の9
印刷又は製本業 1000分の5 1000分の6
化学工業 1000分の6 1000分の7.5
ガラス又はセメント製造業 1000分の7.5 1000分の8.5
コンクリート製造業 1000分の15 1000分の18
陶磁器製品製造業 1000分の17 1000分の18
その他の窯業又は土石製品製

造業
1000分の25 1000分の26

金属精錬業(非鉄金属精錬業

を除く。)
1000分の7 1000分の8

非鉄金属精錬業 1000分の8 1000分の10
金属材料品製造業(鋳物業を

除く。)
1000分の10 1000分の11

鋳物業 1000分の18 1000分の20
金属製品製造業又は金属加

工業(洋食器、刃物、手工具

又は一般金物製造業及びめ

つき業を除く。)

1000分の14 1000分の16

洋食器、刃物、手工具又は一

般金物製造業(めつき業を除

く。)

1000分の10 1000分の12

めつき業 1000分の8.5 1000分の10

第2種特別加入保険料率

製造業

機械器具製造業(電気機械器

具製造業、輸送用機械器具製

造業、船舶製造又は修理業及

び計量器、光学機械、時計等

製造業を除く。)

1000分の7 1000分の8.5

電気機械器具製造業 1000分の5 1000分の5.5
輸送用機械器具製造業(船舶

製造又は修理業を除く。)
1000分の5.5 1000分の7

船舶製造又は修理業 1000分の22 1000分の23
計量器、光学機械、時計等製

造業(電機機械器具製造業を

除く。)

1000分の5 1000分の5.5

貴金属製品、装身具、皮革製

品等製造業
1000分の5.5 1000分の6

その他の製造業 1000分の8 1000分の10

運輸業

交通運輸事業 1000分の5 1000分の6.5
貨物取扱事業(港湾貨物取扱

事業及び港湾荷役業を除

く。)

1000分の13 1000分の15

港湾貨物取扱事業(港湾荷役

業を除く。)
1000分の17 1000分の20

港湾荷役業 1000分の 31 1000分の35
電気、ガス、水道又は熱供給の事業 1000分の5 1000分の5.5

その他

の事業

農業又は海面漁業以外の漁

業
1000分の11 1000分の13

清掃、火葬又はと畜の事業 1000分の12 1000分の14
ビルメンテナンス業 1000分の6 1000分の6.5
倉庫業、警備業、消毒又は害

虫駆除の事業又はゴルフ場の

事業

1000分の6 1000分の6.5

その他の各種事業 1000分の5 1000分の5.5

事業又

は作業

の種類

の番号

事業又は作業の種類 新 旧

(一人親方その他の自営業者等)

特1 個人タクシー・貨物運送業者 1000分の14 1000分の15
特2 建設業の一人親方 1000分の20 1000分の21
特3 漁船による自営業者 1000分の46 1000分の48
特4 林業の一人親方 1000分の51 1000分の53
特5 医薬品の配置販売業者 1000分の6 1000分の7
特6 再生資源取扱業者 1000分の12 1000分の13

(特定作業従事者)

特7 指定農業機械作業従事者 1000分の5 1000分の6
特8 職場適応訓練受講者 1000分の6 1000分の7
特9 金属・洋食器等の加工作業 1000分の17 1000分の18
特10 履物等の加工の作業 1000分の6
特11 陶磁器製造の作業 1000分の17
特12 動力機械による作業 1000分の4
特13 仏壇、食器の加工の作業 1000分の18

特14
事業主団体等委託訓練従事

者
1000分の6 1000分の7

特15 特定農作業従事者 1000分の7 1000分の8
特16 労働組合等の常勤役員 1000分の5 1000分の6
特17 介護作業従事者 1000分の7
(注)改定案が空欄の事業については、改定は行われない。



こと。
第2労災保険率適用事業細目表の一部改正について
1改正の内容
労災保険率適用事業細目表(昭和47年労働省告示第 

16号)については、徴収則別表第1(労災保険率表)の改 
正に伴い、事業の種類「木材伐出業」と「その他の林業」 
を統合し「林業」とすることとしたこと(第1の2の⑴のア) 
に伴い、改正告示による改正前の労災保険率適用事業 
細目表(以下「旧事業細目表」という。)の事業の種類 
「02木材伐出業」と「03その他の林業」を統合し、改正 
告示による改正後の労災保険率適用事業細目表(以下 
「新事業細目表」という。)においては、「02又は03林業」 
とすること。

また、新事業細目表における事業の種類「02又は 
03林業」に係る事業の種顛の細目については、「A木材 
伐出業」として「0201伐木、造材、集材若しくは運材の事 
業又はこれらに付随する事業」、「Bその他の林業」とし 
て「0301植林若しくは造林の事業又はこれらに付随する 
事業」、「0302竹の伐出業」、「0304薪の切出製造若し 
くは木炭の製造又はこれらに付随する搬出の事業」及び 
「0303その他の各種林業」とすること。

なお、それぞれの事業の種類の細目が適用される事業 
の範囲は従前のとおりである。
2関係通達の改正
改正告示の適用に伴い、平成12年2月24日付け労働 

省発労徴第12号、基発第94号通達(「労災保険率適用基 
準」について)の一部を別添(労災保険率適用基準新旧対 
照表［省略］)の改正後の欄のとおり改正し、平成15年 
4月1日から適用する。
第3事務処理上の留意事項
1改正労災保険率等の適用について
改正省令により労災保険率及びこれを基礎とする第1 

種特別加入保険料率、第2種特別加入保険料率並びに 
第3種特別加入保険料率が改正される事業等について、 
改正省令の施行後において一般保険料、第1種特別加 
入保険料、第2種特別加入保険料及び第3種特別加入保 
険料の額を算定する場合には、次によるものとする。
(1)継続事業に係る一般保険料の算定に当たづては、平 
成15年3月31日以前の期間に係る一般保険料につい 
ては、改正省令による改正前の斐務災害率(以下「旧非 
業務災害率」という。)及び労災保険率(以下「旧労災保 
険率」という。)により算出し、平成15年4月1日以降の 
期間に係る一般保険料については、改正省令による改 
正後の非業務災害率(以下「新非業務災害率」という。) 
及び労災保険率(以下「新労災保険率」という。)により 

算出すること。当該事業に係る第1種特別加入保険料 
についても同様であること(改正省令附則第2項関係)。

(2) 有期事業(一括有期事業とじて一括される個々の有 
期事業を含む。)に係る一般保険料の額の算定に当たっ 
ては、平成15年3月31日以前に労災保険に係る保険 
関係が成立している事業の一般保険料については、旧 
非業務災害率及び旧労災保険率により算出し、平成 
15年4月1日以降に労災保険に係る保険関係が成立 
する事業の一般保険料については、新非業務災害率 
及び新労災保険率により算出すること。当該事業に係 
る第1種特別加入保険料についても同様であること(改 
正省令附則第3項関係)。

(3) 第2種特別加入保険料及び第3種特別加入保険料 
の額の算定に当たっては,平成15年3月31日以前の 
期間に係る当該保険料については、改正省令による改 
正前の第2種特別加入保険料率及び第3種特別加入 
保険料率により算出することとし、平成15年4月1日以 
降の期間に係る当該保険料については、改正省令に 
よる改正後の第2種特別加入保険料率及び第3種特 
別加入保険料率により算出すること(改正省令附則第 
4項及び第5項関係)。
2その他
改正後の労災保険率及びこれを基礎とする第1種特 

別加入保険料率、第2種特別加入保険料率、第3種特 
別加入保険料率、非業務災害率並びに当該改正に伴う 
労働保険料の算定、納付の方法等については、関係事 
業主及び労働保険事務組合に対し、周知徹底をpnn 
図ること。

基発第0325009号 
平成15年3月25日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長 

労働者災害補償保険法施行 
規則の一部を改正する省令等 

の施行等について

労働者災害補償保険法施行規則の一部を改正する省 
令(平成15年厚生労働省令第45号。以下「改正省令」と 
いう。)が本日公布され、平成15年4月1日から施行され 
るとどbに、昭和35年労働省告示第10号(労働者災害補 
償保険法の施行に関する事務に使用する文書の様式を 
定める件)の一部を改正する告示(平成15年厚生労働省
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|rn援補償絵付r 2 l引き下げ E

告示第1 1 2号。以下改正告示」という。)汝び昭和 63年

労働也、告示第 109号(労働昌災害補償保険法の規どに

よるイ|金たる保険給刊江受給権者がその円までに報告書

を提同『すべき日として厚生労働六十日が指定する日を定め

る件)の一部を改止する告示(ヰ成 15年厚中労働省告示

第 114 片)が本円公布され、平成 15イ1'4JJ 1R か3適用

さオ1る三ととなった。

ついては、下記の事項に留J百のよ、事務処理に遺漏な

きを則されたい。

ME

第1介護補償給付及び介護給付の額の引下げ

1 改正の内容

労働者災害梢償保険法施行則則 (DH和 3 0年労働省令

治 2 2号。以下「労災則」という。)第 18条の3の4及び治

18条の 14に規定する介護(補償)給付の額が、次のよう

に引き卜げられるものである。

(1) 常時介護在要する被災労働者

アそのJJにヰ卦ミて介護に要する費用を支出して介護を

乏けた日がある場台(イの場台を除く。)

その月において介護に要する費財として支山された

費用江額(その頼が 106ヲ 100円を起えξときは、 106ヲ

1 0 0円とする。)［従前は 108サ30WJJ

イその月にオコいて介護に要する費用を支山して介護を

受けた刊がある場合であって介譲に夏する費用として

支, ' t ' ,された費用σ;棋が5 7 ,5 8 W Jに満たないとき又は 

その月にオコいて介護に要する費用を支出して介護を受

けたHがない場合であf亡、親族又はこれに準ずる昔

による介護を乏けた日がil0るとき

5 7 ,5 8 0円(支給すべき事由が中じた円において介護 

に要する費用として支出された積が5 7 5 8 0円に満た

ない場台にあっては、当該介設に要する費用として支

出された額とする。)［従前は 58,750 円］
(2)随時介護在要する被災労働者

アその月に才品、て介護に要する費用を文刑して介護を

受けたHがiJtる場合(イの場合を除く。)

その JJにおいて介護に要する費用として支出された

費用の額(その官民が 53ヲ0580 円を超えるときは、 53ヲ

050 円とする。)［従円"は5 4 ,1 5 0 円］

イそのJJにヰ卦ミて介護に要する費用を支出して介護を

乏けた日がある場台であって介護に要する費用とLて

支出された費出広額が 28,790 刊に満たないときえは

その JJにヰ孔ミて介護に要する費用を支出して介護を受

けた日がない場台であって、親族又はとnlこ準ずる背

による介護を受けたlJがあるとき

28.7C日円(支給すべき事同が止じた Jに字:sljて介護

に要する費用として支, ' t ' ,された制が2 8 ,7 9 0 f'jに満た

ない場台にあっては、当該介護に要する費用として支

出された額とする。)［従前は2 9 ,3 8 0 門］

2 施行期日等
との引卜げは、平成15年4月以fむ滑に係る介設(補

償)給付について坦用される。

また平成15イH J J以前の Jに係る介護(補償)給付 

U取につl,ては、平成15年4月以｛麦に支給する場台であっ

ても、なお従目fiの例によξこと(改止省令附見 IJSお2項) 。

第2年金たる保険給付の受給権者の定期報告に関す

る改正

1 障害補償年金及び障害年金受給権者の定期報自こ

係る診断書の添付の廃止

(1) 改正内容

障害補償年金及び障害年金受給権者江負担軽減を図

るため、労災則第21条第2項第l月に規定する障害補償

年金及び陣百年金A方向権背が定期制告を行う際に添付

する書類、に関し、診断書の添付を廃止することとし、また、

これに伴い、イ|金たる保険給付の受給催者の定則報告

書(以卜「定期報告書」という。)に閣し、所要の整備を行

うものである。

(2)施行期日等

アとの改正は、平成 15年4月l口から適用される。

イ半成15年4月IlJより目"に定期報告書をf. j !山すべ

き事山が生じたJ場合における診断書の添付について

は、なお従前の例によるとと(改正省令附則第 3J頁)。

ウ改止告示江i盛岡の際に、現存すξ改止告示による改

j f前の様式による用紙は、当分の間これを取り結っ

て使用すξ三とができる(改正告示附Rl j)。

2 年金たる保険給付の受給権者に係る定期報告の提

出期限の改正

(1) 改正の内容

労災則第21条に規定する年金たる果険給付の受給権

者の定期報告については、同条第3項において厚生イ|金

保険U障害厚生年金等又l副字生年金保険の遺族厚生年

金等の支給額を説明する書類の添付を求めているところ

でまるが、当該支給頼を証明する書類として定則報告に

添付する「年金改定通知書」について、社会保険庁が各

年全受給権首に送付する時期を毎年5月カら毎年6円に

変更したことから、生イ1J 円の属するけが1Jカ ¥(.)6)Jま

でのいずれかの月に該当する年金たる保険給付の支給

権首の定期報告の時期を5月3l Jから6円3 0 lJに改正す

るものである。

(2)施行期日
この改正は、半 bQ15 年4月1l Jかう適用される。

3 関係通達の改正等［省略］ 出
48 安全センタ情報2Cコ3年5月号



世界から

トレーニングこそ組合の力 
パキスタン♦炭鉱向けPOSITIVEも開発

三度目のパキスタン
今年2月、国際労働財団(JIL 

AF)によるアジアの労働組合への 
現地プロジェクト、POSITIVE (労 
働組合の主導による参加型安全 
衛生改善活動)プログラムの視察 
と参加のためパキスタンを訪ね 
た。パキスタンには3つのICFTU 
(国際自由労連)加盟の労働組合 
がある。APFOL (全パキスタン労 
働者連盟)、PNFTU (パキスタン 
労働組合連盟)、APFTU (全パキ 
スタン労働組合連盟)である。AP 
FOLのPOSITIVEセミナー視察 
とAPFTUでのセミナー企画が、 
今回の訪問の目的であった。パキ 
スタンの労働組合はPOSITIVE 
を最初に導入しており、とくに 
APFOLは大きな実績がある。 
1999年の4か国合同のアジア地 
域セミナーでは、100点以上の改 
善写真を示し、このプログラムの 
意義を知らしめた。しかし、2001年 
秋以来の危機のため、昨年度は 
誰も行くことできず、今回は3年 
ぶりの訪問であった。

APFOL訪問
1月31日深夜、私たちはパキス 

タンの首都イスラマバード郊外の 
空港に降りた。「私たち」というの 
は、連合の招聘で来日しTVたAP

FOLの書記長アワンさんと私のこ 
とで、12時間の飛行の末に、アワ 
ンさんは故国へ戻り、私には三度 
目のパキスタン訪問となる旅が始 
まった。40年ほど前に当初から首 
都として設計、建設されたィスラマ 
バードは、官庁やホテル、高級住 
宅街の町で、猥雑さはなく、深夜と 
もなれば行く人も少ない。
翌日はセミナー準備に充て、2 

月2日は日曜日だったが、APFOL 
の事務所を訪ねた。APFOLの事 
務所は、イスラマバードから20km 
ほど離れたラワルピンディという 
町にある。こちらは3,500年の歴 
史を持つ町で、町並みも雑然とし 
ていて活気がある。APFOLは、 
4階建てのビルを借りて本部事務 
所としている。ここでアワン'さんか 
らパキスタンの労働組合を中心と 
した情勢とAPFOLの戦略につい 
てについてレクチャーを受けた。

アワンさんの話：最大の労働組 
合はラホールに本部のあるAPF 
TUで、組織人員は約28万人、W 
APDAという電気関連の公務員 
の組織が大きい。APFOLはその 
次で、約20万人を組織している。 
もうひとつの国際自由労連加盟の 
PNFTUは、15年ほど前までは強 
かったが、現在は3位以下。これ 
以外に、共産党系のMLFとイス 
ラム教系のNFLがある。

組合結成は自由だが、労働者 
の選挙により団体協約(CBA) 
票決でCBA権を獲得しなければ 
会社との交渉権はないので存在 
価値が半減する。パキスタンには 
約7,000の労組があり、そのうち 
CBAを獲得しているのは1,700ほ 
どだそうだ。APFOLには、340の 
CBA獲得労組がある。APFOL 
がその力量を注いでいるのが、活 
動家を養成するための教育で、労 
使交渉とCBA、財政や管理そし 
て安全衛生を教育するトレーナー 
を育てるというもの。そのための3 
段階の基本教育プログラムを、
LOFTF*の支援を得ながら、基本 
的には独自に行っている。現在 
280名ほどのトレーナーを、2007 
年までに400名に増やすことが目 
標で、教育って組織化を進め、 
さらに教育によってより高度な戦 
術(CBA獲得や安全衛生活動等) 
をめざすことを明確にしている。 
*デンマークの労働組合による国 
際協力NGO
APFOLの炭鉱セミナー
翌2月3日、イスラマバードから 

ほど近いパンジャブ州チャクワー 
ル炭鉱でのPOSITIVEセミナー 
を見学した。

APFOLは、製造業を想定して 
作ったPOSITIVEを独自にアレ 
ンジして、鉱山向けのトレーニング 
コースを開発している。車でチャク 
ワールへ向かう。このあたりに高 
い山はなく、丘陵地帯が続く。樹 
木の緑が少ないので荒涼とした印 
象だが、空気が乾燥していて、空 
が青く、清々しい。約2時間で炭 
鉱の町に入る。レンガ造りの低い
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建物が行陵に沿って悦んでいる

大きな街、鉱山専門学校もある。

パンジャブ手炭鉱労連占記長

カータッケさんから話を聞く。チャ

クワール炭鉱は、労働者数人か

ら100 人程度の小規模の炭鉱が

2 5 0ほど操業している。災需が最

大の問題であり、毎年、労働者の

1 %以上が死亡している。炭鉱の

劣 JIリe J :労働条1 ' 1を、労働組合を組

織化すξことにより改苦すξことが

A P F O Lの使命である、と占記長

は語った。

u学する作業場は、比較的規

模が大きく労働条件も「良tlJとい

う公岳炭鉱で、セミナー会場は、

その公営炭鉱の労働者宿台のテ

ラスを帯で凶った納長い場所が会

場だった。パラの花びらを頭から

かけられ歓迎を受ける。開会式で

は、アワンさんが熱弁を振るう。

カータッケさんはじめ4人のトレー

ナーがセミナを進めた。チェック

リスト実包では、敷地内の坑道に

入る。軌道のある緩い傾斜のトン

ネルを徒歩で下る。濡れた路面に

滑りそうになる。軌道つきの直線

の坑道を下りきξと、出がりくねっ

た狭い坑道がうねうねと続く。分岐

宅ある。気温も温度も- J L進むご

とに|がる。粉じんが灯りに照ら

されて舞っている。肢を屈めてさら

に進むと採炭場に右く。 4人の労

働者が半裸でツルハシを使って.u
炭を掘り山す(表紙写貫)。採った

石炭は、麻袋に詰めて人が背に

担いで軌道まで運ぶ。

苛烈な労働である。 2つの意味

で衝撃を受けた。ひとつは、労働

のj数しさそのモのに。もうひとつは、

こロコ労働を改善しようとする彼巳の

意志に。 APFOLは、チャケワー

JLの小炭鉱をじわじオっと組織化し

てきている。間違いなく、との地に

おける炭鉱労働者が、この国で

最も了E義と阿粘を必要としている

人々であり、 APFOLは組台H獲

得という意味では、都市部や一仁業

地帯の工場よりも効率の悪い小

炭鉱に組織化のU標を据えてい

る(是非APFOLのホームページ

http://www.apiol.org.pk/index

htm をご覧いただきたい。 HOME

の写真にチャケワールの労働者

を登場させていることからも、彼ら

の思いがイEわる) 。

そして、組織化の強)Jなツール

がPOSITIVEなのだ。彼らは

チー工、ノクリストで現場のリスクを見l引

し、評伺する。グ )1ーフ。討論で自

分たちの要求を比極め(次頁写

真)、少ない資j皆、の中で和Iを優先

すべきか決定する。経営者に対

する要求は、ささ「うかなものであっ

たとして弘全てが受け入れらオiる

オコけでないが、このようにして実現

した改善がどれほど大きな意味を

持っか、彼らは知っている。 t重助

で与えられたをのではなく、自ら成

しえた小さな改善の積み垂ねが、

はじめて労働者の命を守りうξの

であり、組合はそのような活動を進

めることにより組織を広げていくこ

とができる。労働組台の第ーの存

在意義は、労働者の命を守ること

である。チャクワールは、そのよう

な場所であった。

APFTUのセミナー

チャクワールでのセミナーに

は、銭念ながらltJしか参加でき

ず、翌円は最大切ナショナルセン

タ-APFTUを訪ねるべく、古都ラ

ホ-)レへ向かったoAPFTUとの

セミナーが今回の訪問の大きなU

的であった。今|門|はトレーナーの

た陀のトレーニングコースを企|向|

し、事前に電子メールで打ち台わ

せて、コースの内容を決めた。最

泣使う子法は、トレーナー参加者

に白分たちで教材を作成し、法ノト

コースを実施してもらい、それを自

分たちで評価するというもので、

とれは「メコンデルタ 2002 スタイ

ルJ(本誌、 2002 年6月号 49TI参

照)である。

2月5日かう7日の3日間コー

スの中身は、初tJに 21門|のグ)］r

ブ討論を含む参加型トレーニング

についてのワークショ、ソ7 'と参加
者かうの成果発表会、 2 tJ Flに一仁

場訪問をするが、このときには

チェックリスト実自の代わりl二、グp

)1ーブρに分かれてデジタルカメラ

でその工場の良い事例を射影し

た。乙れをOHPシートに印刷し

て、オリンナ)1のお(材を作成した。

3円目に、各ゲ)v-プによりブレ

ゼンテ- : : -ョンを実演して、それを

グループ討論によって評伺した。

2R人の参加者は、全国各地の

WAPDA(前述)、電話局、炭鉱、

砂糖一仁場、製油下今場等からで、公

務員か大工場出身者が多い。相J

日の成果発表では、職場に様々

な安全衛十|の課題があっても、

労働組合も会社も対策をfTわず

に、災害が発生すると桁償を求め

ξことを繰り返してきたが、 POSI

T l V E導入後、課題を的確に把握

するととができ、改善を経常斉に

求めて、多くの改菩が実施された

ことが発表された。チェッケリスト
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世界から

の有用性を指摘する意見が多い 
のは、誰でも簡単に改善点を見出 
せる利点があるからだが、チェック 
リストが「権威ある基準」になって 
しまい、経営者の説得には役立つ 
反面、チェックリストに囚われすぎ 
て、それ以外また以上の改善がで 
きずにいる印象を受けた。たしか 
に「先進工業国」日本の立派な研 
究所が作ったトレーニングやチェッ 
クリストを持ってすれば、経営者を 
説得するには効果が絶大だろう。 
経営者に対する「方便」として使っ 
てもらうのは良いが、自分たちで 
そのように思い込んでしまうのは、 
困った現象でもある。もうひとつの 
課題は、改善写真が少ない点で 
ある。写真を撮って記録を残す、 
というのは基本事項なのだが、な 
かなかこれが実行されない。
工場見学では、包装関連の印 

刷製造工場を訪ねた。3,000人の 
労働者が働き、ISO14000も取得 
している大きな工場で、体育館の 
ような工場に大きな印刷機が何機 
も並んでいた。多少「良すぎ」と思っ 
たが、改善点も多く、良い事例を 
収集するには好都合だった。参加 

者もとても熱心に写真を撮り、良 
い事例を的確に捉えていた。参加 
者を5つのグループに分け、PO 
SITIVEの5セッションを担当して 
もらい、OHPに印刷した良い事 
例の写真を使って、切り張りで卜 
レーナーによる解説のプレゼン 
テーションを作り、実演してもらっ 
た。セミナーの評価をグループ討 
論で行うことを初め、トレーナー 
向けに、チェックリストによる活動 
当初の改善がある程度進み、さ 
らに活動を進めていく場で参考に 
してもらうことを想定し、改善の評 
価と改善活動の評価を簡単な方 
法で行うことを紹介した。

2002 年度 POSITIVE
2002年度のPOSITIVEでは、 

昨年6月にはモンゴル、そして今回 
パキスタンを訪ねた。モンゴルで 
は、1998年の導入以来6度目の 
訪問となり、非常に優秀で熱意あ 
る中心的なトレーナーが育ってき 
ている。とくに、昨年訪ねた地方エ 
業都市では、改善が進み、大工場 
の経営者もPOSITIVEを評価し 
ている。

このように進展している一方 
で、改善事例の収集と記録の面 
では改善が必要だ。活動を記録 
し、それを評価して、次の目標を 
定めるという全体をマネジメントす 
ることが求められている。来年は、 
パキスタンでの最初の導入から 
1〇年を迎える。これまでに多くを 
学んできたと実感しているし、東京 
安全センターの活動にも良い刺 
激と影響を与えてきた。アジアの仲 
間たちとともに、これまでの成果を 
確認し、評価しながら、今後の進 
展を議論していきたい。
私たちがパキスタンを去って1 

か月余後、米英によるイラク侵略 
が始まった。もともとイスラム圏の 
人たちは、日本を欧米や旧ソ連邦 
とは異なる独自の規範を持つ先進 
国と考え、おおむね友好的な感情 
を持っていた。今回もアワンさん 
は、「欧米人には危険だが、日本 
人は大丈夫だ」と安全を約束して 
くれた。国際労働財団も非常に苦 
労をして、パレスチナとイスラエル 
双方の労働組合による共同セミ 
ナーを開催してきた。欧米の団体 
には決して真似のできないことだ。
小泉政権は軽々に米英支持 

を表明したが、この行為は米英軍 
による殺戮と破壊を支援するだけ 
ではなく、これまでの相互理解と協 
力のための多くの人々の努力を無 
に帰することを意味する。東京安 
全センターはこのことを許さないた 
めに、そして、多くのアジアの労働 
組合が非情な努力の代償として獲 
得した権利と成果を戦火に奪わせ 
ないために、発言し、行動する。
東京労働安全衛生センター

外山尚紀
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建設下請け労働者の過労死
愛媛參現場転々一誰が健康を守るのか？

2003年1月、Aさんのお連れ合 
いのH子さんから、「監督署から 
業務上認定するという電話があり 
ました」との連絡が入った。後述す 
るように、業務上外とは別の理由 
でれぷん待たされたのでぁるが、 
ようやく Aさんの過労死が認めら 
れた。

•様々な現場を転々
Aさんが働いていた会社は、社 

長と親戚関係の人がいるくらいの 
零細企業。各種テントエ事をいろ 
いろな現場で行ってきた。Aさん 
は、1999年1月に入社して以来、 
朝5時半頃家を出て、同僚らと車 
で現場に行って(運転はAさん)、 
夕方6時頃帰宅する生活であっ 
た。ただし、月に1、2回は遠方へ 
の出張があり、何日間にもわたる 
出張も年に2回くらいあった。休み 
は不定期で、月に4回とれればい 
い方。それでも給料は、労働日数• 
時間に関わらず、月に基本給43 
万円プラス定額の残業代3万円 
の計46万円と、決して高いもので 
はなかった。

2000年8月末、T社愛媛工場 
のテント倉庫増設工事に出張。9 
月6日の朝9時過ぎ、ラジオ体操 
と仕事の打ち合わせを行って、そ 
れぞれの持ち場で段取り中に倒 
れているのを発見された。救急車 

で病院に運ばれたが、同日10時 
18分に亡くなった。
參「事故ではないからダメ」
夫は過労死だと考えたH子さん 

が、労災の手続きをしようとした。 
しかし会社から、「事故ではないか 
ら労災にはならない」と言われて、 
請求には至らなかった。納得でき 
ないH子さんは、2001年3月に県 
の労働相談、弁護士さんの紹介 
で神奈川労災職業病センターを 
知った。同年5月に遺族補償請求 
に至る。とりあえず事業主証明も 
した直接雇用主を管轄する横浜 
北労働基準監督署が受理したが、 
愛媛の現場の管轄の松山労働 
基準監督署に移送された。

センター 子さんは、会社に対 
して勤務の状況などの協力を求め 
た。兀請のT建設は、そんなに長 
時間労働させていなし込いうことと、 
大企業なりの警戒がいろいろあっ 
たが、結局監督署に提出した作業 
日報などの写しはもらえた。直接 
雇用主からは、日付と元請ないし 
は現場名および作業員名の記さ 
れたノートの写しを提供してもらう。 
休日の確認がこれで可能になり、 
不定期かつ少ないことが明白に 
なった。

しかし、請求当時の過労死認定 
基準では、長期間にわたる時間外 

労働の存在はあまり評価されな 
い。直前の業務は出張中とはい 
え、大企業の事業場であるため 
か、逆にふだんよりも労働時間は 
短く、とくにトラブルもない。なかな 
か業務上認定は厳しいと思われ 
た。

しかし、朝や夕方の現場への移 
動時間も労働時間であり、休日が 
少ないことから、月の時間外労働 
は、日常的に100時間をはるか 
に超える。さらに勤務中の休憩も 
昼休みすら思うようにとれなかっ 
た。2001年12月の新認定基準 
に基づくと、間違いなく業務上に 
なるはずだ。そうした内容の意見 
書を労働基準監督署に、2002年 
2月に提出した。
參本省りん伺で決定遅れる

2002年6月、大体調査が終わっ 
た段階で、松山労働基準監督署 
の担当者から、保険適用のことで 
労働局にあげていることを聞く。実 
はAさんの従事した工事は、ほと 
んどすべて元請けのある建設エ 
事であり、労災は元請けの労災保 
険を使うことになる。

ところが、倒れた出張先の労働 
時間はさほど多くない。その前の 
現場は様々であり、どこの労災保 
険を使うのか、決めかねていると 
言うのだ。結局、本省りん伺になっ 
てしまった。半年間の労働時間を 
検討対象とする過労死認定基準 
の改正時点では、現場の変わる 
下請け労働者のことまで、あらか 
じめ考慮していなかったのである。

それにしても待つこと半年余り。 
署はもちろんのこと、本省にも何 
度も電話をして早くしてもらいたい
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と要請をした。署の担当者は、「私 
が調査中に気付いてI才!ばよかっ 
たのですがね」と申し訳なさそうに 
言う。一方で、本省の担当は、や 
はり日常的に被災者や遺族と接 
することがないからであろうか。「他 
の検討案件もありますから」など 
と、他人事のような言い方。
結局、労災保険にっいては、最 

後の出張先の現場の保険を適用 
することになったそうだ。署の担当 
者によると、時間外労働が全くゼ 
ロではなかったので、それを使えと 
いう指示だったとのこと。したがっ 
て、もしも時間外労働が全0い場 
合、他のケースの場合どのように 
対処するかはわからないとのこと。 
參建設下請労働者の健康
実は、建設下請け労働者の過 

労死認定はあまり例を聞かない。 
過労死そのものの認定の難しさも 
さることながら、おそらく労災事故 
ですら隠される業界の現状で、元 
請の保険を使っての、過労疾病の 
労災請求がきわめて困難だから 
ではなかろうか。
今回はテントエ事という一定特 

殊な業種であること、下請けが元 
請に気を遣うだけの力量がないく 
らい零細であったこと、そして何よ 
りも請求人があきらめずに相談し 
たことで、業務上を勝ち取れたの 
だと思う。
早朝に現場に向かって、日が 

暮れたら作業を終えて帰ってくる、 
土日もあまり関係なく仕事があれ 
ば働くというAさんの就業スタイル 
は、建設労働者としては決してめ 
ずしいものではない。あきらめて 
いる被災者、家族はもっともっとた

くさんいるだろう。
それは、下請け労働者の健康 

を誰が守るのかという問題にも直 
結する。安全については、現場で 
元請が管理することになっている 
が、衛生面、下請け労働者の健 
康については、せいぜい健康診 
断をしているかどうかのチェック 
ぐらいしか行なわれていないのが 
実状だ。
過労死認定された場合は、当 

該事業場の労働時間等につい

て、監督官が指導をすることに 
なっている。今回のAさんの場合 
は、どこを指導するのか。監督署 
に問い合わせたところ、とりあえ 
ず直接雇用主に事情を聴いて、 
もしもかなり無理な注文があった 
などの事実が明らかになるなどす 
れば、局とも相談の上で指導をす
ることもあるかもしれない
とのこと。 刪
神奈川労災職業病センター

川本浩之

締切りに追われる翻訳業務
東京參派遣社員の頸肩腕障害認定

2001年1月末から、広告業のH 
祖こ派遣社員として就労したIさん 
は、営業局に配属された。英語が 
堪能なIさんのそれまでの職種 
は、ホテルのフロントクラークや才 
ペレーター、講師、受付など、対 
人業務がほとんどだった。

H社での業務一主に企画書や 
契約書をパソコンを使用して和英 
あるいは英和翻訳しながら文書打 
ち込み、作成に一日を費やすこと 
などは、全く経験したことがなかっ 
た。
朝、パソコンを立ち上げ、営業 

やマーケティングから作業に必要 
なメールが入っているかどうかを 
チェックし、当日提出書類、他継続 
分も含め前日に行った翻訳の 
チェッ久リライト、校正など書面整 
理の後、打ち込み作業を開始。区 
切りをもって、10〜15分の休憩を

入れるようとは思っていても、打ち 
込みは始めると2〜2.5時間程度 
続けてしまう。

そして、一日外回りをしてきた営 
業担当者が午後3時前後に帰社 
した後に、Iさんには、新たな仕事 
が持ち込まれる。その段階で、新 
たにスケジュールの組み直しを強 
いられるのだ。午後4時半〜5時 
頃、営業から渡されるクラインアン 
卜の仕事のほとんどは、2日上が 
りか1日上がりを要求されるもの 
だった。
翻訳しながらの打ち込みは、集 

中力が要求される。翻訳の調子が 
乗ってくると、緊張感が途絶えてし 
まうことへの恐れから、打ち込み 
作業自体で疲労が蓄積していて 
も、中断がしづらかった。とくに依 
頼が集中する夕刻は、懸命に作 
業を進め、その日のうちにおおむ
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ねの翻訳をすませ、翌日の昼に 
さらなる校正•リライトへの手順を 
組んだ。
入社後、仕事量が日ごとに増 

え、3、4月は繁忙を極めた。残業 
は当たり前という状態だった。4月 
に入ると腕のだるさ、脱力感、座 
りっぱなしの作業のためか、腰も 
痛んだ。

6月はじめ、右腕に激L•い痛み 
が続いていたが、11日〜15日頃 
までは繁忙で、毎日残業続きだっ 
た。耐えかねて、「腕が痛くてでき 
ない」と上司に訴えたが、大きなプ

業務をこなせる人員がおらず、「で
きるところまでやってぐれ」、「19日
から7月いっぱい休んでいいから」 
と言われ、やむなく作業続行したも
のの、まもなく Iさんの右腕は痛み 
としびれで、日常的にもフライパン 
や包丁を手に持つこともできなく 
なった。19日、ついに休職。

Iさんは、その後、東京労働安全 
衛生センターを訪れ、所轄である
三田労働基準監督署に労災給付
請求をし、昨年暮れ、頸肩腕障害 
で業務上と認定された。 姍

レゼンが迫っており、また、他に同 東京労働安全衛生センター

退職者を含む対策も実現へ
神奈川參中皮腫認定から労組の取り組み

日本板硝子川崎工場で働いて 
いたTさんは、2001年1月1日に、 
「悪性胸膜中皮腫」で亡られた 
(享年66歳)。Tさんは、同年はじ 
めから胸や背中に強い痛みを感 
じながら、通院検査をしたが、なか 
なか原因がわからず、8月になっ 
てやっと聖マリアンナ医科大学病 
院で中皮腫と診断された。
主治医は開口一番、「アスベス 

卜を扱ったことはありませんか」と 
尋ねたと言う。Tさんは日本板硝 
子共闘労働組合の役員も務めた 
方で、工場閉鎖反対闘争の中で 
アスベストの危険性や、悪性胸膜 
中皮腫という病気についても、十 
分認識されていた。

つまり、自分に残された時間は

限られており、ホスピスで生涯を終 
えることに心引かれたとも。しかし、 
職業病であることをはっきりさせる 
こと、会社の責任をきちんと問うこ 
とを選択され、組合に手紙を書い 
て、協力を求めた。自分だけでは 
なく、同僚や後輩の早期発見のた 
めにも、会社の謝罪と労災申請へ 
の協力を求めて、意見書の作成 
にまで取り組まれた。
共闘労組の要求に応じて、会社 

も労災申請への協力を約束。実 
は10月31日に、会社は問題に「誠 
心誠意取り組む」として、工場長が 
Tさんtこ面会することになった日で 
あった。その前日にTさんの容態 
が急変して入院されたため、工場 
長は病院で危篤状態のT5んに面 

会。まさに、元組合役員として、そ 
の役割を十二分に果たしたことを 
自ら確かめられるかのように、翌 
日Tさんは逝かれた。

2002年7月、川崎北労働基準 
監督署は、Tさんの悪性胸膜中皮 
腫について業務上決定した。事業 
場で初めての石綿関連疾患の 
ケースとしては、比較的かなり早い 
認定である。それは間違いなく Tさ 
んの努力、そして工場閉鎖時に、 
どこにどのようにアスベストが使わ 
れていたかを正確に記録、保存し 
ていた共闘労組の成果である。

Tさんの労災認定を受けて、翌 
8月に共闘労組は会社に対して、

んの遺族への謝罪と企業内 
上積み補償、②労災認定の事実 
関係の工場内への周知、③退職 
者への説明と相談窓口の設置、 
④退職者を含むアスベスト曝露者 
への健康診断の実施などの要求 
をした。

また、労働基準監督署に対して 
も、きちんと健康診断などの対策 
を講じてこなかった会社への指導 
を要請。その結果、9月には、閉鎖 
された工場を承継している相模原 
工場に対じT、相模原労働基準監 
督署が「アスベストを取り扱う業務 
に常時従事させた労働者に対して 
健康診断を実施するように」とい 
う是正勧告を行った。
会社側は、共闘労組の要求を 

基本的に受け入れながらも、特定 
化学物質等障害予防規則(特化 
則)では、「石綿を常時取り扱う」労 
働者への健康診断しか定めてい 
ないとして、健診対象者をかなり絞 
りこむような回答内容となった。

たしかにTさんが働いていたエ
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程など、明らかにアスベストを大量 
に曝露した職場もある。しかし、実 
際には)［I崎工場には大量のアス 
ベストが吹き付けられ、その剥離 
も進んでいた。そうした実態に応 
じて、対策をしなければ意味がな 
い。共闘労組は、米海軍横須賀 
基地のじん肺裁判勝利判決など 
も活用しながら、会社との交渉や 
折衝を重ねた。

その結果、2003年1月末、在職 
者については大量に曝露した職 
場はもちろんのこと、希望者につ 
いては全員6か月ごとの特殊健診 
を行なうこと、退職者についても希 
望者全員に対して、一度は会社が 
特殊健診を行なうことなどが確認 
された。
重要なのは、健康診断だけでは 

ない。アスベストに対するきちんと 
した説明力ぬければ、「希望者」は 
少なくなりかねな！/ゝ。そこで会社が 
経過報告、パンフレットを作成、配 
布すること、それらと退職者の名 
簿については、事前に共闘労組 
に提出することも確認された。
共闘労組は、いわゆる少数労 

組である。相模原工場では500名 
以上の労働者がいるが、共闘労 
組員は20余名に過ぎない。それ 
でも当たり前の要求を貫くことで、 
会社は応じざるを得ない。

2002年春には、舞鶴工場(京 
都)の退職者が、やはり悪性胸膜 
中皮腫ということで、全国安全セン 
ターに相談を寄せた。その人は共 
闘労組の組合員ではなかったが、 
共闘労組の役員が現地に赴いて 
面会、会社などに労災申請の協 
力を求めて、速やかに業務上認 
定が実現した。会社が対策面にお

V>ても労組の要求に応じざるをえ 
ない背景には、こうした活動の積 
み重ねがある。

おそらく他のガラスエ場でも石 
綿被害はあるに違いない。しかし 

うな取り組みをする労働組合が職
場にないからであろう。まだまだ掘 
り起こし、対策強化の呼びかけが
必要である。

顕在化しないのは、共闘労組のよ 神奈川労災職業病センター

外国人労災で「当地払い」
滋賀參銀行口座が開設できない

滋賀県甲賀郡の鋳造部品製 
造工場で、左腕を機械に挟まれ 
負傷したペルー人労働者から、 
「休業補償を払って秘ってぃなぃ」 
との相談を受けた。
調べてみると、療養費は労災保 

険を適用していた。事業主に連絡 
すると、「あ、その件は、銀行口座 
が開けへんで手続き力びきません 
で…。被災労働者の在留期限が 
過ぎており、口座を開設できずに 
ほったらかしたということだった。ロ 
座問題がなんとかなれば労災保 
険手続きに協力するということな 
ので、さっそく銀行と交渉した。

しかし、それがすんなりとはいか 
なかった。マネーロンダリング対策 
などということで、金融庁が本人確 
認の条件などを厳しくしたらしぐ身 
分証明書の他に、居住の証明と 
して、外国人登録証や公的機関に 
よる領収書などを求められ、銀行 
口座は開設することがかなわな

かった。
そこで今度は、労働基準監督 

署と交渉。銀行振り込み以外の 
方法を考えてほしいと要請すると、 
担当者が「当地払い」という方法 
を探し出してきた。労基署窓口で、 
小切手で支払うという方法だ。そ 
の労基署では初めてのことという 
ことだったが、考えてみると、以前、 
入国管理局に収容された外国人 
労働者のケースで、大阪の労基 
署が小切手で支払いを行ったこと 
があった。

このペルー人労働者のケース 
も、この方法で解決しそうだ。金融 
庁によって条件が厳しっている 
ということで、これまでより在留資 
格を有しない外国人の銀行口座 
開設は困難となり、「当地払い」を 
要求するケースがこれからは増

関西労働者安全センター

最近、労災保険情報センター(RIC)のウェブ(http://rousai- 
ric.or.jp)が「労災情報の動き」を情報提供するようになっている。
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世界から

安全•健康文化促進のため
ILOS4.28労働安全衛生国際記念日

どの労働に関連した傷病は、農林 
水産業や鉱業、建設業などの一 
次産業で発生している。教育の低 
さと安全方策に関するトレーニン 
グの貧弱さが、なかでもインフォー 
マル経済における、火災や有害 
化学物質曝露による高い死亡率

毎年、200万人の男女が、労働 
災害や労働関連疾病の結果とし 
て亡くなっている。世界中で毎年、 
約2億7千万件の労働災害と1億 
6千万件の職業病が発生してしも 
ILO (国際労働機関)では、世界の 
国民総生産(GDP)の4%が、労 
働災害•職業病で失われていると 
推計している。

ILOは、ケガと病気は「仕事に 
付き物」などということを認めたこ 
とはない。グローバリゼーションに 
直面するなかで、ますますふえる 
働く人々が安全で健康な労働条件 
を確実に享受できるようにすると 
いうことが、新たな挑戦として求め 
られている。それが、この国際機 
関が、4月28日一世界の労働組 
合運動が、業務上の死亡、傷害 
および疾病の被災者を記念する 
ことと関連づ^てきた日4、世界 
中の職場における安全•健康文 
化の促進に焦点を当てる、労働安 
全衛生の国際記念日として採択し 
た理由である。
強力な安全文化が労働者、使 

用者および政府に等しく有益であ 
ることは、経験的に明らかである。 
多種多様の予防手法は、それ自 
身、労働現場の災害の回避とビジ 
ネス•パフォーマンスの改善の双 
方に有効であることを実証してき 
た。今日のいぐ3かの諸国におけ

る高度な安全基準は、有能な労働 
監督に裏打ちされた効果的な法令 
はもちろんのこと、政労使三者間 
の社会的対話、労働組合と使用 
者との間の団体交渉を促進する 
長期間にわたる政策の直接な結 
果である。
開発途上国においては、ほとん

につながっている。
«ILO労働安全衛生国際記念日 

のウェブサイト(http://www.
ilo. org/public/english/protec 
tion/safework/worldday/
index.htm)、ハザーズ•マガジ 
ンのウェブサイト(http://www.
hazards.org/campaigns/cam
paigns.htm#wmd)。

SARs-重症急性呼吸器症候群
世界•労働組合のための情報源

SARs—重症急性呼吸器症候群 
一は、2003年4月9日までに、世 
界保健機関(WHO)によれば、17 
か国において2,671症例、合計 
103名の死亡をもたらしている。
労働組合のための二□ースサー 

ビス LabourStart (http://www. 
labourstart.org/sars/)は、世界中 
の労働組合が様々なやり方でこの 
危機に対処していることを紹介し 
ている。健康医療関係労働組合 
が、組合員に対して自らを防護す 
る方法に関する情報を提供し、航 
空産業の労働組合が、強い姿勢 
一この病気の影響を最も受けて 
いる中国などへのフライトの禁止 
を求めている場合もある一をとつ 

ている、などである。
LabourStartは、世界中の情

報を含めた、労働組合とSARS危 
機に関するニュース•サービスを
定期的に更新している。
※原乂は、http://www.hazards.

org/sars/〇4月6日に、中国• 
北京で死亡したILO能力開発
局長Pekka Aro 氏(SARs の 
最初の欧州の犠牲者)を追悼 
するIL〇の記事、http://www.
ilo.org/public/english/bure
au/inf/pr/2003/16.htm 〇 厚生 
労働省のウェブサイト(http:/
/www.mhlw.go.jp/index.
html)も、関連情報情
報を提供中。
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〒ωト8432京都市南区凶九条来品目T50-9IIJ本ピル3階 TEL(075) 691-6191 I FAX (075) 691-6145 

大版・関西労働者安全センター E-mail koshc2000@yahoo.co.jp 

〒540・0026大阪市rjt央区内制ITJ-2-13ぱ／めいビル602TEL(06)6943-1527 /FAX(06)6942・0278

兵 庫 ・尼崎労働者安全衛生センター
干“0-0803尼崎市長洲本通ト16・！？ 阪州夫被生協気付 TEL(06) 6488・9952/FAX (06)6488-2762 

兵庫・関西労災職業病研究会
〒660-0803尼崎市長洲本通ト16・17阪神医療生協長洲支部 TEL(06)6488-9952 /FAX(06)6488・2762

兵 Fl.I eひょうご労働安全衛生センター
干651-0096相11戸mrド央区雲；）j:j凪l・1-1212号 TEL(078)25L-1172/FAX(078)251-l 172 

広品・広島労働安全衛生センター らmaiI hirosima-azcentcr@cronos.ocn.nc. j p 
〒732-0827Jよね市南区稲荷BIT5-4山田ビル TEL(082) 264-4 l 10 I FAX (082) 264・4110

鳥 取 ・鳥取県労働安全衛生センター
〒680・0814鳥取市南町505自治労会館内 TEし（0857)22-6110 /FAX (0857) 37-0090 

愛 媛・NPO法人 愛媛労働安全衛生センター E-mail coshc@mx81.tiki.nc.jp 

干792・0003新居浜市新聞lllfト9-9 TEL (0897) 34-0900 /FAX (0897) 37・1467

愛 媛 ・えひめ社会文化会館労災職業病相談室
〒790-0066怯山i1n主・回目＇TS-6 TEL(089)941-6065 /FAX(089)941・6079

州 知 ・財団法人高知県労働安全衛生センター
干780-0011高知市1'1i］虫（－北町3-2-28 TEし（0888)45・3953/FAX (0888)45・3953

熊 本 ．熊本県労働安全衛生センター
干86ト2105Im本市街It町秋田344ト20秋ti！レークタウンクリニ汐 TEL (096) 360-1991 /FAX (096) 368-6177 

大 分 ・社団法人大分県勤労者安全衛生センター
干870・0036大分市中央町』－2-5労働福祉会館 Iソレイユll ~ TEL (097) 537-7991 /FAX (097) 534-8671 

宮崎・旧松尾鉱山被害者の会 E-mail aanhebez窃bronze.ocn.ne.jp 

干883-0021日向mru・光寺283-2.ll長iJ：団地1-14 T巳し（0982)53-9400 I FAX (0982) 53-3404 

鹿児向 ・鹿児島労働安全衛生センター準備会 E-mail minion⑪po.synapsc.ne. jp 
〒899-5216姶良HIIJJII治木DIT本町403イTIYIピル2F TEL(0995) 63-1700 I FAX (0995) 63・1701

自治体 ． 自治体労働安全衛生研究会 E-mai I sh-nct@ubcnct.or.jp 

〒102-0085千代川茎六番町l自治労会館3階 TEし（03)3239-94 70 I FAX (03) 3264-1432 

（オブザーバー）

福 μ・福島県労働安全衛生センター
〒960-8103偏向市船場IIIT1-5 TEL (0245) 23-3586 I FAX (0245) 23・3587

山口・山口県安全センター
〒754-0000山口県小郡郵便局私苫符44号




